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はしがき

本学会の第22回大会は,2010年 11月 27日 (土),大東文化大学板橋キャンパ

ス中央棟「多目的ホール」で高沢修一会員を大会幹事として行われた。シンポ

ジウムのテーマは「市民公益税制の検討」であった。後藤和子会員より「グロー

バル時代のNPO/寄付税制
一 国境

を越える寄付とグローバル・タックスの

視点から
一
」,高沢修一会員より「CSR会計導入に伴う環境税創設の提言

―
市民社会のインフラ整備に求められる企業活動の公益性

―
」,石村耕治

会員より「非営利公益団体課税除外制・公益寄附金税制の根拠をさぐる
一
日

米における所得課税上の分析を中心に
一
」の諸報告が行われた。

右の諸報告を受けて,活発な討論が行われた。

また,同年11月 25日 の税制調査会に提出され,翌 12月 16日 に閣議決定されて

2011年度税制改正大綱に盛られた「納税環境整備 PT報告書」に対し,2010年
12月 24日 ,石村耕治会員を委員長とする本学会の納税者権利憲章問題検討委員

会から,「税制調査会納税環境整備 PT報告書に対する意見書」が公表された。

本号は,以上の報告と討論,意見書を収録するものである。

2010年 6月 17日 に,本学会の税法学部門の設立発起人であった北野弘久元理

事長 (日 本大学名誉教授・弁護士)が急性骨髄性自血病のため逝去された。また,

2011年 3月 11日 の東日本大震災では,多 くの方々が被災され犠牲者となられた。

謹んで哀悼の意を表したい。

次号は「大震災と税制」である。

2011年 4月

日本租税理論学会事務局
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I シンポジウ′ニヘ

制の検討

2010`年 11月 27日 第22回大会 (於 :





■
■ グローバル時代の NPO/寄付税制

一
国境を越える寄付とグローバル・タックスの視点から

一

後 藤 和 子
(埼玉大学)

はじめに

近年,新 しい公共を支える財源として,民間からの寄付を促進するための税

制が大きく拡充されてきた。2011年 から,公益財団,公益社団,認定 NPO,

学校法人,社会福祉法人等への寄付に関し,所得税において税額控除制度 (控

除率40%― 個人住民税と合わせて50%ま で)が導入される。日本における寄付金

控除は,法人寄付に対する寄付金控除が1942年に,個人寄付に対する寄付金控

除が1962年 に導入された。個人寄付への寄付金控除は,導入当時は20%の税額

控除であつたが,1967年 に,高額所得者へのインセンティブがより働 く所得控

除に変更された。しかし,法人寄付に比べて,個人寄付への寄付金控除が適用

される公益法人の範囲は極めて狭く,その数も限定的であった。日本における

寄付金控除は,その歴史においても,適用される公益法人の範囲においても,

個人寄付に対しては極めて限定的なものであったといえる。ところが,昨今の ,

公益法人や NPOに対する税制,あるいは寄付金税制の拡充には目を見張るも

のがある。こうした変化は,政府による直接支援である補助金から,間接支援

である寄付金へと,NPO支援のあり方が大きく転換することを意味する。
このように,国内の公益法人や NPOに対する寄付金税制が拡充される一方

で,外国で設立された NPOや ,外国 NPOへの寄付金に対する税制はいまだ

に限定的である。東日本大震災の直後から,海外の政府のみでなく海外の

NPOや市民から自発的に支援の申し出があり,世界各地で寄付募集が行われ

ている。NPOは ,既に日常的に国境を越えて活動しており,災害時において
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も途上国支援においても,極めて大 きな役割を果たしている。

ところが,NPO税制や寄付税制は,い まだに,各国の法律によつて規定され ,

国内活動に限定 した枠組みにとどまっている。国境 を越える NPO活動や寄付

に関する問題 としては,海外で設立された NPOが,他国で活動する際に税制

上どのように扱われるのかという問題と,海外で設立された外国NPOへの寄

付に対して,税制上どのように扱うのかという2つの問題が存在する。石村耕

治は,国際NGO支援税制の日米比較を通して,国際NGOや国境を越える寄

付に対する税制が極めて限定されていること,現行の法の下では,外国で活動

や寄付募集をしようとするNGOは ,その国に子団体等を設立して内国法人の

資格を取得するか,二国間租税条約を結び,相互主義の観点から内国法人と同

等の扱いを受けるかのいずれかしかないと指摘する。また,2006年 時点では,

国境を越える寄付に対する寄付金控除も,極めて限定的であると述べている。

1994年に公表された調査でも,外国NPOに対する寄付について寄付金控除を

認める例は,世界的にみてもわずか 3件 しか存在しなかったという。

国際的に活動するNGOと いえども,その税制上の扱いをめぐって,た だち

に国際的な基準を適用して内国NPOと 同等に扱うことに関しては,かなりの

抵抗があるのが実情である。それは,各国がそれぞれ固有の課税権を持ってい

ることに加え,①何が公益であるかの定義が各国で異なること,②外国NPO
への寄付金控除の便益は国内ではなく国外に及ぶこと,③外国NPOに対して

は課税庁の監督が及ばない等の理由からである。増井良啓は,①については,

優遇措置の範囲を具体的に明示することにより解決できること,②に関しては,

国内のNPOであつても海外支援を行うものがあること, また,国民の便益を

経済的利益の直接的享受に限定するのは,やや偏った見方であるとし,③につ

いては,納税協力の確保策を講じることで対処すべきであると指摘する。そし

て,外国NPOについても,認定 NPOと 同じように,認定を条件として寄付

控除の対象にしてはどうかと述べている。

ところが,近年になって,ヨ ーロッパでは,海外で設立されたNPOへの寄

付に対して,寄付控除を認める動きが出てきた。それは,二国間条約や多国間

条約に基づいて行われているわけではない。例えば,オ ランダでは,日本も含
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めて外国で設立 された NPOで も,オ ランダの基準を満たせば NPOと して登
録でき,登録 された外国 NPOへの寄付に対 して,寄付金控除が認められるよ

うになった。この外国 NPOは ,オ ランダに子団体を設立する必要はない。

本稿の課題は, グローバル化と分権化の下で NPOや寄付が国境を越えてい

る現実に鑑み,外国 NPOへの寄付を寄付金控除の対象として扱う理論的根拠
は何かを,EU内で開始された実験と議論,そ して,近年議論が盛んなグロー
バル・タックスの視点から検討することである。外国 NPOや 国境を越える寄

付に関する論文も近年増えている。しかし,それらは,必ずしもEU諸国の最

新の動向や議論を考慮に入れたものではない。本稿では,可能な限りEU諸国
における新たな動向を視野に入れ,グローバル・タックスの視点も加味して,

これらの問題を検討してみたい。なお,本稿で,以後,外国 NPOと いう場合

には,外国の法律に基づいて設立された非営利組織一般を指す。

I 日本における外国 NPOと 国境を越える寄付への税制上の取り扱い

最初に,外国 NPOや 国境を越える寄付に対する日本の税制の現状を概観し,
その限界を明らかにしておきたい。日本における外国 NPO及 び,それらへの

寄付に対する扱いは極めて限定的である。石村によれば,国際 NGOが 日本に
進出する際に,い くつかの選択肢がある。 1つは, 日本に子団体を設立し,そ
こが財団法人や NPO等の資格を取得することによって,内国法人と同じ税制
上の扱いを獲得する方法である。例えば,1992年 に設立された国境なき医師団

日本は,国境なき医師団のパー トナー支部であるが,1999年 には東京都から

NPO法人として認定され,更に,2002年 には,認定 NPO法人として国税庁
の認定を受け,寄付者が寄付金控除や損金算入をすることができるようになっ

た。

外国 NPOが 日本に進出する 2つめの方法は,外国 NPOが,日 本に支部や

事務所を設置する形態である。この場合,恒久的施設があるかないかで扱いが

異なってくる。日本に支部がある外国 NPOが,情報収集や事務連絡等,本来
の事業にとって補助的な業務しか行っていない場合には,恒久的施設がないと
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みなされ課税されない。恒久的な施設があるとみなされると, 日本で生じた所

得に対し,非収益事業にかかるものも含めて課税される。しかし,財務大臣の

指定を受ければ, 日本の公益法人や NPO法人と同じように,非収益事業には

課税されない。公益法人改革で,「財務大臣の指定」は2008年 よりなくなったが ,

それに替わり公益認定を行う機関の認定を受けることになる。

石村は,国際 NGO(外国NPO)支援税制を確立する目的の 1つ は,日 本に

支部や連絡事務所等の形で進出してきた国際 NGOに対し,内国公益法人等と

基本的には同等の課税取り扱いを保障するためであると述べている。しかし,

国際 NGOに対 して, 日本国内の公益法人や NPOと 同等の扱いを保障したと

しても,日 本の公益基準の範囲内にある国際 NGOしかカバーできないという

問題も残る。よリー般的には,国際 NGOが ,多 くの国で活動する場合,進出

する国によって公益の定義や,NPO法 人格を取得するための基準,あ るいは

NPO支援税制を申請できる基準が異なる。そのため,国際 NGOは ,各国の

言語で書かれた法律を読み解き,それに適合するような条件を整えて申請しな

ければならず,負担が大きい。石村は,ア メリカの例をひきながら,相互主義

に基づいて,相手国が認定した非営利事業への課税除外が望ましいと考えてい

るようである。しかし,相互主義が本当に望ましいのかどうかは,後ほどEU

の事例で検討してみたい。

外国NPOへの寄付に対する,日 本の税制の現状はどうだろうか。石村は,

第二次世界大戦以降,NGO活動は著しくグローバル化し, これに伴う資金需

要は極めて旺盛であり,環境,教育,難民支援,人権,教育など多様な分野で,

先進国の市民には寄付を通じた国際貢献が求められていると指摘する。そして,

日本では国境を越える寄付に関して,あ まり活発な議論が行われていないが,

この問題は,公益団体税制上はもちろんのこと,国際税法上も極めて重要な課

題の 1つ であると述べている。

日本の税法では,個人が外国NPOに直接寄付した場合には,寄付金控除は

適用されない。しかし,法人の場合には,限定的ではあるが寄付控除が適用さ

れることがある。 1つ は,法人が外国NPOに対して,一般寄付金として損金

算入限度額内で支出したものであり,も う1つ は,特定公益増進法人や認定
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NPOを橋渡 し機関として寄付 した場合である。後者は,個人の寄付に対 して

も適用できる。例えば,独立行政法人国際交流基金には,特定寄付金制度があ

る。国際交流基金が認めた特定の国際交流事業を行うものに対して,イ固人また

は法人が寄付をした場合,特定公益増進法人への寄付と同じように寄付金控除

を適用できる。

この制度を使って,国際交流基金を橋渡し機関として外国NPOに寄付した

個人や法人は,寄付金控除の適用を受けることができる。ただし,外国NPO

に対する寄付は,国際交流基金の主たる目的である業務に関連している必要が

ある。そのため,特定寄付金は橋渡し機関への申請手続を経て認められた事業

に限られるなど限定的なものにならざるを得ない。また,直接,外国NPOに

寄付した場合には寄付金控除が適用されず, 日本の特定公益増進法人等を橋渡

し機関として外国NPOに寄付すれば寄付控除が適用されるというのは,同 じ

寄付なのに取り扱いが不平等であるという問題もある。

以上のように, 日本における,外国NPOに対する課税上の扱いと,外国

NPOへの寄付に対する税制上の扱いは, ともに極めて限定的であり,NPO活
動の国際化という実態に相応しいものとなっていない。特に,外国NPOへの

個人寄付に関する日本の税制は,極めて限定的であることが分かる。これは,

善意は国境を越えるにも拘わらず,税制は国単位で運営されているためである。

増井は,日 本の認定 NPOと 同じように外国NPOを認定し,寄付金控除の対

象にしてはどうかと述べている。それは,日 本の実情に基づいた提案であるが,

より国際的な視野から理論化するためには, どのように考えるべきだろうか。

Ⅱ EUに おける国境を越える寄付の現状と議論

7 資本移動の自由とホスト国コントロール

次に,EU諸国の現状と議論を概観しながら,各国固有の課税権と,グロー
バル化するNPOや寄付に対する税制上の扱いをどのように調整すべきか,そ
の理論的根拠について検討してみたい。

ヨーロッパの多くの国々でも, 自国NPOに対する寄付に限って,寄付金控
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除が適用されるのが現状である。例えば,イ ギリス人は,テー ト美術館に寄付

をすれば寄付金控除の適用が受けられるが,オ ランダ国立美術館に寄付をして

も寄付金控除の適用は受けられない。ところが,オ ランダでは,2008年 1月 か

ら,外国 NPOで も,オ ランダの NPO要件を満たせば,オ ランダに登録ができ,

オランダ在住の人々は,登録された外国 NPOに対する寄付を,所得税から控

除できるようになった。登録された外国 NPOは ,オ ランダに子団体をつくる

必要はない。また,登録された外国 NPOは ,贈与額が2000ユ ーロを超えなけ

れば,オ ランダ政府に対して贈与税や相続税を払う必要もない。外国NPOが

この適用を受けるためには,オ ランダと,所得税・法人税・贈与税・相続税に

関する情報交換のための条約を結んでいる国に存在することが必要である。日

本とオランダは,1970年 に租税条約を締結し,2010年 8月 にその条約が改定さ

れた。この新しい条約が実行されると日本のNPOも ,オ ランダに登録し租税

上の優遇措置が適用される。しかし,1970年 の租税条約の下でも,オ ランダ国

税当局への情報提供という条項を満たせば,同様の扱いが可能である。

EU内 の外国NPOへ の寄付に対 して,寄付金控除を認めているのは,

EU27ケ 国中,オ ランダ,ポーランド,ス ロベニア,ベルギー,デンマーク,

ブルガリアの7ケ 国である。他の20ケ 国は,これを認めていない。何故, こう

したばらつきがでてくるのだろうか ? 1外国NPO税制,及び外国NPOへの

寄付税制をめぐっては,ヨ ーロッパ内でも,様々な議論が繰り広げられてきた。

欧州委員会は,EU各国に対して,EU内の資本移動の自由には寄付や贈与も

含まれること,外国NPOへの寄付や外国NPOそ のものへの税制上の差別的

扱いは,EC条約の観点から許容できないと表明している。

エポックメイキングな事件として,Walter Staurer事 件がある。これは,

ドイツ国内法が,ドイツ国内のNPOと 外国NPOを差別的に扱うことが,EC

条約に違反するかどうかをめぐって争われた事件である。2006年に,欧州司法

裁判所は,walter Staurer財 団が,イ タリアに本拠地を持つという理由で,ミ ュ

ンヘンに所有する不動産の賃貸収入に対してドイツが課税したのは,資本移動

の自由及び,EU内での平等な扱いに違反するという判決を下した。 ドイツの

税収が減少するというのは,外国NPOに対する税制優遇を認めない根拠には
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ならないというのである。欧州司法裁判所は,更に,2009年には,Persche事

件で,外国NPOへの現物寄付に対しても寄付控除が認められるべきであると
いう判断を示した。しかし,EU内の全ての国が,欧州司法裁判所の判決に納
得したわけではない。

2 相互主義による外国 NPOへの待遇をめぐって
しかし,Staurer事件や Persche事件で示された欧州司法裁判所の判断を尊

重し,国内法の枠内で,外国 NPOと 国内 NPOと を同等に扱うことによって ,

全ての問題が解決するわけではない。S_Hemelsは ,各国には,何が公益かと
いう考え方や定義の違いがあり,NPOの基準も異なる。そのため,現状では,

EU内でグローバルに活動 しようとする NPOは ,27ヶ 国27種類の基準を満た
さなければならないという大きな障害に直面すると指摘する。また,各国の法
律は各国の言語で書かれているため,27ヶ 国の言語を理解して要件を読み込ま

なければならない。更に,NPOの要件がお互いに矛盾することもある。例えば,

ポル トガルの国内法では,最低でも25万ユーロの資本がないとNPOと は認め

られないが, オランダでは,逆に,資本が25万ユーロ未満でないとNPOと は

認められない。つまり,ホス ト国の法律で処理するという片務的扱いは,可能
ではあるが限界がある。事実,2009年 にオランダに登録し,税制上の優遇措置

を受けている外国 NPOは ,その寛容な扱いにも拘わらず,8ケ 国29団体にす
ぎない。

次に,Hemelsは ,相互主義でこの問題を解決できるかどうか検討する。相
互主義に基づけば,相手国の基準をお互いに認めることになる。これは,ある
NPOが EU内 1ケ 国の基準を満たせば,自動的に他の国でもNPOの地位を獲
得できることを意味する。そのため,こ れは,NPOに とっては行政コス トを
著しく削減することになる。しかし,何が公益かの判断基準をめぐって,各国
は,大枠では一致しているにしても,細部になるとかなり異なることが多い。

例えば,イ ギリスではスポーツの推進は社会への投資とみなされ,公益性があ
ると認められているが,オ ランダでは,スポーツの推進は公益性があるとは認
められていない。そのため,相手国が認定した NPOを 自国でも自動的に認定
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する相互主義は,NPOに関する統治権を侵害する恐れがある。

しかし,そればかりではない。NPOは ,最 もNPOの 定義が広 く,最 もコ

ントロールが緩い国で,組織を設立しようとするだろう。相互主義では,かか

るNPOを 自動的に認めざるを得ないため,税制優遇が本当に有意義な公益目

的に使われるか どうか疑間である。欧州司法裁判所 も,Staurer事 件 と

Persche事件において,相互主義を適用せず,外国 NPOは , 自国内の NPO

と同等に扱われるべきであるという平等主義の見地からの判断に留まってい

る。

以上,国内法に照らして,外国 NPOを 国内 NPOと 同等に扱うことにも,

相互主義にも,問題点があることが分かった。かかる障壁を取り除き,国際的

に活動するNPOや 国境を越える寄付を促進する税制を確立するためには,

EU内の協調に関するより確かな理論的根拠が必要である。外国 NPOを 自国

NPOと 同等に扱う税制上の扱いは,あ る種の各国主権の放棄と,EUに よる

集権を意味するからである。

3 権限委譲と財政連邦主義

Hemelsは ,外国 NPO税制と外国 NPOへの寄付金控除に関して,それが集

権と分権の問題であるとして,財政連邦主義の考え方を拠り所として,理論化

できないか検討 している。EU内 では,様々な問題をめぐって,各国主権と

EU集権の関係について議論が行われてきた。その際,焦点となるのは,各国

主権の重要性と集権化によるスピルオーバー効果 (経済波及効果)の比較である。

EU内には,EUの権限があまりにも大きくなることへの危惧がある。それは,

ヨーロッパ憲法をめぐって,2005年 に反対票を投 じたフランスとオランダの事

例にも表れている。Hemelsは ,Pelkmanの 理論を援用しつつ,EU内の NPO

税制の協調に関する理論的根拠を,次のように検討する。Pelkmanの 理論では,

以下の5つの段階を踏んで,国境を越える外部性あるいは
「
規模の経済性が存

在する場合に,EU集権を正当とみなす。

① ある公益目的が,EUレベルでしか達成されない場合には,権限委譲テ

ストは不要である。
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② 規模の経済性や国境を越える外部性がある。
③ その公益目的を達成するために,EU諸国の自発的協調が持続的に行わ
れる可能性がある。

④ もし,①と②が満たされ,③が満たされない場合には,EUレベルの課
題となる。

⑤ その課題をEUレ ベルが実行することが適当となった場合には,どの程
度の実施や監視,強制を,EUと 各国に割り当てるのが適当か吟味されな
ければならない。目的を達成するために必要な量が EUに割り当てられる
べきである。

Hemelsは , この考え方を,国境を越えて活動するNPOに適用し,NPO税
制や寄付税制に関するEUへの権限委譲が適当かどうか検討する。第 1に , こ
れらの国境を越えるNPOや寄付は,EUの独占的な権限に属する問題ではない。
しかし,Stau“erと Perscheの 事例を考慮に入れれば,何らかのEUレベルの
協調が必要であることが分かる。第 2に ,国境を越える外部性や規模の経済性
はどうだろうか。例えば,世界遺産は,そ れが存在する国の人々ばかりでなく,

国境を越える外部性がある (海外の人々にも便益がある)。 そのため,世界遺産を
保護するNPOに対する寄付は,国内のみでなく国外からも行われ,寄付金控
除が平等に適用されることが望ましい。第 3に ,NPO税制や寄付税制をめぐ
る持続的な協調は可能だろうか。Stau∬er事件の後,EUの多くの国々が,ホ
スト国ルールに基づく望ましい協調を自発的に始めたという事実はない。その

ため,持続的な協調という条件は満たしていないといえる。 1と 2の条件を満
たし,3を 満たしていない時,権限はEUレベルに委譲される。その際,どの
程度,EUの権限が必要なのだろうか。
もし,協調が民間レベルで達成されるならば,EUの介入は不要である。例
えば, ヨーロッパには,12ヶ 国にまたがる NPOネ ットヮークがぁる。これら
12ヶ 国に住む人々は,こ の NPOネ ツトワークを通じて国境を越える寄付を行
い,寄付金控除の適用を受けることができる。オックスフォード大学は,この
ネットワークを使って海外から寄付を集めているが,寄付の 5%は,NPOネ ッ
トワークの運営にあてられている。ネットワークを運営するためのコス トが寄
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付 を浸食するため,こ の解決法はセカンド・ベス トであると,Hemelsは 述べ

ている。

代替案として,NPOを各国で設立し登録するのではなく,EUレベルで登

録するというアイデアは,既に1971年に提案されている。それによれば,欧州

評議会の事務総長が,NPOの登録と監督の権限を持つ。登録されるNPOの

活動は純粋な非営利活動であり,科学,健康,教育,文化,フ イランソロピー

等の公益を促進するものでなければならない。この欧州評議会
への登録は3年

ごとに更新されなければならない。しかし,加盟国は,NPOに関する権限委

譲に同意せず, この提案は実現しなかった。そして,2001年 以降,国境を越え

て活動する財団の税制や寄付税制について,再び議論が行われるようになった。

2004年に,コ ーロツパ財団センターは, ヨーロツパ財団に関する草稿を提案

した。それによれば,国境を越えて活動するNPOは ,各国に設立するのでは

なく,ヨ ーロツパ財団として設立することができる。ヨーロツパ財団は,ヨ ー

ロッパあるいはグローバルな公益に資する時のみ,その資格を認められる。公

益とは,芸術,文化,歴史保存,障害を持つ人々への支援,難民や移民への支

援,人権,消費者保護,国際的 。国内的開発,ェ コロジーと環境の保護,教育 ,

訓練,啓蒙,人種・民族・宗教・障害に基づく差別の撤廃,貧困の撲滅,健康

と身体的福祉の増進,医療,災害,国際理解,子 どもと若者への支援,障害を

持った人々への支援,動物保護,科学,社会的包摂,社会的・経済的発展,社

会福祉,ス ポーツとアマチユア競技である。草稿は, これらNPOの登録を統

括する組織についても提案している。ヨーロツパ財団として登録されたNPO

への寄付は,各国において,国内のNPOへの寄付と同等に扱われる。この提

案は,欧州議会と欧州委員会の関心を惹きつけ,欧州委員会は, ョーロッパ財

団のための立法に関して検討に入った。しかし,実現にはこぎつけていない。

Hemelsは,国境を越える寄付への国際協調は,必ずしも税制の協調ではな

いと指摘する。現行では,Stauttr事件等にみられるように,ホ スト国の基準

に合わせるという考え方が採用されている。しかし,各国で異なるNPO基準

に合わせて,それぞれの国でNPOを設立するコストは,国境を越える寄付の

障壁となる。また,NPO設立国の基準をお互いに認める相互主義にも問題が



1 グローバル時代のNPO/寄付税制

あることは前述のとおりである。Hemelsは,EUメ ンバー国の間で,何が国
境を越える公益として相応しいかに関して合意することは可能であると述べて

いる。例えば,コ ーロッパ財団センターが提案した草稿に盛 り込まれた公益は,

多くの国で共通する公益ではないかというのである。

協調するといっても,国内の NPO基準はそのまま維持し,ヨ ーロッパ財団
の基準のみ合意すればよい。更に,ヨ ーロッパ財団への監督は,各国の監督機
関に委ねることもできる。もし,EUメ ンバー国が,お互いに信頼できない場
合には, この監督権は,EUレベルに委ねられる。Hemelsは ,ホス ト国の基
準に合わせる方法も相互主義も,国境を越える寄付にとって最適ではなく,一
歩踏み込んだ協調が必要なこと,協調の仕方は,メ ンバー国間の信頼によって

異なる形態をとるだろうと結論づけている。

Ⅲ グローバル・タックスと国境を越える寄付

国境を越えるNPOや 国境を越える寄付に関する税制の協調は,税制が各国
の主権に関わるだけに難しい問題を手んでいる。問題は,NPO活動に国境を
越える外部性があるかどうか,あ るとすれば,その便益と各国主権を浸食する
コス トのどちらが大きいかである。前節では,必ずしも税制そのものの協調を
しなくとも,EUレベルで国際 NPOの基準を作 り,NPOは その基準を満たす
ことで,各国の寄付金控除の対象となりうる, という考え方を紹介した。この

節では,更に,近年,議論が盛んなグローバル・タツクスの議論を参照しなが
ら,国境を越えるNPOと 寄付税制について検討する。

近年,グローバル・タックスに関する議論が盛 り上がりを見せる契機となっ
たのは,2006年のフランスの連帯税導入である。諸富徹によれば,グローバル・

タツクスの議論の背景には,2000年の国連ミレニアム・サミットで採択された

「 ミレニアム宣言」や「ミレニアム開発目標」がある。そこには,発展途上国
の貧困削減,初等教育の普及,衛生状態の改善,環境改善等,2015年 までに達
成されるべき目標が掲げられ,その財源として,先進国の ODAを 国民総所得
比07%にするという目標が掲げられている。そして, この目標を達成するた

13
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めには,先進国から途上国への資金移転が必要であり,その財源調達方法を検

討するなかで, グローバル・タックスが注目されるようになったという。諸富

は,政府レベルの資金移転にのみ着目し,ODAの ことを述べているが,先進

国から途上国への資金移転は,ODAの みでなく,本稿が対象とするNPOや

NGOと いう市民公益活動や寄付を通しても行われていることは,留意すべき

である。

諸富は,グローバル・タックスが必要とされる理由の第 1と して,気候変動

問題のようなグローバルな問題への対処が求められるようになったことを挙

げ,これは,国際公共財の供給とその財源調達の仕組みを構想することを意味

すると述べている。第 2の理由は,国際的な再分配の必要性である。第 3の理

由は,国境を越える経済活動のうち,負の影響を与える活動を制御する政策手

段が求められるようになったことである。例えば,国際的な投機的資金を制御

するための政策手段としての国際通貨取引税 (ト ービン税)構想がこれにあた

るという。第 4は ,租税競争への対処の必要性である。

諸富は,更に,グローバル・タックスの定義として, 3つの要件を挙げてい

る。第 1は ,課税対象となる経済活動が国境を越えていることである。第 2は ,

その税収の一部または全部が国際公共財供給のための財源調達手段としての側

面を持っていることである。第 3は ,課税対象が単一の国家ではなく,複数の

国が共同して課税するか,ま たは,超国家機関が課税する租税だということで

ある。しかし,現実にはこれら3つの要件を全て満たす税は存在しない。

国際通貨取引税は,課税ベースや課税方法を共通化して少なくとも数ヶ国同

時に導入することになるため,本質的に国家主権を超える枠組みで導入・実施

されるグローバル・タックスとしての性質を持つという。しかし,あ る国で国

際通貨取引税が導入されると,資金はその国を避ける等の租税回避行動が引き

起こされるという困難がつきまとう。より根源的な批判としては,国際通貨取

引税は,必ずしも通貨価値の変動性を抑制しないという実証分析があることで

ある。しかし, この問題は,国際通貨取引税の制度設計を見直すことで回避で

きるという。

最後に,国際通貨取引税の税収管理と使途の決定を誰が行うのかというガバ

14
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ナンスの問題がある。国家代表で構成される国際機関では,民間団体や市民の

意向が反映されにくい。諸富は, このガバナンス問題を解決するのに参考にな

るのが,EUであると述べている。EUの意思決定システムは,各国の利害を
代表し,内閣に相当する「閣僚理事会」や,行政府である「欧州委員会」だけ
でなく,直接選挙によって各国から選出された欧州議員による「欧州議会」か

らなっている。しかも,欧州議会は,その権限を強めているため,各国国民の

意向が反映されると考えられる。

次に,諸富は, フランスで導入された国際連帯税について検討する。国際連

帯税は, フランスを出発する全ての航空便の乗客が課税の対象となる。国内便

と欧州便であれば,エコノミークラスで 1ユーロ, ファーストおょびビジネス

クラスで10ユーロである。欧州域外への便は,それぞれ,4ユーロと40ユーロ
である。国際連帯税の税収は,国際機関を通じて,途上国で最も深刻なエイズ,

マラリア,結核等の感染症対策のための薬剤購入に充てられるという。国際連

帯税は, フランスをはじめ9ヶ 国で実施されているが,共通の制度設計の下で

共同課税されているわけではない。そのため,グローバル・タックスの要件の

うち,第 1と 第 2を部分的には満たすように見えるが,第 3については満たし

ていない。

そもそも,フ ランスは,何故,途上国への支援のために,航空便への課税を

始めたのであろうか。フランス政府によれば,航空便が環境に対して負の影響
を与えているにも拘わらず,相対的に低水準の課税しかなされていなかった。

諸富は,確かに,国際航空は,国家の課税権が及ばず炭素税の対象とされてい

なかったこと,加えて,航空産業はグローバル化の恩恵を受けて成長している

産業であり,そ こに新しい担税力を求めたのであろうと指摘する。

諸富は,国際連帯税には問題もあると指摘する。第 1に ,何故,海運やイン

ターネット取引等の国境を越える経済活動には課税せず,航空便に課税するの

かという疑間である。第 2は ,税収の使途が途上国への薬剤の購入という特定
目的に固定される目的税となつていることである。目的税は,税収の使途や課

税目的が応益性の観点から正当化されなければならない。しかし,国際連帯税
では,便益の享受者は途上国の国民であり,税を支払う乗客は,そこからほと

Iラ



I シンポジウム 市民公益税制の検討

んど何の便益も受けない。つまり,目 的税であるにも拘わらず,応益性の点で

問題があるといわざるをえないという。

しかし, これらの問題にも拘わらず,諸富は, フランスで導入された国際連

帯税は,グローバル・タックスヘのハードルの 1つ を超えたと高く評価する。

その理由の第 1は ,ODAは各国の毎年の予算編成に左右されるが,国際連帯

税は国際公共財や国際再分配のための安定的な財源となりうることである。第

2は ,国際連帯税は,国際公共財供給のための財源として,ODAや 国際機関

への拠出ではなく,租税を用いる仕組みを示したことである。第 3の理由は,

受益と負担の関係を,グローバルな規模で考える必要性に気づかせてくれたこ

とである。

更に,諸富は,将来的に国際公共財を供給する必要性はますます高まり,そ

の財源も必要となるが,ODAのみでは財源の安定性を確保できない上に,共

同費用の公平な配分という点でも問題があると指摘する。そして,共通の課税

ベースに依拠して応益,あ るいは応因原則の観点から負担の根拠を説明しうる,

国際的に共同の租税を財源として用いる必要性を強調する。

以上のように,諸富は,国際連帯税を高く評価し,グローバル・タックスの

第一歩と位置づけているが,現実には,オ ランダのように,導入はしてみたが,

乗客が国際連帯税のない隣国の空港から出発する便へと,容易に移動してしま

うため廃止した国もある。グローバル・タックスの要件としては,課税対象と

なる経済活動が国境を越えていること,その税収の一部または全部が国際公共

財供給のための財源調達手段としての側面を持っていること,課税対象が単一

の国家ではなく,複数の国が共同して課税するか,超国家機関が課税する租税

である必要がある。しかし,現実には世界中央政府というものは存在しない。

そのため,どのように国際的協調を行うのか,現実的には大変難しい問題を手

んでいる。

植田和弘は,地球温暖化問題等の課題には,政府のみでなく,NPOや 国際

NGOを 含む重層的ガバナンスが必要であると指摘する。かかる指摘も踏まえ

れば,国際公共財の財源として,ODA等 の政府による拠出や,課税による負

担とともに,NPO活動や寄付を視野に入れて論 じることが重要であるといえ
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る。国境を越える NPOや 寄付 も,国境 を越える外部性 を持つ財の供給に関わ

るという点では,国境を越えた経済活動を行っており,その財源調達手段とし

ての性格を持つ。また,超国家機関が課税するわけではないが,国際的な協調

なしには,国際NGO税制や国境を越える寄付の促進が制限されることは,前
述のとおりである。そのため,国境を越えるNPOや寄付税制を,グローバル・

タックスの議論に位置づけ,考えていくことは意味があるといえるだろう。

Ⅳ おわりに

本稿では,国境を越えて活動するNPOや ,国境を越える寄付を促進する税

制上の課題について検討した。国内における寄付金控除については,既に,租

税法や財政学の観点から様々な議論が行われてきた。租税法の観点からは,寄

付は,本来所得から控除されるべきものではないが,望ましい行為への報償な

いしは誘因と捉えることができる。また,民主的政治過程への追加的入力と捉

えることも可能であり,個人の多様な価値や欲求を承認し育成するという多元

主義の観点からも望ましい等の指摘がある。財政学の立場からは,寄付金控除

によって寄付が誘発され,結果として望ましい準公共財の供給が増え,社会的

厚生が増大するかどうか, という視点から実証分析も行われてきた。

しかし,こ れらはいずれも,主 として国内におけるNPO活動や寄付を念頭
においたものであった。国境を越えるNPOや寄付に関して,どのように理論

的根拠を与え,現実的な政策を行うかについては,い まだ議論の途上である。

国境を越えるNPOや寄付に対して,超国家的な扱いを阻害する要因は,公益

の定義や基準が国により異なること,税制優遇の見返りとしての公益が国内に

留まらないこと,国家主権や分権化と離齢をきたすこと等が挙げられている。

それに対して,公益を国内に限定した狭いものと捉えずに,よ り広い視野から

捉える必要性が指摘されている。それは,国境を越える寄付を,国際公共財供

給や国際的再分配の財源として,積極的に捉えようとする立場である。

しかし,仮にそうした国境を越える外部性や再分配の必要性が認められたと

しても,超国家機関による税制への介入は,国家主権への介入になる。そのた
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め,この折り合いをどのように考えればよいのかが問題となる。これについて

も,見解が分かれるところである。増井は, 日本の現状を念頭におき, 1つの

考え方として,認定 NPOと 同様の仕組みで,寄付金控除を認める外国NPO

を認定したらどうかと述べている。板谷も基本的に同様の立場である。これは,

国内法に基づいて,外国NPOを 国内NPOと 税制上同等に扱い,寄付金控除

を認める片務的立場であるが,こ の方法の限界は,NPOが ,様々な国の法律

や基準を,その国の言語で理解し,異なる方法でNPO登録をしなければなら

ないため,NPOの行政コストが大きいことである。

次の解決策としては,相互主義に基づ く方法も考えられる。しかし,

Hemelsが指摘するように,相互主義は,結果としてNPOの定義が最も広く,

コントロールが最も緩やかな国でNPOを設立する現象を生み出し,真に公益

性の高い活動に対して寄付金控除が行われるのかどうか保証できなくなる恐れ

がある。増井は,相互主義に基づくとしても,相手国の基準に合わせて全てを

認める必要はなく,両国において望ましい非営利活動と考えられている部分に

ついて優遇措置を講ずればよいという。しかし,二国間の場合には,そうした

対処が可能だとしても,その調整を多数の国々の間で行うのは困難を伴うであ

ろう。

他方,石村は,様々な欠点を織り込んだ上で,外国NPOに対し,国内税制

を活用した片務的な支援をすることも可能であるが,長期的には,国際的なス

タンダードによる対応を行った方がよく,そのためには,国際NGOに関する

多国間租税条約案ないし租税条約の制定といった課題に早く着手しなければな

らないと指摘する。

こうした日本における議論に対し,EUで は,欧州裁判所が,外国NPOを

差別的に扱うことは,資本移動の自由に反し,EU内における差別的な扱いに

あたるという判断を示している。これは,外国NPOへの個人寄付控除を認め

ていない日本より,一歩進んだ対応である。ただし,現状では,国境を越えて

活動するNPOは , ヨーロッパ各国の登録基準を満たさなければならない。そ

れに対して, ヨーロッパ財団の基準をつくり,EUレベルの監督機関が,国境

を越えた公益性を持つ NPOを ヨーロッパ財団として認定する, という提案も
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行われている。更にもう一歩踏み込んだ提案である。

同様に,グローバル・タックスも,国際的なガバナンスという課題を抱えて

いる。国境を越える経済活動への課税には,歴史的にみて 3つの段階がある。

最初は,課税上の トラブルを国内法と租税条約で解決する段階である。 2番 目

は,資本移動の加速化を背景とした1980年代以降における各国税制の接近であ

る。 3番 目は,税制の協調であり,EUは ,既に間接税において協調を行い ,

直接税においても各国の課税権に配慮しながら部分的に協調を行つている。例

えば,大企業への共通課税ベース方式の導入が検討されているが,それは必要

性の高い大企業にのみ,その導入を検討する等である。

こうした歴史的段階をふまえると,国境を越える NPOや寄付税制を,国際

的協調のどの段階に位置づけるかによって,その理論的根拠や,現実的な制度

設計が異なってくると思われる。本稿で検討したように,国境を越えるNPO

や寄付は,多 くの国々に関わる問題であり,国際公共財や国際再分配の財源と

しても重要な位置を占めることを考慮すれば, 3番 目の段階に位置づけ,国際

的・重層的なガバナンスの問題として捉えることが適当であろう。

NPO税制は法人税に,寄付金控除は所得税や法人税に関わるため,国家主

権との調整が必要なことは前述の通りである。その際,所得税や法人税そのも

のは各国の主権に任せ,国際 NPOと して認定する機能を国際的なネットワー

ク,あ るいは超国家的な機関が担うことも可能である。国際的な基準で認定さ

れた NPOは ,各国の所得税や法人税に基づき,税制優遇を受けられることに

なる。これら国際NPOの監督は,各国間の情報交換と信頼関係を担保できれば,

各国に委ねることもできるだろう。以上,本稿では,EUにおける最新の議論や ,

財政学におけるグローバル・タックスの議論を参照することにより,従来日本

で議論されてきた枠組みよリー歩踏み込んで,国境を越えるNPOや寄付税制

について,その理論的根拠と現実の制度設計のあり方について検討した。今後

は,実証的な研究を踏まえて更に議論を発展させることが必要である。

注

1)1942年 に寄付金控除が導入される以前は,法人は寄付額の全てを損金算入すること
ができた。そのため, この寄付金控除導入により,事実上,控除額が制限されたことに
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なる。

石村耕治「国際 NGO支援税制の日米比較」『白鴎法学』通巻第27号 ,2006年。

増井良啓「外国NPOへの寄付と寄付金控除」日本税務研究センター編『税務事例

研究』Vo172.2003年 。

板谷智之「公益活動支援と税制」(立命館大学修士論文,2∞9年第18回租税資料館奨

励賞受賞論文 )な ど,租税法の立場からアプローチする論文が多い。

石村,前掲論文。

石村,前掲論文,118～ 120頁。

増井,前掲論文,37～40頁。

この報告は,2010年 8月 と9月 に行われたエラスムス大学法学部教授の S.Hemels

に対するインタビュー及び.Hemels,S」 C'Are we in need of a European charity?

HOw tO ren10ve nscal barriers tO crOss_bOrder charitable〔 ュving in Europe'I″ ′ι″″α′グο″α′

ι″,Vo1 37,2009, に多くを負う。

この部分は,2011年 3月 28日 に,Hemels教授に直接確認した情報に基づく。

Hemels,S.J.C"op.Cit

ドイツ人であるPersche氏 が, 自分の別荘があるポルトガルの福祉施設に寝具やタオ

ル,玩具等, 1万8180ユ ーロ相当を寄付した。この現物寄付をドイツの所得控除の対象

とすべきかどうかをめぐって争われた。欧州司法裁判所は,寄付控除を認めないことは,

資本移動の自由に反するとして,Staurer事 件と同様の判断を示した。

HmelS S■ .C"Op Cit

Pelkman,1,Testing for subsidiary,BEEP ι″グιヵπgs,No13,Colleage of Europe,

Bruges,2006,pp7-8.

この節の議論は,諸富徹「グローバル・タックス」植田和弘・新岡智編『国際財政論』

有斐閣,2010年 ,を参照した。

植田和弘「グローバリゼーションの財政学」植田ほか編,前掲書,30～33頁。

増井良啓「所得税法からみた日本の官と民」江頭憲治郎・増井良啓編『市場と組織』

東京大学出版会,2∞5年。

増井 (2003年 ),55～ 56頁。

石村,前掲論文。
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2 CSR会計導入に伴う環境税創設の提言
― 市民

社会のインフラ整備に求められる企業活動の公益性
―

高 沢 修 一
(大東文化大学)

はじめに

平成22(2010)年 度税制改正 (以下,「22年度税制改正」とする)に おいては,

納税環境の整備等が盛 り込まれ,「市民公益税制 (寄附税制)」 について検討さ

れている。つまり,22年度税制改正においては,法人に対し寄附をした者等に

特例措置を与える認定 NPO法人に係る措置の見直しが行われた。

寄附税制は,個人が支出した寄附金控除を対象とする所得税ばかりでなく,

法人税の観点からもアプローチされなければならない。なぜならば,企業には,

社会の一員としての責任を自覚し,慈善事業への寄附行為等の社会貢献活動を

企業に課された責務として捉え,さ らに,経営戦略の面からも寄附行為は有益

であると認識することが求められるからである。

この企業の社会貢献活動を, フイランソロピー (phnmthrOpy)と 称するが ,

アメリカ企業では, “企業市民 (corporate citizenship)''と しての社会的責任を

果たすべ く,積極的なフイランソロピーが行われており,フ イランソロピーが ,

結果として “啓発された自己利益 (enlightened self― interest)''を 企業経営にも

たらすことになると考えられている。このため,ア メリカ連邦税法は,法人に

よる慈善寄附金 (charitable cOntributiOn)については,課税所得の10%を 限度と

して控除することを認め,そ して,上限を超過した部分については,将来にわ
2)

たり5年間を限度として繰り越すことを容認しているのである。

わが国においても,フ イランソロピーに積極的に取り組んでいる企業数が多

いにもかかわらず,法人の支出する寄附金に対して全額損金を容認していない。
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その事由としては,①寄附金を全額損金として認識した場合には,法人に利益

操作の機会を与えることになり,②その法人の利益操作に伴い法人間の課税の

公平性が侵されることになるとともに国家の財政収入を侵害する恐れも生じ,

そして,③寄附金については,法人の事業活動との関連性が乏しいということ
3)

が挙げられる。

また,市民社会においては,企業の社会的責任 (Corporate Social Responsibility)

の存在意義も大きい。

企業の社会的責任 (以下,「CSR」 とする)の先駆的研究としては,1924年 に

発表されたシェルドン (Sheldoュ ○)の 『経営のフイロソフイ』を挙げることが

できる。シェルドンは,「企業の根幹を成す労働者を単なる労働力として捉え

るのではなく,市民として認識し市民生活の利益のためにも余暇活動の重要性

についても考慮すべきである」と提唱している。

シェルドンの研究は,企業経営における労働者の人間性を重視しており,

CSRの 萌芽として評価できる。1970年代を迎えると,CSRの重要性が認識さ

れ始め,企業の意思決定過程においては,企業活動が市民社会に及ぼす影響に

ついても配慮すべきであると提唱されるようになった。さらに,1990年代以降,

CRS研究は,企業のグローバル化および環境問題とも関連し合いながら進展

し続けるのである。

また,CSRについての明確な定義は存在しないが,一般的に,企業に課せ

られた社会的責任のことを「CSR」 と称している。そのため,CSRは , メセ

ナおよびフイランソロピーと混同されがちである。

しかしながら, メセナが, “文化事業および芸能活動に対する資金援助に伴

う物理的な社会貢献
"であり, フイランソロピーが,“社会的な奉仕活動とし

ての資金援助に伴う物理的な社会貢献"であるのに対して,CSRは ,従来の “資

金援助に伴う物理的社会貢献"に加えて,“人的な繋がりを重視した持続的な

社会貢献"であるという点において,メ セナおよびフイランソロピーとは大き

く異なっているのである。

今日,企業活動における CSRの重要性を認識し,CSR会計の導入を検討す

る企業数が漸次増加しているが,CSR会計は,従来の会計のフレームワーク



2 CSR会計導入に伴う環境税創設の提言

を超え,管理会計 (=内部報告会計的性向)と 財務会計 (=外部報告会計的性向)

とを内包した存在である。そのため,CSR会計についての研究事例は僅小で

ある。しかしながら,CSR会計の導入は市民公益税制が指標する社会的イン

フラの整備 (=健全な市民社会の確立)に寄与する可能性が高い。

また,地球温暖化対策税 (以下,「環境税」とする)の導入は,単に二酸化炭

素の抑制に伴う地球環境保全のために有用なばかりでなく,CSRの普及にも

影響を与えることになる。

よって,本報告においては,CSR報告におけるCSR会計の有用性を中心的

な研究課題としながらも,併せて,CSR報告に伴い検討されるべきである環

境税の導入効果とその可能性についての提言を行いたい。

I CSR会計の定義

シェルドン (Sheldo■ ○)が 『経営のフイロソフィ』を発表して以来,1970年

代になると,デイヴィス (K Davis)が ,CSRについて「企業には社会的責任

を負うことが求められ,企業の意思決定に拠る社会的価値観の統一を行うべき

である」と主張し,そ して,キ ヤロル (Carrol,A.B)は ,「CSRは,企業の経

営活動における経済的,法的,倫理的,社会的なすべての領域においてなされ

るべき自由裁量であるべきである」と述べ, さらに,「CSRは ,経済的責任 ,

法的責任,倫理的責任,社会的責任の 4種類の社会的責任によってピラミッド

状に段階的に形成されている」と説明する。

その後,1990年 代を迎えると, フレデリック (Fredrick,IC)は ,CSRl

(Corporate Social Responsibility=企 業の社会的責任),CSR2(Corporate Social

Responsiveness=企業の社会的即応性),CSR3(Corporate Social Rectitude=企 業の

社会的道義),CSR4(Cosmos Science Religion=宇 宙・科学・新条)の 4種類の CSR
8)

の存在を提唱している。

しかしながら,会計学の研究領域においては,CSR会計についての明確な

定義が確立されていない。そのため,本報告においては,CSR会計を,「情報

の利用者 (企業内外のステークホルダー)が,企業の CSR問題にかかわる事象を
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CSR`や言十 財務会計

対象

企業内外のステークホルダー (Stakeholder)

(株主・投資家・消費者・市民・経営者・従

業員・地域社会)

企業外部のステークホルダー (Stakeholder)

(株主・投資家を主体とする)

目的
適正な企業評価の提供 (財務情報と非財務情

報の提供)

有益な会計情報の提供 (財務情報の提供)

期 間 長期的 (持続的 ) 短期的 (原則・ 1会計期間)

I シンポジウム 市民公益税制の検討

【図表 1】 CSR会計と財務会計の相違点

リスクと認識して判断や意思決定を行うことができるように,CSRリ スクの

マネジメントのあり方とCSRパ フォーマンスの向上に関連する活動を,財務

諸表の会計数値に基づいて貨幣単位で識別・測定して伝達するプロセスであ

る」と定義したい。例えば,CSR会計が,長期的な視点から株主および投資

家ばかりでなく,消費者,市民,経営者,従業員および地域社会などの広範囲

な利害関係者 (ステークホルダー)への適正な企業評価の提供を目的としている

のに対して,財務会計は,短期的な視点から株主および投資家を主体とする利

害関係者 (ステークホルダー)への有益な会計 (財務)情報の提供を目的として,

損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書を重視する傾向が窺える。

また,CSR会計は,「従来の財務会計では認識できなかった事業活動の外生

的な部分を,いかにして企業会計フレームワークに反映させるかという点から

段階的に検討を進めることが,CSR会計をめぐる検討課題を浮き彫 りにす

る」ことにつながると説明される。

つまり,CSR会計は,財務諸表上の会計数値を拠 りどころとしながらも,

図表 1に示すように,その対象とする「ステークホルダー」および「報告デー

タの作成目的」という点で,企業会計 (財務会計)と の差別化を図っており,

財務情報に加えて非財務情報も提供する。

一方,会計のフレームワークとしては,図表2に示すように,外部報告会計

と称する「財務会計」以外にも,内部報告会計と称する「管理会計」が存在す

る。そのため,CSR会計の実用化のためには,CSR会計に内包されている,

外部報告会計的性向と内部報告会計的性向との整合性を図ることが求められ

る。
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CFO・従業員

《管理会計》

内部報告会計

【図表2】

同質性が窺える

内部管理機能

課  題

経営管理手法

のシステム化

↑

↑

2 CSR会計導入に伴う環境税創設の提言

CSR会計と会計フレームワークの関連性

同質性が窺える

外部報告機能 ステークホルダー

《財務会計》

外部報告会計課  題

↓

↓

定量化の問題

形式化の問題

しかしながら,現行の管理会計において用いられている種々の手法と同程度

の管理手法および経営管理手法をCSR会計において確立させるためには多く

の研究成果が求められることになるため,実務的なCSR会計分野においては,

外部利害関係者への報告 (=CSR報告)が主体的存在となる。

また,CSR会計を “企業の社会的責任会計"と して捉えるならば,非財務

情報を含む財務報告内容の充実化を意図したCSR報告の存在意義は高い。し

かし,CSR会計を外部報告会計として認識した場合には,企業の CSR問題に

かかわるリスク化の事象を,どのようにして定量化し数値換算するべきかとい

う問題点と,どのような財務報告様式を採用するべきであるかという2つの問

題点が生起するのである。

Ⅱ CSR会計の構造

7 CSR会 計の体系化

CSR活動計算書 (総括)は ,図表 3に示すように,「環境配慮活動計算書」,「労

働・人権配慮活動計算書」および「製品・サービス責任活動計算書」等により

構成されている。

環境配慮活動計算書とは,当該企業が動植物・水資源・鉱山資源・土壌など

の環境システム (生物・非生物)に与える影響について検証した計算書のこと

であり,次いで,労働・人権配慮活動計算書とは,当該企業が労働者の基本的

人権の保護と尊重,労働環境の質的な面および労使関係の人間関係などに与え

る影響について検証した計算書のことであり,そ して,製品・サービス責任活

動計算書とは,当該企業が提供する製品の欠陥,企業サービスの低下および顧
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I シンポジウム 市民公益税制の検討

【図表3】 CSR会計計算書の体系

《経済的側面》

CSR会計計算書

↓《環境・社会的側面》

CSR活動計算書 (総括)   |

↓

ステークホルダー別分配計算書

ぐ>《財務諸表》く=>

CSR活動に対する外部評価一覧表

(出所)日本経済新聞社広告局編、NIKKRI NET「 CSR会計計算書の体系とその種類」を基にして作成。

客情報の管理 トラブルが,消費者,顧客および市民に与える影響について検証

した計算書のことである。そして,CSR活動に対する外部評価一覧表とは,

当該企業の行っているCSR活動の社会的評価を表示した一覧表のことである。

2 CSR関連コス トの識別・測定

CSR会計が,客観性を重視 して財務諸表上の会計数値を拠 りどころとする

ならば,財務諸表上の費用項目とCSR関 連コス トとの関連性を明確にしなけ

ればならない。つまり,CSR関 連コス トを識別しその数値を測定する場合には,

経営主体の種別分類にもとづき企業が支出する費用項目を,「私的関連コス ト

(private cost)」 と「CSR関連コス ト」に分類して検討することが求められるの

である。なぜならば,CSR関連コス トが,財務諸表上の費用項目の中に貨幣

的支出として取り込まれているからである。

つまり,財務諸表において費用項目を構成している貨幣的支出としては,「売

上原価」,「販売費及び一般管理費」,「営業外費用」および「特別損失」の 4項

目が挙げられるが,図表4に示すように,こ れらの費用項目に内包されるCSR

関連コス トを顕在化させて抽出し,CSRコ ス トと識別・測定することにより

CSR関連コストを定量化することが可能となるのである。
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売 上 高

営業外収益

特別利益

2 CSR会計導入に伴う環境税創設の提言

【図表 4】 P/Lの収益および費用項目とCSR関連項目の関係
P/L《収益項目》         P/L《 費用項目》        《CRS関連コスト項目》

費用収益対応 識 別
・
測 定

⇔ ⇔

3 ステークホルダー別分配計算書の活用
CSR報告には,ス テークホルダーに対する付加価値の分配を,損益計算書
とステークホルダー別分配計算書 (東 日本鉄道株式会社グループ (以下,「JR東 日

本グループ」とする)では,「ステークホルダー別経費等内訳」と称する)を活用して

開示する方式がある。例えば,JR東日本グループの CSR会計 (以下,「JRGCSR
会計」とする)では,図表5に示すように,連結財務諸表とステークホルダー別
経費等内訳を関連させて,取引先など,従業員,株主,公共部門および債権者
というようなステークホルダー別にCSR関連項目を識別して測定することに
より,CSR情報を開示してCSR経営を推進させている。
すなわち,JRGCSR会計は,連結財務諸表の会計数値という客観的な会計情
報にもとづいて CSR関 連コストを算定し,そ して,ス テークホルダー別経費
の算定方法の明確化を図つているのである。

4 内部効果と外部効果の開示
CSR報告には,CSR関連コスト効果を「内部効果」と「外部効果」に区分
して開示する方式がある。三井住友海上グループホールディングスの CSR会

計 (以下,「MSIGCSR会計」とする)と は,環境会計の枠組みにもとづき, 自社
グループ作成の CSR会計基準を策定し,「社会貢献・福祉活動」,「倫理・コン

プライアンス活動」および「環境保全活動」に関する自社グループの取り組み

方を対象として,そのコスト (費用)効果を測定する財務報告システムのこと
である。

すなわち,MSIGCSR会 計では,「社会貢献・福祉活動」,「倫理・コンプラ
イアンス活動」および「環境保全活動」の集計項目を設けることにより,CSR
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販売費及び一般管理費

営業外費用
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連結損益計算書 億  円

営 業 収 益 26.573

運輸業等営業費及び売上原価 17.185 (1)

販売費及び一般管理費

人 件 費 2,614 (2)

諸   税 187 {3)

そ の 他 2,304 (4)

計 5.106

営 業 利 益 4.280

営業外収益及び特別利益 1.440

営業外費用及び特別損失

支払利息 1,313 (5)

そ の 他 1,341 (6)

計 2.655

税金等調整前当期純利益 3,066

法人税,住民税及び事業税 1,405 (7)

法人税等調整額 △121 (8)

少数株主利益 23 (9)

当 期 純 利 益 1,758 ⑩

☆… 単体損益計算書,運送営業費中の人件費 4.212億 円。

(出所)東 日本旅客鉄道株式会社「JR東 日本グループ社会環境報告書2007」 参照。

ステークホルダー別経費等内訳 億  円

取 引 先 な ど 16,619 (1)― ★ +(4)+(6)

従  業  員 6.826 (2)+☆

株 主 1,782 (9)+(10′

公 共 部 門 1,471 (3)■ (7)+(8)

債  権  者 1,313 (5)

「ステークホルダー別経費等内訳」の算出方法

(注)従業員の経費を算出するにあたり,連結損益計算書では運輸業の人件費を「運輸業等営
業費及び売上原価」に含んでいるため,単体損益計算書に記載の「運送営業費中の人件

費」を加えて費用を算出し, より実体に近づけています。

取引先など

従業員

株主

公共部門

債権者

「運輸業等営業費及び売上原価」から単体損益計算書の運送営業費中の「人件費」

を控除した額,「販売費及び一般管理費」から「人件費」「諸税」を控除した額,

「営業外費用」から「支払利息」を控除した額,「特別損失」の合計額としました。

販売費及び一般管理費中の「人件費」及び単体損益計算書の運送営業費中の「人

件費」との合計額としました。

「当期純利益」と「少数株主利益」の合計額としました。

販売管理費及び一般管理費中の「諸税」及び「法人税,住民税及び事業税」「法

人税等調整額」との合計額としました。

営業外費用中の「支払利息」としました
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【図表5】 JR東 日本グループの連結財務諸表とステークホルダー別経費等内訳



【図表 6】 MSIG CSR会 計 《CSR会計計算書》

2 CSR会計導入に伴う環境税創設の提言

単位 :百万円

集 計 項 目
CSR関連コスト

CSR関連効果

内部効果 外部効果

経済効果 その他

効 果
経済効果 その他

効 果2()06年 度 2007年度 2006年度 2007年度 2006年度 2∞7年度

社会貢献・福祉活動 1,192 1,025 54 55 767 580 別表

倫理・コンプライアンス活動 4.720 4,682 206 195 別表

環境保全活動 4,715 5,244 △305 △399 673 456 別表

共通 66 61

総計 10.693 11,013 △46 △ 148 1,440 1,036

CSR関連コス ト CSR関連効果 (経済効果)

社会貢献・福祉活動

社会貢献,福祉目的による寄
付金

しらかわホールなどの維持 ,

運営コスト

スマイルハー トクラブの活動

支援

スポーツ振興関連施設の維持
コスト

【内部効果】
・施設提供に伴う収入

【外部効果】
・寄付金などの拠出額,寄贈し
た物品の貨幣価値
・文化財団コンサート入場料の

通常料金との差額

倫理・コンプライアンス活動

コンプライアンス活動にかか

わる人件費及び部件費

インターリスク総研による倫

理及びコンプライアンス関連

サービス提供コス ト

【内部効果l
・インターリスク総研による倫
理及びコンプライアンス関連

サービス提供売上げ

環境保全活動

公害防止,地球環境保全.資
源循環コスト

自動車保険エコカー割引

インターリスク総研による環

境関連サービス提供コスト

環境マネジメントンステムの

整備,運用にかかるコスト
駿河台ビル屋上緑化のための
コスト

「エコ車検及びエコ整備」普及

支援コスト

【内部効果】
・工不ルギー消費コストの削減額
・下水処理,廃棄物など処理費
用の削減額
・インターリスク総研による環

境関連サービス提供にかかわ

る売上げ

【外部効果】
・車両事故の超過修理費担保特

約,対物事故の超過修理費担
保特約による資源節減効果

CSR関連効果 (そ の他効果 )

社会貢献・福祉活動

以下の活動の結果想定される 【外部効果】
・株主優待品などの物品の寄付
・スマイルハートクラブの活動
・スポーツ振興の取組みとして女子柔道.女子陸上競技の普及を推進
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倫理・コンプライアンス活動

以下の活動の結果想定される 【内部効果】

・国内外におけるコンプライアンス推進体制の強化

・保険料誤りに関する点検と適切な保険販売に関する取組みによる

適正な保険契約引受の徹底

・保険金支払に関する説明責任の履行と適切な保険金支払の徹底

・社員,代理店に対する教育及び研修の継続実施によるコンプライ

アンス意識の徹底

・モニタリングを通じたコンプライアンス推進状況の検証及び改善

の徹底

環境保全活動

【外部効果】

◆エネルギー消費量の削減
。電気使用量   2,662MWh
・ガス使用量   202,469リ ッポーメートル

・熱供給使用料 △3.340GJ
・ガソリン使用料 328kl
・水使用料   △13,426リ ッポーメートル
・紙類使用量  △735t
◆大気への排出制限 (自動車 NOx・ PM法に基づく報告資料より)
・NOx  133kg
・PM    3kg

◆水域・土壌への排出量の削減 △12,525リ ッポーメートル
◆廃棄物などの排出量の削減   42t

I シンポジウム 市民公益税制の検討

(出 所 )http://www msigcOm/CSr/aCCOunt/

関連コストの分析が可能となり,併せて,CSR=“企業の社会的責任"に伴

い派生する “社会関連コストの企業負担
"の明確化を図ることができるのであ

る。例えば,MSIGCSR会 計では,第 1に ,社会貢献・福祉活動として,寄附

金の拠出や文化事業等に対する各種支援金が表示され,第 2に ,倫理・コンプ

ライアンス活動として,コ ンプライアンス関連の人件費や諸経費が表示され,

第 3に ,環境保全活動として,公害防止・地球環境保全・エコ関連支出・地球

マネジメント関連経費が表示されている。

また,MSIGCSR会 計のCSR関連コストについては,図表6に示すように,

「財務会計上の費用・損失あるいは通常よりも安価で商品・サービスを提供し

た場合の通常価額との差額などを集計し,ま た,CSR関連コスト効果につい

ては, 自ら財務会計上の利益に貢献した効果を『内部効果』に,一般社会に与

えた影響を『外部効果』に区分し, またそれぞれを貨幣単位で測定する『経済

効果』と貨幣以外の数量で計測あるいは定性的に記述する『その他の効果』に

区分する」と説明される。
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【図表7】 CSR会計の導入メリット

《経営戦略》の一環として、ホームページ上での開示

「

ヘL¬/

「CSRレ ポート」・「サステナビリテイ報告書」の活用

2 CSR会計導入に伴う環境税創設の提言

●企業側のメリット |

企業のイメージアップ

安定株主の確保
CSR報 告

|・ 将来のリスク負担回避
|

T CSR会計の導入効果
ガルフ (Gelb and Strawser)は ,戦略的なステークホルダーヘの対応として ,

企業は CSR活動の一環として情報開示に取 り組んでおり,CSR活動に積極的
な企業ほど,情報開示に積極的に取 り組んでいると主張する。つまり,CSR
会計の導入は,企業の戦略的なステークホルダー対策として位置づけられ ,

CSR会計を導入することの目的としては,図表 7に示すように,(i)ス テークホ

ルダーに対する企業イメージの向上効果を期待することができる,(� )企業イ

メージの向上に伴い,消費者および投資家などのステークホルダーの信頼を獲

得することができ,その結果として持続性の高い安定株主の確保を可能とする,

(�)企業の反社会的行動を未然に防ぎ,積極的に CSR(企業の社会的責任)を 明

確にすることが,企業経営における将来のリスク負担を軽減することに繋がる

ということが挙げられる。つまり,大企業の企業経営においては,経営戦略の

一環として,CSR会計が導入されているのである。

また,CSR報告は,ホームページ上で開示されることが多く,「CSR活動に

積極的な企業ほど,多様なステークホルダーと良好な信頼関係を戦略的に構

築・維持しようとして,ホームページにおける情報開示を充実させ,そ して ,

従業員や消費者といったように,企業を取 り巻くステークホルダーを明確に志

向して CSR活動に取 り組んでいるかどうかが,企業ホームページにおける情

報開示の充実と強く関連していることが示唆される」のである。わが国におい

て CSR会計を導入している企業数は,16社 (2010年 4月現在)であるが,ホー

ムページを活用して,「CSRレ ポー ト」または「サステナビリテイ報告書」と
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16)

して CSR報告を行っている。

2 CSR会計の問題点

会計とは,広 くいえば,「情報を提供された者が適切な判断と意思決定がで

きるように,経済主体の経済活動を記録・測定して伝達する手続き」のことで

ある。つまり,会計とは,会計情報を利用しようとする者が正しい経営判断と

意思決定を行うことができるように,経営的環境および経済的情報を認識・測

定・伝達する作業過程のことであると定義づけられる。そのため,本報告で取

り上げたCSR会計においては,企業の経済活動を記録・測定するために財務

会計 (財務諸表)の会計数値にもとづき “費用対効果"を 図るという試みがな

され,CSR報告により利害関係者に対する報告が行われている。

しかしながら,CSR=“企業の社会的責任"を前提とするCSR会計の算定

において,投資家等の外部利害関係者の投資判断の拠りどころとして活用され

ることが多い財務諸表の数値をその計算基盤として採用することは,“企業の

社会的責任"の明確化を目的とするCSR会計の導入意義とは異なるものにな

るという問題点を指摘することができる。そして,CSR会計が財務会計 (財務

諸表)の会計数値を,その計算基盤とした場合には,CSR会計が提供できる情

報についても限定的なものにならざるをえないという問題点も指摘することが

できるのである。

この指摘については,「CSR会計からアウトプットされる情報のより具体的

な内容については,記述情報や物量情報も対象とするCSR報告書によって活

動内容を補完するという方法が有効であると考えられる」と説明される。つま

り,CSR報告は,従来の財務会計 (財務諸表)の補完的情報としての役割を担

う存在として位置づけられる。

しかし,非財務情報の開示においては,財務諸表上の注記などを用いること

も可能であり,CSR会計の有する本来の導入意義を考慮した場合には,財務

諸表の会計数値を基盤とする計算方法に替わる新しい算定方法の採用を検討す

べきである。

また,CSR会計を導入している企業が,図表8に示すように大企業に限定さ
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【図表8】 CSR会計の課題

CSR報 告
↓課 題

1 財務会計が、広くすべての法人を対象としているのに対して、現行のCSR I
会計では、中小企業を除く、特定の大企業のみが対象となる。

れており,わが国の中小企業では採用されていないという事実にも問題点を指

摘することができる。

わが国の法人のうちに中小企業の占める割合は大きく,中小企業の中には積

極的にフイランソロピーを実施している企業も少なくない。そのため,社会的

インフラ整備のためには,特定の大企業に限定されることなく中小企業が

CSR会計を導入できるような経営環境を醸成することが求められるのである。

Ⅳ 環境税の可能性

: 環境省の環境税導入案

現行の CSR会計の採用は,企業経営の中で経営戦略の一環として位置づけ

られ,あ くまでも企業の任意となっており,企業の取 り組み方に大きな差異が

窺える。しかし,環境税の導入は,図表 9に示すように,地球温暖化の抑制と

して存在意義があるばかりでなく,CSRの普及においても有用であるといえ

る。

もちろん,環境税をCSR会計と結び付けて導入した場合には,課税対象が

製造業を主体としたものに限定されてしまう可能性があるが,第 1段階として,

製造業に対する環境税の導入を試みることによりCSRの 普及を図り,第 2段

階として,製造業以外の業種に対する優遇税率の採用を検討することを提案し

たい。

環境税は,私的限界費用曲線と社会的限界費用曲線との差額に対して等しく

課税することにより,外部不経済の内部化を意図することにより真の限界費用
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財務会計の本来の目的は、株主および投資家等の外部利害関係者に対す |

る有用な会計情報の提供を主体とする。CSR会計では、企業の社会的責任 |

を会計情報として数値化することにより、社会インフラ整備の実現に寄与する。
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【図表9】 環境税の導入効果

本来の目的!‖→挫贅!晏_里 1墜?里型_

新たな目的l‖→ ||三1寺1普
=

導入効果 |‖→環境税

20)

を求めるという政策税制である「ピグー税」を源流とする。

つまり,環境税とは,地球温暖化の防止を目的として生じた政策税制であり,

環境汚染物質の排出量に対して課税することにより外部費用を内部化し,生産

水準を最適化しようとする試みのことであるため,地球温暖化の主因となって

いる二酸化炭素の排出量が課税対象となる。しかしながら,「社会における二

酸化炭素排出の全てを監視し課税するのは非現実的であり,実際には,化石燃

料に対し二酸化炭素含有量に比例する税率で課税することになり,実務的には,

二酸化炭素含有量そのものを課税標準とするのではなく,所要の換算を行った

上で,『炭化水素油の体積』や『石炭の質量』を課税標準とする」ことになる。

また,環境税は,二酸化炭素の排出量を課税対象とするため「炭素税」とも

称されるが,炭素税の導入効果については,「第一に,炭素含有量の多いエネ

ルギーを多く用いて生産される製品の相対価格は上昇し,必然的に産業構造の

変化や,その製品に対する需要のシフトを引き起こすであろう。エネルギー多

消費型の製品の生産・需要を抑制し,二酸化炭素排出量を減少させる。第二に,

省エネ技術が開発され,省エネ設備投資も増加し,その効果は二酸化炭素削減

に及ぶだろう。炭素税導入の結果,長期的には地球温暖化防止に役立つ技術開

発が一層促進されるものと思われる。第三に,いわゆる国民に対するアナウン

スメント効果である。炭素税導入を契機に,環境保全意識が高まり,それによ

リムダなかつ不要不急のエネルギー消費が,節約されるかもしれない」と説明

される。

環境税の発端となったのは,1997(平成9)年に採択され,2005(平 成17)年

に発効した京都議定書である。京都議定書では,わが国に対して 6%の温室効

果ガス削減が求められており,その対応策として「低炭素社会づくり行動計画」

にもとづいて税制のグリーン化が進展することになる。その後,環境税の創設
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【図表 10】 環境省の環境税導入案

区  分 内 容

課税標準

家庭・オフイス

エ場等

家庭・オフイス・工場等

灯油・LPG

石炭・重油・天然ガス (大口排出者による申告納

税方式を採用)

電気・都市ガス業者が使用する化石燃料に対して

課税

税率

炭素 トン

税収額

約655円/二酸化炭素 (C重油 :196円 /リ ットル
石炭 :1.580円 /ト ン)

約3.6∞億円 (家計負担 :世帯当たり年間約2,ⅨЮ円

/月 額約170円 )

軽減措置

大口排出事業者

鉄鋼等製造用の石炭・コークス等

灯 油

削減努力をした場合→ 8割削減措置

免税

5割軽減措置

税収 使途 一般財源

(出所)http://www envgo」 p/policy/tax/know/0811/081la pdf

については,環境庁 (現環境省)の審議会や各種研究会において継続的に研究

され,2008(平成20)年 ,環境省は,図表10に示すような「税制のグリーン化

について」の提案を行っている。

環境税は,環境省の提案に拠れば,化石燃料を課税標準として二酸化炭素1

トン当たり約655円の税率が課税される。しかし,国際競争力の確保や排出削

減努力の奨励促進等を目的として,大口排出事業者が削減努力をした場合には,

申告納税方式を採用して80%の減額を容認しているのである。

2 二重課税の問題

環境税に類似 した存在として「法定外税」が存在するが,法定外税とは地方

団体が独自に条例で定めることが容認されている税金のことであり,地方税法

第259条 ・第669条 ・第731条 を拠 りどころとして,事前に総務大臣と協議し,

その同意を得ることにより成立している。

しかしながら,法定外税には,二重課税の問題点が指摘される。例えば,福

岡県の「産業廃棄物税」(道府県法定外目的税)と 福岡県北九州市の「環境未来税」
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団体名 税 目 課税客体 課税標準 納税義務者 徴収方法 税 率 施行年月日

福岡県 産業廃棄

物税

焼却施設及び

最終処分場へ

の産業廃棄物

の搬入

焼却施設及び

最終処分場へ

搬入される産

業廃棄物の重

焼却施設及び

最終処分場へ

搬入される産

業廃棄物の排

出事業者及び

中間処理業者

特別徴収

※自社処

分は申

告納付

焼却施設 :

8∞円/ト

ン

最終処分場 :

lαЮ円 /
トン

2∞5(平 成

17)年 4月

1日施行

北九州市 環境未来

税

最終処分場に

おいて行われ

る産業廃棄物

の埋立処分

最終処分場に

おいて埋立処

分される産業

廃棄物の重量

最終処分場に

おいて埋立処

分される産業

廃棄物の最終

処分業者及び

自家処分業

申告納付 lIЮ円/ト
ン

※条例施行

後3年 間

は500円 /
トン

"03(平
成

15)年 10月

1日
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【図表 11】 法定外目的税の比較

(出所)総務省ホームページ。

【図表 12】 エネルギー諸税および環境税案

原  油 天然ガス 石 炭 〈発電〉燃料

石油石炭税

重  油

①

ガソリン 軽  油 LPC 灯  油

石油ガス

税

①

ジェット燃料 電  力

揮発油

税

軽油

引取税
航空機燃料税

電源開発

促進税

(出所)篠 原克岳「環境税 (地球温暖化対策税)と 工不ルギー関係諸税について」税大論叢第 61号
(税務大学校、2∞9年 )186頁 。

(市町村法定外税)と の間では,図表11に示すように,課税客体および課税標準

において重複部分がみられるのである。

また,環境税も,各種エネルギーを課税対象とするため,既存のエネルギー

関係諸税との間で二重課税の問題点が指摘されている。しかしながら,環境税

は,図表12に示すように,既存のエネルギー関係諸税を補完するようなシステ

ムを採用することにより二重課税を防ぐことができる。

すなわち,環境税は,①家庭とオフイスでの消費を対象とした課税であり,

②工場での消費 (大口事業者)のみを対象とした申告納税方式の課税であり,
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そして,③発電用の化石燃料を対象とした課税であるというように,既存のエ

ネルギー関係諸税の補完税という位置を占めることにより,法定外税とは異な

り二重課税となることを防いでいるのである。

V 環境税の計算例

環境税の課税方法についてはいくつかの試案が存在するが,本報告では “環

境税 =炭素税"と いう認識の下,電機会社の事例を用いて説明したい。現在 ,

電機会社大手 9社の中でCSR会計の導入を試みている企業は,株式会社東芝

1社である。株式会社東芝は,株式会社東芝を主体としてグループ連結会社

542社で東芝グループ (2010年 3月 31日 現在)を構成している。

東芝グループでは,図表13に示すように,『CSRレ ポート』の「ステークホ

ルダー別分配計算書」にもとづき,ス テークホルダー別 (取引先,従業員,株主,

債権者,政府・行政,社会,環境,企業内部)に CSR関連項目を識別・測定し,

CSR情報を開示してCSR経営を推進させている。つまり,「ステークホルダー

別分配計算書」は,財務諸表 (損益計算書・キヤッシユ・フロー計算書等)上の数

値を拠りどころとして独自の算定方式にもとづきステークホルダーヘの経済的

価値の分配を行つているのである。

また,東芝グループのCSR会計の特徴としては,「さまざまなステークホル

ダーとの関わりの中で事業活動を行うことで経済的な価値を生み出すとの視点

に立ち,ス テークホルダーに対する経済的な影響度 (金銭の分配額)を計算書

形式で整理している点に見出せる」のである。

しかしながら,『CSRレ ポート』においては,財務諸表上の数値にもとづく

CSR定量化に関する具体的な算定方法が明示されていないためステークホル

ダーに対する開示が不十分であり,CSR会計の情報利用が制限されてしまう
という問題点を指摘することができる。

東芝グループの環境に関する詳細なCSR情報については,「2010環境レポー

ト」から求めることができる。つまり,「CSRレ ポート2010」 では,地球温暖

化の防止に貢献することを目的として,図表14に示すように,エネルギー起源
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【図表 13】 株式会社東芝のステークホルダーヘの経済的価値分配

※社会,環境への分配金額は,取引先,従業員への分配金の中にも含まれている。

(出所)東 芝グループ「CSRレ ポート2010」 参照。

【図表 14】 東芝グループのエネルギー起源C02排出量 〈2009年度)の内訳

州

0500

(注)東 芝グループの国内工不ルギー起源 C02排出量の総額は249万 トンである。

C02排出量の内訳が開示されているのである。

環境税は,環境省の提案に拠れば,化石燃料を課税標準として二酸化炭素 1

38

ステークホルダー
分配額 (億円)

金額の算出方法
2∞9年度 2()08年 度

取引先 48.671 55,180
売上原価 (人件費を除く),販売費・一般管理費 〈人

権費を除く〉

従業員 13,973 13.867 売上原価と販売費・一般管理費のうちの人件費

株 主 57 503 キャッシュ・フロー計算書の配当金の支払い

債権者 357 337 営業外費用のうちの支払利子

政府・行政 297 543 法人税など

社 会 27 30 社会貢献に関する支出を独自に集計

環境 543 608

環境に関する支出を独自に集計 環境会計での環境保
全費用

詳細は,ホ ームページに掲載 (http//ecotoshibaco]p)

企業内部 ▲ 197 ▲3,792 当期純利益から配当金支払い分を除いたもの

米 州
8%

中 国
8%

アジア

14%

日 本
69596
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【図表 15】 ETRの計算方法

1 環境税の納税額=(工不ルギー及び二酸化炭素などの環境負荷への課税)― (事業主及び被保険者が負担する年金保険料) |

トン当たり約655円の税率が課税される。東芝グループのエネルギー起源 C02

の国内排出量 (2009年 度)は,東芝グループ「CSRレ ポート2010」 の資料に拠

れば,約 1,730,550ト ン (2,490,000ト ン×695%)と 見積もることができる。その

ため,環境税を単純計算すれば,1,133,510,250円 (約 1,730,550ト ン×655円 )と なる。

しかしながら,本報告では,1,133,510,250円 を環境税の納税額とするのでは

なく,EU諸国において,1990年代から導入されている「環境税制改正(Ecolo」cal

Tax Reおrm〉」(以下,「 ETR」 とする)に もとづく環境税の税額計算を提案した

い。

ETRと は,図表15に示すように, ビンスバンガー (H C Binswanrr)が提案

した考え方であり,エネルギー・二酸化炭素などの環境負荷に対して課税を行

う一方で,事業主および被保険者が負担する年金保険料を引き下げることによ

り納税者の負担の中立化を図ることにより,同時に雇用の拡大も図るという試

みである。

実際に,1999年 にETRを導入した ドイツ経済研究所の報告によれば,2004

年には二酸化炭素換算で8,344億 トンという数値であり,仮に ETRが実施され

なかった場合と比較 したならば,約 2,000万 トンの削減効果があ り,併せて

2003年 までには25万人の雇用増があったと報告されている。

東芝グループの環境税額をETRの計算方法にもとづいて算出した場合,前

述の1,133,510,250円 と財務諸表 (損益計算書)上の年金費用とを比較したならば,

納税の必要性が消失することになるのである。

すなわち,環境税は,年金保険料減額により中立化されるという課税システ

ムを取ることにより,C02排出量の抑制と雇用の増大という2つの目標を同時

に達成することができるのである。

一般的に,税務会計は,課税の公平性の確保を目的とする法人税法を中心と

し,法人税法施行令,法人税施行規則,法人税取扱通達などによって補完され
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た会計制度のことである。この通説に対して,富岡幸雄博士は,法人所得税 (法

人税)お よび個人所得税 (所得税)な どのような所得課税における課税標準で

ある課税所得の概念構成および計測をめぐる問題を課題とする所得税務会計を

税務会計の中心的テーマとしながらも,税務会計には, この他に財産税務会計

および消費税務会計も存在すると述べる。つまり,法人税額の算定を目的とす

ることだけが税務会計の研究領域であるとはいえないのである。

また,「税務会計学」は,課税所得の算出とそれに伴う納税額の算出という

納税義務の達成に向けて行動しておリシステムの要件を充足させている。この

「税務会計学」のシステム性を重視した場合には,CSR会計に対応させて「CSR

税」という税制を創設すべきであるが,非財務データを数値化し課税標準を定

めることは容易ではない。そのため,本報告では,CSR会計の導入に対応し

た税制として「環境税」,厳密な意味では「ETR」 の計算方式を採用した「環

境税」の創設を提案したのである。

ただし,環境税の適用範囲は,大企業および中小企業の区別なく,広義の意

味では “CSR=企業の社会的責任"が問われるべき企業に限定して適用すべき

であり,狭義の意味では,C02排出量を一定の目安とすることを提案したい。

しかしながら,C02の排出量の抑制を前提とする「ETR」 の採用は,あ くま

でもCSR会計導入に伴う環境税創設の第 1段階であって, さらに適格な税制

の整備について検討すべきである。

また,環境税に対応した会計領域としては,「環境会計」も存在するが,環

境会計は,「企業等が,持続可能な発展を目指して,社会との良好な関係を保

ちつつ,環境保全への取組を効率的かつ効果的に推進していくことを目的とし

て,事業活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果

を認識し,可能な限り定量的 (貨幣単位又は物量単位)に測定し伝達する仕組

み」と定義される。

つまり,環境会計の会計領域は “企業の社会的責任"全般を対象とする

CSR会計の領域に包括されていると認識することができ,将来的に環境会計

からCSR会計へと会計システムの転換を図る企業が増加することも予測され

るのである。
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Ⅵ おわりに

2010(平成22)年 8月 30日 ,政府与党である民主党の税制改正プロジェクト

チーム (座長 五十嵐文彦衆議院議員)は ,2011(平成23)年度税制改正に向けて ,

環境税の創設に関する検討を開始した。しかし,環境税の創設・導入に関して

は,経済界の反対を受けて紆余曲折の歴史を重ねており,実現までの道程は必

ずしも平坦ではないが,地方自治体においては,既に地方環境税の導入が実現

している。

また,22年度税制改正において,「市民公益税制 (寄附税制)」 について検討

され,法人に対して寄附をした者等に特例措置を与える認定 NPO法人に係る

措置の見直しが行われているが,寄附税制の整備が社会インフラの実現を目的

としているのであれば,“CSR=企業の社会的責任"についても問われるべき

である。

現在,企業活動における CSRの重要性がしだいに認識され始めているが ,
“CSR会計 =企業の社会的責任会計"の導入の有無については,企業の自主的

な判断に委ねられているため,CSR会計の採用を決定している企業は必ずし

も多くはない。そのため,本報告では,CSR財務報告に伴う環境税導入の提

言を試みたのである。本報告では,CSR会計を導入させ,そ して CSR財務報

告を企業活動の中に定着させる手段の 1つ として,CSR会計に伴うCSR財務

報告が不十分な企業に対して環境税を課すことを提案したい。なぜならば,環

境税は,“地球温暖化の抑制''と しての存在価値を有するばかりでなく,“CSR

の普及"においても有用性が高く,CSRの概念は,“地球温暖化の抑制"に内

包されているといえるからである。

もちろん,環境税をCSR会計と結び付けて導入した場合には,課税対象が

製造業を主体としたものに限定されてしまう可能性があるが,第 1段階として ,

製造業に対する環境税の導入を試みることによりCSRの普及を図り,第 2段

階として,製造業以外の業種に対する優遇税率の採用を検討することを提案し

たい。
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さらに,環境税が消費税の代替として活用されることを防ぐことを目的とし

て,環境庁試案の環境税とは異なり,一定の法人税額を納税する企業または一

定の企業規模を有する企業を納税義務者として限定して課税することを提案し

たい。

従来,会計学は,株主および投資家等の外部利害関係者を対象とし外部報告

会計と称される「財務会計」と,経営管理者等を対象とし内部報告会計と称さ

れる「管理会計」を両輪として成立していた。しかし,CSR会計は,“CSR=

企業の社会的責任"を前提として,長期的な視点から株主および投資家ばかり

でなく,消費者,市民,経営者,従業員および地域社会などの広範囲な利害関

係者 (ステークホルダー)への適正な企業評価の提供を目的としており,市民社

会のインフラ整備の上で有用性が高い会計領域であると評価できる。しかしな

がら,CSR会計におけるステークホルダーは,情報ニーズが異なる場合でも

財務諸表という一元的な会計情報で充足される財務会計上のステークホルダー

とは異なり,必ずしも一元的な会計情報ですべてのステークホルダーの情報

ニーズが充足されるという性質を有するのものではないため,ス テークホル

ダーの選定が CSR会計の有用性を決定づけることになる。

また,税務会計における,「会計学」と「税法学」とのシステム性を重視し

た場合には,CSR会計に対応 した税制として「ETR」 を前提とする環境税の

課税システムの構築が求められることになる。

つまり,ETR導入の試みは,企業が排出するエネルギーおよび二酸化炭素

などの環境負荷に対して課税を行う一方で,事業主および被保険者が負担する

年金保険料を引き下げることにより納税者負担の中立化を図り,併せて雇用の

拡大を図ることができる可能性を有しているのである。

よって,本報告では,CSR会計導入の重要性を提言するとともに,CSR会

計を普及させるための 1つの手段として環境税の創設を提言したのである。
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改正年 国区分 改正内容

1990年

1991年

1992年

1993年

19%年

1999年

2001年

2004年

2006年

2007年

フインランド

スウェーデン

ノルウェー

デンマーク

オランダ

イギリス

オランダ

ドイッ

イタリア

イギリス

オランダ

ドイツ

フランス

いわゆる炭素税 (AdditiOnal duty)導 入

二酸化炭素税 (Co2tax)導 入

二酸化炭素税 (C02ta)導入

二酸化炭素税 (C02 taX)導入

一般燃料税 (Gener」 �el tax)導 入

炭化水素油税 (HydrOcabOn Oil duty)の段階的引き上げ (～ 1999年 )

規制工不ルギー税 (RegulatOry energy tax)導 入

鉱油税 (Minera1 0il tax)の 段階的引上げ (～ 2003年 ),電気税 (Electricity
tax)導入

鉱油税 (Excises On miner」 。ils)の 改正 (～ 2∞5年まで段階的引上げ。
石炭等を追加)

気候変動税 (Climate change levy)導 入

一般燃料税を既存のエネルギー税制に統合 《石炭についてのみ燃料税と
して存続 (Tax On cOal)》

規制エネルギー税を工不ルギー税 (Energy tax)に 改組

鉱油税を工不ルギー税 (Enery tax)に 改組 (石炭を追加)

石炭税 (Cod tax)導入
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j 非営利公益団体課税除外制・公益寄附金
税制の根拠をさぐる
_日 米における所得課税上の分析を中心に_

石 村 耕 治
(白鴎大学)

はじめに

市民が主体となった第三 (独立)セ クターにある民間の非営利公益団体 (NPO/

NGO)の活動を促進するためには,税制のあり方も重い課題となる。わが国は

もちろんのこと,諸外国においても,民間の非営利公益団体の活動を促すねら

いから, さまざまな税制上の支援措置を講じてきている。重要な税制上
の支援

措置は,大 きく2つ に分けられる。 1つ は,①非営利公益団体 (法人)「本来

の活動」もしくは「本来の事業」または個別の事業活動プログラムや「収益事

5)                     6)  7)
業 (非関連事業)」 に対する課税除外 (非課税・免税)措置である。そして,も う

1つ は,②非営利公益団体 (法人)の本来の事業活動または個別の事業活動プ

ログラムに支出した寄附金に対する控除・損金算入措置 (公益寄附金税制)であ

る。

こうした税制支援措置は,所得課税上のものはもちろんのこと,資産課税や

消費課税上のものまで多岐にわたる。なかでも,所得課税および資産課税上の

措置は,重要な位置を占めており,今回は, これらの支援措置を中心に租税理

論上の正当化の根拠を分析してみる。近年,ア メリカでは,「正義論 (theories

Of justice)」 に基づいて支援税制措置の正当化の根拠を検証しようとする動きを

強めている。この点についてもふれる。
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I 非営利公益団体に対する税制上の支援措置

非営利公益団体に対する税制上の支援措置の根拠や存在意義などについて

は,大 きく分けて,①課税除外措置と公益寄附金税制とを分けて検証する方法
と (三分分析論),②双方を一体して検証する方法 (一体分析論)がある。

現行税制においては,課税除外措置の適用を認める場合には,と かく非営利

性 (non‐prontability)を 強く問う傾向が強いのに対して,公益寄附金税制の適

用を認める場合には,非営利性のみならず,高い公益性 (public interest/
chどitable purpose)な いし公益の増進性 (public benent)を も問う仕組みになっ

ている。こうしたことから, とかく三分分析論が支持される。

7 課税除外措置の根拠

民間の非営利公益団体の事業活動については,法人所得課税 (法人税,法人

所得税)上,その全部または一部を課税除外 (非課税・免税)と している。その

理論的根拠については,大 きく「伝統的な根拠」と「現代的な根拠」に分けて

精査できる。

(1)わ が国における伝統的な課税除外の根拠

わが国における非営利公益団体の本来の事業活動に対する非課税措置は,沿

革的には,社寺・墓地など宗教用資産に対する地租の取扱にその端を発する。

しかし, こうした措置を講じた背景にいかなる根拠があったのかは定かではな

い 。

一方,わが国で初めて法人の所得 (第 1種所得税)に課税するとしたのが,

1899〔明治32〕 年の所得税法改正 (1899〔 明治32〕 年法律17号)である。この改

正では,「営利ヲロ的トセサル法人ノ所得」は非課税とされた (5条 4号 )。 そ

の根拠,すなわち立法事実,については,当時の帝国議会の審議録に若干の記

述があり,参考になる。

1898〔明治31〕 年12月 13日 に開催された第13回帝国議会衆議院所得税法改正

に係る審査特別委員会では,次のような質疑応答が交わされている。
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「○齋藤安雄議員  5条 4号 『営利 ヲロ的 トセサル法人ノ所得』

○政府委員 (若槻礼次郎)『営利ヲロ的 トセサル法人』 卜伝ヒマスノハ,今日

民法ノ総則ニアリマス,商業ナリ教育 卜云ウヤウナ事柄二就イテ,法人ヲ立ル

コト出来ルト云フコトニツイテ居リマス,サウ云ウノハ固ヲリ教育 トカ慈善 ト

カ商業 トカ伝フロ的テ,法人ニナツテ居ルモノモアリマスカラ, ソレ等カラシ

テ此所得税ヲ取ルト伝フコトハ,此課税ノ上二於テ余り喜フヘキコトテハアリ

マスマイ,現ニソノ法律二於テモ商業二供スル建物或ハ土地ナトニ於テハ,免

税ニナツテ居リマスカラ,所得税モ矢張り,サウ云ウヤウナ慈善 トカ教育 トカ

商業 トカ伝ウロ的二立テ居ル法人タケニハ,課ケナイ方力宜シイト云ウノテ,

営利ヲロ的トセサル法人ノ所得ハ,課税ノ範囲外二置キマシタ……。」

以上のように,非営利公益団体に対する非課税取扱の淵源となる法案につい

ての議会での審議の際の議論を見た限りでは,課税除外とした根拠は定かでは

ない。また,わが国の民法制定時に範とした西欧諸国の近代法制の影響も考え

られないでもない。しかし, これについても確たる裏付け資料は見出せない。

あるいは,わが国には,古 くから社寺・墓地などの資産に対する非課税措置

があったことから,近代的な税制の確立に際して,議会がこの伝統を尊重した

結果ではなかったかとも推測できる。すなわち,極めて不確実ではあるが,当

初の非営利公益団体に対する非課税措置は,特定の根拠があってのことではな

く,む しろ,議会は,営利を目的としていないこの種の法人には課税すべきで

はないといった単純な発想に基づいて課税除外措置が講じられたようにも見え

る。また,わが国における非営利公益活動は久しく政府支配若しくは官庁主導

の下で培われてきていることから,公益団体を準公共法人のような存在と見て ,

課税上は公共法人に準じた課税取扱にしたとも考えられる。

(2)ア メリカの主な民間非営利公益団体と伝統的な課税除外の根拠

アメリカにおける民間非営利公益団体 (char�es)に 対する所得課税上の課

税除外措置の淵源は,南北戦争 (C�ll War:1861年～1865年)の時期に求めるこ

とができる。この当時の所得税制では,当初,個人のみが課税対象とされる一

方で,公益信託 (charitあle trusts)の 受託者は課税除外とされた。この所得税

法は1872年に廃止された。1894年に所得税が再度導入された。この1894年所得

不
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【図表 1】 内国歳入法典に盛られた主な公益団体の種類

① 「公共法人」〔合衆国の機関〕(IRC501(CXl))
② 「宗教団体,教育機関,慈善団体,学術団体,公共安全試験機関,文芸団体,子 どもまたは
動物虐待防止団体,アマチュアスポーツ団体」〔一般的公益活動〕(IRC501(CX3))

③ 「市民団体,社会活動団体,地域従業者団体」〔コミュニテイの福利増進活動〕(IRC501(CX4))
④ 「商工会,商工会議所,事業者団体など」〔経営環境の改善,業界活動〕(IRC501(CX6))
⑤ 「親睦団体」〔娯楽,レ クリエ~ン ヨン,社交活動〕(IRC501(CX7))

税法では,すべての公益団体 (char� es)を 課税除外とした。これが,連邦税

法における非営利公益団体に対する課税除外措置のはじまりである。しかし,

1895年に,連邦最高裁が,1894年所得税法を憲法違反と判断したために,同法

は廃止された。

アメリカにおける今日的な連邦法人所得課税の淵源は,1909年法人消費税

(Corporate Excise Tは Of 1909)に 求めることができる。この1909年法,さ らに

は1909年法を継受 した1913年歳入法 (Revenue Act of 1913)は ,宗教,慈善そ

の他の公益団体に対して制定法上の課税除外措置を定めた。

その後,公益団体に対する課税除外措置は,連邦税法典である「内国歳入法

典 (IRC=Internal Revenue COde)」 に継受され,今日にいたつている。

内国歳入法典は,公益団体の本来の事業活動から生じる「利益のいかなる部

分も私的持分主または個人に利益に供されることがないこと」を条件に課税除

外となる団体 (ent� es)を例示している。主な団体をあげると,次のとおりで

ある (I図表 1】 )。

アメリカのこれら主要な民間非営利公益団体に対する課税除外正当化の根

拠・立法事由は,必ずしも明確ではない。後述するように,連邦議会は,法人

擬制説,ま たは,営利を目的としていないこの種の団体には課税すべきではな
い,と いったことを根拠に課税除外措置を講じたように見える。

2 求められる現代的な課税除外の根拠の検討

今日,民間非営利・公益セクターは,大 きく開花 し,政府セクター (第 1セ

クター)や営利セクター (第 2セ クター)と 十分に対峙できる規模にまで成長を

遂げている。あるものは,課税除外措置を武器にして営利・課税法人顔負けの
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規模にまで成長し,民業圧迫と批判される規模の非営利公益団体も出現してき

ている。アメリカでは,民間非営利公益団体が,営利・課税企業と実質的に無

税 (tな free)で市場競争できることになる点を皮肉って,課税除外措置を「た

だ乗 り (free ride)」 のツールとする見方も強まっている。

わが国においては,久 しく財政当局が主導して非営利公益団体支援税制をつ

くり,議会の承認を得て導入してきている。この背景には,租税立法が政府立

法 (閣法)一辺倒で,租税政策を行政府 (財政当局)が独占し,議員はおろか民

間や学者が行政府から独立して租税政策づくりをする環境になかったことがあ

る。こうした役所お任せ常態の下,租税理論学界が,財政当局が策定した非営

利公益団体支援税制の正当化の根拠を十分に精査する機運になかったことは確

かである。

(1)法人実在説と法人擬制説

非営利公益団体支援税制の正当化の根拠については,1900年代後半まで久し

く積極的な議論が展開されてこなかった。その一因として,法人所得課税につ

いての,「法人実在説 (separate taxptting entity theory)」 と「法人擬制説」との

争いがあったことがあげられる。

法人実在説によれば,法人は持分主から独立した納税主体となり,法人所得

課税の対象にできる。これに対して,「法人擬制説」によれば,法人を独立し

た納税主体としてとらえることには,疑間が出てくる。なぜならば,法人擬制

説にしたがう限り,法人は,営利 (for pront)か ,非営利 (nOt― for―prolt)かを

問わず,持分主とは異なる納税主体 (sepど ate taxpaying entities)と して納税義

務を負わないことになるからである。つまり, この考え方にしたがう限り,公

益団体が “非営利
"であることは,法人所得を課税除外とする決定的な根拠に

ならないことになる。

(2)強まる法人実在説と実体税法上の対応

19世紀後半以降,ア メリカにおいては,営利法人については,法人は持分主

とは異なる納税主体であるとする考えが強くなり,連邦議会も,そ うした考え

を強めていった。このため,法人擬制説一辺倒では,非営利公益団体への非課

税措置を正当化するのは難しくなった。

う。
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アメリカ内国歳入法典 (IRC)501条 (CX3)は ,公益団体の本来の事業活動が課

税除外になるためには,本来の事業活動から生じる「利益のいかなる部分も私

的持分主または個人に利益に供されることがないこと」を条件にしていること

などは,法人実在説に対応する意味合いも強い規定である。

このように,法人実在説の考え方が強まるなか,伝統的に非営利公益団体に

は持分主がいないこと, さらには団体関係者に対して団体利益の私的流用を禁

止することや清算所得の継承的処分 (charltable assets settlement,の ″盗 rule/

サイプレス・ルール)を義務づけることなどにより,非営利公益団体は法人所得

税についての独立した納税主体には成り得ないとする租税政策を是認してき

た。

(3)ビ ッカー =ラ ダーの「課税ベース除外」説

非営利公益団体支援税制正当化の根拠について議論の口火を切ったのが,

ビッカー (Boris Bittker)と ラダー (George K Rahder)で ある。両教授は,法人

実在説の考え方が強まるなか,1976年 に,非営利公益法人 (団体)に対する課

税除外措置は,所得課税上,課税ベースに入らないのは当然であり,租税特恵

措置には当たらないとする見解を発表した。

わが国においても,これまで非営利公益団体の本来の事業活動を課税除外と

すべきかどうかについて,一定程度の議論は行われてきている。こうした議論

は,利益分配を目的としているかどうかを重視し展開されてきている。

わが国はもちろんのこと,ア メリカにおいても,民間非営利公益活動用の金

銭や実物資産は,法人所得課税理論や資産課税理論において課税対象とされる

「課税ベース」には入らないことを根拠に課税除外とすべきである, との考え

方が支配的である。 こうした考え方は,「 課税ベース除外説 (tax base

approach)」 とも呼ばれる。

株式会社のような営利法人にあつては,持分主 (株主,持分社員)がおり,純

益があれば,それをこうした持分主へ利益分配 (配当)をすることを主たる日

的としている。これに対して,非営利公益法人 (団体)に あっては,持分主が

おらず,利益分配を目的としていない。こうした意味では,双方を差別化して

とらえることができる。わが国はもちろんのこと,ア メリカにおいても,非営

ラI
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利である法人については,その “非営利性"に着眼して,当然に,法人所得課

税の対象外であるとする見解が支配的である。

(4)ハ ンズマンの「課税ベース挿入」説

すでにふれたように,1976年に,ビ ッカー (BOris Bittker),ラ ダー (George K

Rahder)は 「非営利公益法人 (団体)に対する課税除外措置は,所得課税上 ,

課税ベースに入らないのは当然であり,租税特恵措置には当たらないとする見

解」を発表した。このビッカー・ラダーの「課税ベース除外」説は,通説とし

て幅広 く受け入れられている。

しかし,一方で, このビッカー・ラダーの「課税ベース除外」説に対しては

異論もある。1981年 に異論を唱えたのが,ハ ンズマン (Henry Hansman)で あ

る。ハンズマンは,法人所得税の課税ベースとなる純所得の測定問題に焦点を

絞って議論を展開している。そして,純所得の測定が困難なのは寄附金で運営

されている非営利公益法人 (団体)の場合であり,他方,多 くのサービス提供

型の非営利公益法人 (団体)については,純所得の測定を容易にできる。したがっ

て,一律に非営利公益法人 (団体)を法人所得課税ベースから除外することに

対して疑間を呈した。

いずれにしろ,今 日,ア メリカにおいては,「非営利公益法人 (団体)に対

する課税除外措置は,所得課税上,課税ベースに入らないのは当然であり,租

税特恵措置には当たらないとする見解」がス トレー トに受け入れられているわ

けではない。とりわけ,非営利公益法人 (団体)に対する課税除外措置につい

ては,包括的課税ベース (comprehensive tな base)を 探求する一環として,シ ャ

ンツーヘーグーサイモンズ (SHS=Schanz_Haig_simOns)の古典的な所得概念にま

で遡って,「所得とは何か (What hcome is)」 あるいは「所得ではないのは何

か (What lncome is not)」 といった視角から,な かば不毛にも近い議論が展開

されている。

また,利用料の高い私立大学のような教育機関や非営利の医療機関など,各

分野で有償のサービス給付型の団体が増加してきていることも,非営利公益法

人 (団体)に対する課税除外措置の検証を難しくしている。課税除外の存置は,

チヤリテイが伝統としてきた,市場経済にはなじみにくい「救貧 (benent for
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the poor)」 の視点に立ち返って検証すべきであるとの意見も少なくない。

(5)バ ンク=バックルスの「コミュニテイ所得課税除外」説

法人を独自の納税主体 (separate taxpaying entities)と みる法人実在説は一般

に広く受け入れられてきてはいるものの,法人実在説に対しては,今もってさ

まざまな異論がある。とはいっても,非営利公益団体 (法人)課税除外制を正

当化するために,法人擬制説を声高に主張するのも,今日の潮流にはあわない

のも確かである。

そこで,法人実在説に立ち,法人は独自の納税主体になるとしながらも,非

営利公益団体が生み出す所得は, コミュニティ (地域共同体)の利益増進に費

消されることを目的としているという観点から課税除外を正当化する主張があ

る。こうした「コミュニティ所得 (commmiw income)」 は,法人所得課税ベー

スから除外されるべきであるとする考え方を, ここでは「コミュニティ所得課

税除外説」と呼んでおく。

コミュニテイ所得課税除外説においては,現行連邦税法上,コ ミュニティは,

人的課税除外とされ,法人所得課税の対象とされていない。このことから,コ

ミュニティの利益増進のために活動する非営利公益団体 (法人)も ,課税除外

とされて当然であるというのが論拠である。すなわち,民間非営利公益団体が

稼得した所得は,政府機関 (公共団体)が上げた所得と同様に,人的課税除外

とすべきであるとする主張である。

この非営利公益団体 (法人)課税除外制を正当化するための主張は,「コミュ

ニテイ所得説 (community income theory)」 と呼ばれ,2001年 に,バンク (Steven

A Bank)な どにより提唱された。その後,バ ックルス (Johnny Rex Buckles)も

支持している。

(6)サ リー =マ ックダニエルの「租税歳出」論

税財政法学において,伝統的に,政府が特定の個人や団体に対する補助ない

しは助成などを (以下「補助等」)行うこととは,補助金ないしは助成金 (以下「補

助金等」)の「直接的支出」をさすものと理解されてきた。しかしながら,今日

では,この種の補助金等とは,ひろく税法上の特恵措置による租税の軽減免除

や非課税などを通じて行われる「間接的支出」も含めて検討されるようになっ
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てきている。一般に,こ の種の間接的支出は,議会の議決を経ないで行われる

歳出に相当することから,「かくれた補助金 (hidden subsidies)」 と呼ばれる。

アメリカ税財政法学においては,1980年代に,サ リー (Staley S.Surrey)が ,

このような「かくれた補助金」が税法上の特恵措置を通じて行われることから,

「租税歳出 (tax expenditures)」 と命名した。その後,租税歳出概念は,マ ック

ダニエル (Patll R.McDaniel)ら により広められ,今日,ア メリカ税財政法学界

で幅広く認知されるにいたっている。

また,連邦はもちろんのこと,州 レベルでも,租税歳出は,予算に「租税歳

出予算 (tax expenditures budget)」 として組み込まれ,議会での予算審議の対

象とされている。わが国においても, こうした租税歳出論の展開の影響を受け

て,非営利公益団体に対する課税除外措置について,租税歳出論的な観点から

再検討されてきている。

3 租税歳出論を基軸とした現代的な課税除外の根拠分析
非営利公益団体 (法人)に対する課税除外措置は,租税歳出論の観点からま

とめてみると,多様な根拠に基づいて正当化されてきている。

(1)政教分離説

宗教法人非課税制の根拠,と りわけわが国に焦点を絞ると宗教活動非課税制

の根拠を,憲法20条及び89条の政教分離原則に求めようとする考え方である。

政教分離原則を根拠に宗教法人の宗教活動を非課税とすることにより,課税

権者である国や地方公共団体は,宗教活動に積極的に係わらないように求める

ことができる。その一方で,宗教活動に課税しないことは,宗教法人に対する

国や地方公共団体から特権を受けるに等しいという見方もある。したがって,

憲法20条 1項後段にいう国家が特典を付与することを禁止する規定に抵触する

のではないかとの指摘もある。

国教を禁止するとともに,国家と宗教との間の障壁をできるだけ高くしよう

とする憲法を持つという意味では,わが国とアメリカとは似たような法環境に

あるといってよい。既成宗教,新宗教,新新宗教と,宗教の競争と新陳代謝を

繰り返すアメリカにおいても,政教分離原則を根拠に宗教団体の宗教活動を非
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課税 とすることについては,合憲論 と違憲論 とが対立 していた。 しか し,最終

的には,司法府 〔連邦最高裁判所〕が合憲の判断を下したことで (W」zv.Tax

Commission of New York,397 US 664〔 1970〕 ), この論点についてはすでに決着を

見ている。

(2)結社の自由保障説

非営利公益団体 (法人)課税除外制の根拠を,憲法の結社の自由に求めよう

とする考え方である。

憲法は,「集会,結社及び言論,出版その他一切の表現の自由は, これを保

障する」 (21条 )と 定める。つまり,国民には「結社の自由」ないしは「結社

権 (right to incorporate associations)」 が保障されている。国民は,宗教はもち

ろんのこと,政治的その他福祉の増進,環境の保全,人権の擁護,平和の推進

など,多様な非営利公益活動をする目的で団体を結成し,さ らには法人を設立

する権利を有している。このように団体 (法人)の構成員の結社権を護ることは,

憲法上の要請である。

わが国においても,数多くの市民団体 (NPO/NGO)は ,法人格なき社団 (任

意団体)あ るいは各種非営利公益法人のかたちで存在 している。こうした

NPO/NGOの本来の事業に課税しないことは,市民の結社権を保障する意味

で重い役割を担っている。

(3)公益説・対価説

非営利公益団体 (法人)課税除外制の根拠をその公益性に求めようとする考

え方である。

非営利公益団体 (法人)は,国家 (政府)に代わって非営利性・公益性の高

いサービス 〔共同財 (collective pods)や共同サービス (collective services),公

財 (public goods),公 サービス (public services)〕 を肩代わりして提供 してい

る。とりわけ,宗教団体などの場合は,憲法等の制約から国家が提供すること

のできない性質のサービスを肩代わりして提供している。つまり,当該団体の

みが提供できる特殊のサービスを提供している。

その結果,国家の負担を軽減せしめ,かつ,公共の安寧など公益増進 (public

benents)に 貢献している。課税除外措置は,非営利公益団体 (法人)の こうし
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た非営利性 。公益性の高い活動に対し,税制を通じた国家からの一種の “対価"

の支払であるとする見解である。この考え方は,「公益説」ないしは「対価説」・

「代償説」と呼んでよい。

この考え方は,非収益公益事業に対して課税除外措置を講じることは,実質

的に「租税歳出」を構成するとしながらも,社会全体の利益の観点から課税を

しないのが正当であるとするものである。非営利公益団体 (法人)に対する課

税除外措置を正当化するための有力な根拠といえる。

(4)非営利・課税ベース除外説

非営利公益団体 (法人)の活動用の金銭や実物資産は,法人所得課税理論や

資産課税理論において課税対象とされる「課税ベース」には入らないことを根

拠に課税除外とする考え方がある。「課税ベース除外説 (tax base approach)」

と呼んでおく。この考え方は,非営利公益団体 (法人)の活動用の金銭や実物

資産に対する非課税措置は,「租税歳出」には当たらないとする,いわゆる租

税歳出非構成論 (non― tax expenditure approach)」 に依拠する。

非営利公益団体 (法人)は,公益事業会計上,法人税にいう収入 (益金)か

ら費用 (損金)を差し引いて算定され,課税の対象となる「純益」 (所得)を あ

げていない。また,現行税法は,法人所得に対する課税は,持分主に対する税

金の前取りであるという考え方を一部なりとも採用している。しかし,非営利

公益団体 (法人)の場合,「非営利」「非分配」であり,配当を受ける持分主が

存在しない。

このように見ると,非営利公益団体 (法人)の行う公益事業については,法

人税において課税の対象とする課税物件 (所得)を生み出し得ない。したがって,

こうした非営利の活動や事業を,法人税の課税ベースから除外するのは合理的

といえる。

一方, この課税ベース除外説に従うと,地方税, とりわけ固定資産税や特別

土地保有税など (以下「固定資産税等」という。)の課税において,非営利公益団

体 (法人)が公益事業目的で保有する実物資産を,課税客体 (課税ベース)か ら

除外するのも合理的といえる。この考え方は,「課税客体除外説」と呼んでも

よい。
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非営利公益団体 (法人)が保有する固定資産等に課税するにあたっては,そ

の資産が毎年生み出す利用収益にも着目して課税ベースを算定する必要があ

る。ところが,非営利公益団体 (法人)が保有する実物資産の場合には,商業

的な利用収益はなく,しかも,課税客体を市場価額で測定することにもなじま

ない。このことから,当該固定資産税等を課税ベースから除外するのは理にか

なっている。

(5)公益信託類推説

非営利公益団体 (法人)の課税関係を “公益信託"の法理に準じて考えよう

というのが公益信託類推説である。この考え方の下では,非営利公益団体 (法

人)を ,受託者と見ようとするものである。すなわち,非営利公益団体 (法人)

を,委託者から,公益目的で費消するように依頼を受けた金銭や財産などを,

自己の名で管理,不特定かつ多数の受益者を対象に給付する存在とみなすもの

である。この関係において,非営利公益団体 (法人)は ,単なる橋渡し機関(conduit)

であり,非営利公益団体 (法人)サイドでは課税除外とされて当然であるとする。

また,こ の種のサービス給付に課税すべきであるというのであれば,そのサー

ビス給付を受けた受益者サイドで課税すべきであるとする。この場合に,受益

者サイドで, この種の対価性のない給付に課税するか,非課税とするかは,租

税政策の選択の問題となる。受託者で供給サイドにある非営利公益団体 (法人)

は,課税とは直接に関係がないことになる。非営利公益団体 (法人)に帰属す

るこうした金銭や財産等について,法人所得課税上は,課税客体とはなりえな

い。ちなみに,こ の考え方は,法人擬制説と軌を一にすると見てよい。

(6)コ ミュニテイ所得課税除外説

すでにふれたように,法人実在説に立ち,法人は独自の納税主体になるとし

ながらも,非営利公益団体があみ出す所得は,コ ミュニティ (地域共同体)の

利益増進に費消されることを目的としているという観点から課税除外を正当化

する主張がある。すなわち,こ うした「コミュニテイ所得 (community

income)」 は,法人所得課税ベースから除外されるべきであるとする考え方で

ある。

このコミュニテイ所得課税除外説においては,非営利公益団体 (法人)が ,
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コミュニテイの利益増進のために供給する公財 (public,ods)や 公サービス

(public services)は , これを価格評価 し,法人所得課税ベースに挿入すべきで

はない, とする。なぜならば,市場経済になじまないかたちで非営利公益団体

が提供したコミュニテイ所得を正確に測定し,価格評価をするのは困難である

ことをあげる。もっとも,コ ミュニティ所得課税除外説にたつとしても,課税

除外の存置は,チ ャリテイが伝統としてきた,市場経済にはなじみにくい「救

貧 (benent for the poor)」 の視点に立ち返って検証すべきであるとの異見もある。

非営利の健康増進クラブなど有償のサービス給付型の団体が増加してきてい

る今 日の状況 を織 り込んで考 える場合,「 コ ミュニテ ィ益 (community

benent)」 とは何かについては,難 しい検証が求められる。

Ⅱ 公益寄附金税制の根拠

民間の非営利公益団体がその本来の目的とする事業活動を行うためには,潤

沢な「原資」がいる。一般に,この種の団体は,その事業活動原資を,主に,

寄附金,助成金 (補助金)お よび収益事業収入などに依存している。公益寄附

金税制のねらいは,非営利公益団体側の事業活動原資を,個人市民や企業市民

(corporate citizen)か ら寄附金のかたちで支出するように求める際の奨励策 (タ ッ

クス・インセンティブ)を付与することにある。

一方,公益寄附金を支出する納税者側から見ると,公益寄附金税制により,
“税金を支払う途が 2つ拓かれる"こ とになる。すなわち,1つは,税法にし
たがい納付を義務づけられる税額を,従来どおり国や地方団体に支払う途であ

る。そして,も う1つ は,納税者が的確と思う民間の非営利公益団体を選択し,

寄附金を支出し,税金計算において支出した額について控除・損金算入を受け

るかたちで支払う途である。後者は,納税者が,自己の税金の使い途を選択・

指定したうえで納付することにつながることから「使途選択納税」とも呼べ

る。

公益寄附金控除・損金算入は,国家 (国や地方団体)に対して支出される寄

附金に加え,民間において非営利公益活動を行っている団体に対し支出した寄
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付金にも認められる。とりわけ,公益寄附金控除・損金算入は,非営利公益団

体のうち,「公益性」の高い団体に限定して認められている。公益寄附金税制

を正当化する根拠としては,伝統的な理解によると,非営利公益団体やその活

動の「公益増進性 (public benent)」 の存否を規準に使ってきている。言い換え

ると,課税除外措置の適用に比べると,公益寄附金税制の適用にあたっては,

常にこの規準がより厳しく審査されてきたといえる。

7「公益」とは何か

公益寄附金税制のあり方を点検するに先立ち,ま ず,「公益」とは何かにつ

いて精査してみる。

わが国において,従来から,公益法人は,「学術,技芸,慈善,祭祀,宗教
その他の公益を目的とする法人」 (現民法33条 2項 )と されてきた。一般に,公
益法人の設立について,公益性のほかに非営利性があることも必要であるとさ

れてきた。また,単に公益や非営利の事業活動を目的とするとするだけでは不

十分で,積極的に遂行する,つまり「公益や非営利の事業活動の増進」が求め

られてきた。

「非営利」については,「非分配」ないし「非配当」を意味するとの考え方が

固まっている。

これに対して,「公益」とは何かと問われると,確答は難しい。法学界での

通説は,「公益」を,「社会全体の利益」,すなわち「不特定多数の者の利益」

とする。この見解を取り入れた法律の規定もある。新公益法人制度の準拠法の

1つである公益認、定法 (正式には「公益社団法人及び公益財団法人の認定等の関する

法律」。以下,略称を使う。)である。同法 2条 (定義)では,「公益目的事業」に

ついて,「学術,技芸,慈善その他の公益目的に関する別表各号に掲げる種類
の事業であって,盃壁定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものをいう」と

定めている (引用者傍線)。

こうした公益の定義の仕方は,後に検討する不幸や苦痛 (悪)を低めること

で個人や社会の利益を最大化しようとする「最大幸福主義」ないし「功利主義

(ut� tarimism)」 の考え方に近いとみることもできなくもない。
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また, 日本国憲法13条 に定める国民の「幸福追求権」実現に資する事業活動

あるいは「幸福」につながる利益追求を支援する事業活動とは何かとの間のな

かにヒントが潜んでいる可能性も否定できない。すなわち,憲法13条前段で「す

べての国民は個人として尊重される」を規定し,「個人の尊重」の原則をうたっ

ている。その後段では,「生命, 自由及び幸福追求に対する国民の権利につい

ては,公共の福祉に反しない限り,立法その他の国政の上で,最大の尊重を必

要とする」と規定する。このように憲法に規定する「個人の尊重」原則に基づ

く「幸福追求権」を具体的に保障するために,プライバシー権,肖 像権,環境

権,知る権利,平和的生存権をはじめとした個々人の人格的生存に不可欠とさ

れる数多くの憲法に規定されていない新しい人権や自由が創り出されてきてい

る。生存権や信教の自由など個別・特定条項に規定する権利や自由に加え,憲

法13条に基づいてつくり出されてきた新たな人権や自由の増進をねらいの活動

する非営利団体は,ま さしく公益に資する団体にあたるといえる。

(1)公益の定義

このように,「公益」を一義的に定義すること,さ らにはその内容となる “利

益"を明確にすることは,必ずしも容易ではない。「公益」の内容を構成する“利

益"の概念について誰もが納得できるような定説あるいはコンセンサスを導き

出すには長い時間をかけた精級な議論を要することは,こ こに指摘するまでも

ない。

「公益」の内容を構成する “利益
"の概念について,ア メリカでも,さ まざ

まな定義が試みられてきている。有力なものの 1つ として,次のような定義が

示されており,参考になる。

:。「公益」とは,ある者がそれを費消したとしても,他の者はその費消を制限されないような利 |

益をさす (non‐riv」 goods)

また,排他的でない利益をさす。すなわち,何者も,そ の利益の利用を排除されないような利 |

6A 5-i {non-exclusive goods)

(2)公益の意義

こうした「公益」の内容を構成する “利益
"の概念を1つの規準に分析して

みると,「non―rivalness(非競合性)」 と「nOn_excludability(排 除不能性・排除不

“



3 非営利公益団体課税除外制・公益寄附金税制の根拠をさぐる

可能性)」 を兼ね備えた「公益増進 (public benent)」 活動 といわれるものは実に

多様である。

また, どのような財 (,ods)や役務 (ser�ces)が純粋な公財 (pure public

"ods)あ
るいは純粋な公サービス (pure public services)に あたるのかについて

も必ずしも意見の一致を見ているわけではない。

こうした問題のあることを織り込んだうえでいくつかの例をとりあげて「公

益」の意義について点検してみると,次のとおりである。

(a)災害救援活動,救貧活動  災害救援活動や救貧活動の場合,表面的には,

特定の被災者,生活困窮者の対する利益供与にあたる。しかし,その実質は,

社会一般に対する利益供与にあたると見てよい。なぜならば,この場合に供給

されている「公益」とは, こうした活動を通じてもたらされている “潜在的社

会緊張の緩和"な どをさすからである。

わが国の場合,憲法29条で生存権を保障している。このことから,社会一般

に対する利益供与に資する災害救援活動や救貧活動を行うことを目的とする団

体は,不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものといえる。

(b)宗教活動,教育活動  宗教団体の行う宗教活動や私立学校の行う教育活
動は,第一義的には,特定集団に帰属する者 (例えば,檀信徒,児童。生徒・学

生等)を対象に提供される。このため,社会への利益供与は,間接的・第二次

的 (secondary benents)な かたちとなる。

しかし,こ うした活動を通じて各個人が社会において自立して生きるための

基礎・資質を養うことや,生活を向上させ豊かな精神生活を送ることに資し,

ひいては “社会の安寧"につながることから「公益」に結び付 くといってよ
40)

い 。

宗教活動については,宗教団体は,憲法上第一セクター (政府部門)に ある

公的機関に禁止されている宗教サービスを代替して提供するスタンスにある。

宗教活動については,檀信徒の内心に働きかけ,精神生活の浄化などを通じて,

極めて消極的なかたちで社会の安寧に寄与している,と の見方もある。

“公益 =不特定多数の利益''と みる見地からは,特定者を対象とする宗教活

動が本来の意味での “公益"につながるサービスであるのかどうか疑間がない
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わけでもない。さらに,特定人を対象に学校教育サービスを提供する私立学校

はもちろんのこと,事業者団体や親睦団体のような閉鎖型団体 (closed

organizations)一般も,特定者を対象としたサービスを提供している。“公益 =

不特定多数の利益
''と する規準からは若干かけ離れており,問題なしとはしな

42)

い 。

周知のように,わが国の場合,憲法20条は,「信教の自由」を保障する一方で,

宗教団体に対する特権付与を禁止し(1項),国等に宗教的活動を禁じている (2

項)。 また,憲法26条は「教育を受ける権利」を保障する。さらに,憲法89条は,

公金その他の公の財産の宗教団体や教育事業への支出を禁止している。した

がって,宗教活動や教育活動にかかる「公益性」の判断については, これら憲

法規範の存在を織り込んだうえで精査される必要がある。

(C)環境保護活動  環境権は,一般に,憲法13条 に定める幸福追求権から派

生する新しい権利として認められるものと解されている。環境権の保護を目的

に,数多くの環境保護団体が,活動している。環境保護団体の活動は,ま さし

く不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものといえる。“公益
''と は

,

必ずしも国家 (政府)の利益と一致するとはいえない。原発反対運動のように,

時には,こ うした団体の公益増進活動が国家 (政府)の利益とぶつかることも

ある。

2 公益寄附金税制の創設

日米ともに,非営利公益団体に対する支援税制全般からみると,課税除外措

置が早くから制度化されていたのに比べると,公益寄附金税制創設の歴史は浅

い。また,わが国の公益寄附金税制の特徴をあげるとすれば, どちらかといえ

ば,個人よりも法人を優遇するかたちになっている。この点,ア メリカの場合

には,法人を優遇するかたちにはなっていない。

(1)公益寄附金税制の創設時期

所得税,法人税,相続税 (遺産税)における公益寄附金税制の創設について ,

日米比較で図説すると,次のとおりである (【図表 21)。

(2)公益寄附金税制創設の目的
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【図表 2】 日米における公益寄附金税制の創設時期

所得税 法人税 相続税

日  本
1962〔昭和37〕 年から

本格化

1942〔昭和17〕 年の開

始

1963〔昭和38〕 年

所得税 法人税 遺産税

アメリカ
1917年 (個人所得税導

入は1913年 )

1935年 1924年

(a)わ が国の場合  わが国の公益寄附金税制は,従来から必ずしも “慈善"

目的での寄附に限定したかたちで制度化がなされてこなかった。このため,公

益寄附金制度化の目的は明確ではない。後年導入された特定公益増進法人 (旧

試験研究法人等)に対 して支出した寄附金に対する控除・損金算入制度におい

ては,“寄附の奨励
"が
本来の目的であることをはっきりとさせた。

(b)ア メリカの場合  アメリカにおいては,従来から,公益活動に対 して支
出する寄附金においては,個人の占める割合が高い。これは,公益寄附金税制

が,当初1917年 に,個人を対象に制度化されたことによるところも大きいのか

も知れない。

ただ,1917年 に個人に対する公益寄附金税制が整備された直接の理由は,そ

の当時,戦費調達をねらいに個人所得税の大幅な増税が行われたことにある。

すなわち,増税が非営利公益団体の活動に支出される寄附を抑制する原因にな

るおそれがあった理由をあげることができる。この当時,公益寄附金税制の創

設は,ま さに,寄附奨励のためのインセンティブを設けることにより,増税と

いうマイナス要因を除去することにあった。

その後,ア メリカの公益寄附金税制は,遺産税 (1924年 ),法人所得税 (1935年 )

にも適用することで,拡大していった。今日,公益寄附金税制は,ア メリカの

非営利公益団体の活動を支えるうえでは,な くてはならない仕組みとなってい

る。しかし,その一方で,こ の制度に対する批判も高まってきている。とりわ

け,こ の制度は,“寄附の奨励"に よる非営利公益団体の活動のための原資の

確保を目的としているとしても,非営利公益団体の活動を助長するに最適な手

段とみなしうる根拠は何かが不明確であるとして,こ の点を明確にするように
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①所得理論 (income theory):こ の考え方によると,伝統的な所得課税理論の下では,課税対象と

なる「所得」は,その者の一定期間の「消費」 +「純資産増」に等しいとされる。ところが ,

公益・慈善団体の活動に対して支出された寄附金は,課税対象とされる当該個人の “消費''と

みることはできない。したがって,公益寄附金税制は, こうした “消費"を所得課税の対象か

ら除外するために設けられたものである,と される。この理論は,公益寄附金税制は租税歳出(tax

subsidy,tax expenditures)に あたらないとの前提で議論が展開されている。

②補助理論 (subsidy t腱 ones):こ の理論は,公益寄附金税制に基づく控除・損金算入措置を租税

歳出 (税制を通じた補助金)にあたるとみたうえで,その必要性を積極的に是認する視点から

展開されている。補助理論の根拠は多様である。「効率性 (emciency)」 ,「多元主義 (pluralism)」 ,

「寄附金依存運営健全論 (donative theory)」 など, さまざまな論拠が示されている。

③公平理論 (equity theory):こ の考え方によると,公益寄附金税制は,公益・慈善団体に対して

私財を利他的目的に支出した者がこうむる損失を補償するねらいで,公平の観点から配慮した

もの, とされる。

I ンンポジウム 市民公益税制の検討

【図表3】 アメリカにおける公益寄附金税制を是認する根拠

求められてきている。

3 公益寄附金税制の根拠

公益寄附金税制は,企業市民や個人市民に対し寄附することを奨励するねら

いで講じられている。公益寄附金税制は,非営利公益目的に支出される寄附金

を課税対象から除外することにより,政府が非営利公益団体の活動に対して補

助金 (助成金)を支出するに等しい。このため,一般に,控除・損金算入措置は,

適格非営利公益団体の活動に対する補助金 (助成金)を交付するに等しいと理

解されている。ただ,政府が直接歳出のかたちで適格非営利公益団体の活動に

交付する補助金 (助成金)と 区別して,「税制上の補助金 (tax subsidy)」 または

「租税歳出 (tax expenditure)」 と呼ばれる。アメリカにおいては,公益寄附金

税制の根拠を論じるにあたつては, こうした見方が重要視されている。

公益寄附金税制の意義や根拠について,わが国では,必ずしも積極的に議論

されてきたとはいえない。この点,ア メリカにおいては大きく,次の 3つの視

点から積極的にその根拠を探る試みがなされてきている (【図表31)。

4 公益寄附金税制を支える根拠の個別的検討

個人市民や企業市民は,本来,公益寄附金税制のあるなしにかかわらず,社
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3 非営利公益団体課税除外制・公益寄附金税制の根拠をさぐる

会貢献の一環 として当然に寄附をし,非営利公益団体の活動の原資を提供 し非

営利公益活動を支えるべきであるとする考え方もある。こうした見方によれば,

あえて公益寄附金税制を設ける必要がないということになるかも知れない。と

すると,現実に公益寄附金税制を設けているのには, どのような理由があるの

であろうか。

(1)寄附をしない納税者への負担の転嫁

公益寄附金税制は,寄附金の支出というかたちで “公益"の供給に協力する

納税者の税負担を軽減する一方で,これに協力しない納税者に対して “波及的

税負担増"のかたちで税負担を転嫁する仕組みと見ることができる。つまり,

直接税の納税義務を負う者の間における負担の調整・転嫁措置とみることがで

きる。言い換えると,納税義務を負わない者は,公益寄附金税制の枠外にある。

したがって,こ うした人たちは,事業活動原資をほとんど負担せずに公益を享

受する「ただ乗り者 (free rider)」 のようにもみえる。しかし,かなりの部分

の “公益"は,納税義務を負わない層の人たちを対象に供給されているのが現

実である。

いずれにしろ,公益寄附金税制は,税負担をする者の間での負担の公平の観

点を加味したかたちで,非営利公益活動の原資の供給推進を図る制度とみるこ

とができる。

(2)マ イノリテイ団体の活性化

多数決原理をベースとする政体においては,政治プロセスを通じて交付され

る直接の補助金 (助成金)は,予算支出のかたちで,一般に多数者が望ましい

とした非営利公益団体に集中しやすい。裏返すと,多数者が望まない団体が直

接の補助金 (助成金)の交付を受けることは,必ずしも容易ではない。

この点,公益寄附金税制を活用し,税金計算において支出した寄附金の額に

ついて控除・損金算入を受けることを前提に,納税者が的確と思う非営利公益

団体を選択し寄附金を支出するかたちの方が,多様な非営利公益団体への活動

原資が行き渡る可能性が広がる。いわゆるマイノリテイ 〔社会的少数派〕団体

に対しても活動原資の供給を促し,マ イノリテイ団体の活動を活性化する手段

としても有用である。結果として,非営利公益活動の多様化にも資する。
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こうした見解は,選挙で選ばれた「勝利者がすべてを分捕る競争 (winners

take all competition rule)」 ルールの下,議会を通じて多数者が望む団体に傾斜

的に支出される直接補助金の仕組みへの批判を素地としている。すなわち,少

数者に対するある種の「差別をなくすための積極的支援 (優遇)措置 (amrmauve

action)」 として,公益寄附金税制を理論づけようとするところにある, とみる

ことができる。

(3)活動原資配分方式の効率化

寄附者である納税者が,公益寄附金税制を活用し, 自己の望む非営利公益団

体に対する活動原資を寄附し,寄附した額について控除・損金算入を受けるか

たちの方が効率的 (emcient)と もいえる。すなわち,非営利公益団体に公的資

金 (補助金・助成金)を配分するということで,議会や政府 (行政)が コストや

時間をかけるよりも,納税者の選択・意思に任せた方が効率的なように見える。

一方で,こ うした効率化論に対する異論もある。財政における議会中心主義

(憲法83条 ),ア カウンタビリテイ 〔議会のよる予算統制〕などを織り込んで考

えると,国等が租税公課のかたちで徴収した歳入は,政治プロセスを通じて再

配分する仕組みを通じて直接補助金 (助成金)にかたちで供給する方が健全で

あるとの主張である。言い換えると,非営利公益団体に対する活動原資の供給

は,直接補助金 (助成金)のかたちを活用した方がより財政民主主義の精神に

資するということになる。確かに,公益寄附金税制を活用し,使途選択納税制

をすすめることは「補助金 (助成金)の配分方法の私化 (民営化)」 にもつながり,

財政民主主義の視角からも好ましくないとする見方にも一理ある。ここで問わ

れているのは,財政における議会中心主義を基本とした公的資金の配分方法と

公的資金にかかる議会による民主的コントロールをどう考えるかである。

公益寄附金税制の積極的活用が議会による予算統制の精神に反するという指

摘に対しては,租税上の特恵措置により減免された分についての「租税歳出予

算 (tは expenditure budget)」 を議会にあげて精査するなどの工夫をすれば,問

題の解決につながる。また,非営利公益団体側も,納税者から供給された活動

原資の使途の透明化をすすめることでも対応が可能である。具体的には,各団

体がインターネットなどの媒体を使って,活動実績の公開,会計の公開などを

“
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含む「活動実績」についてのアカウンタビリテイの向上に努める方策を講 じる

のも一案である。また,非営利公益団体界における「第三者評価」制度を通じ

たさらなる適正化・透明化をすすめるのも一案である。

(4)公平理論

公益寄附金税制を活用して,非営利公益目的で支出する寄附金は「利他的

(altruistic)」 でなければならない。

言い換えると,寄附者の自己利益 (自 己の富や権力を含む反対給付)を はかる

目的で支出する寄附金については,公益寄附金税制の対象となる寄附金にはあ

てはまらない。また,寄附者の個人的欲求を満たす目的で支出する寄附金であっ

てはならない。

所得課税は,本来,納税者が現実に収受する収支も基づいて行われるべきで

ある。すでにふれたように,寄附金の本来的なあり方からすれば,非営利公益

目的で支出する寄附金は利他的でなければならず,寄附者たる納税者は,個人

的支出に相当する満足を享受しているとは言い難い。

こうした構図から,私財を私利 (private interest)な いし私益増進 (private
benent)の ためにではなく,利他 (他人の利益)を 目的に非営利公益団体へ移転

し “公益"の原資に充てた場合,自 己満足のために費消した私財と同等に課税

することは必ずしも最適とはいえない。むしろ,課税の公平の視点からは,そ
の部分には課税しないようにし,控除・損金算入の仕組みを通じて,税負担の

軽減,補償をすべきである。

(5)活動資金調達における資本市場へのアクセス限界説

配当法人の場合は税引き後利益を配当できることから株式発行,転換社債な

どの手段で資本市場からの資金調達 (equity inmce,debt inance)が 容易である。

イコール・フッティング (対等な競争条件確保)の視点から,非配当法人である

非営利公益団体 (法人)に対しても,資本市場以外からの資金調達ができるよ

うに支援する必要がある。すなわち,寄附者に公益団体 (法人)に支出した寄

附金に対し一定比率まで公益寄附金控除・損金算入措置を認めて資金の提供・

調達を奨励する必要があるとする見解がある。「資本市場へのアクセス限界説

(capital access theory)」 とも呼ばれる。この見解では, “投資家"は,営利法人
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へ投資し配当を受け取るか,非営利公益団体へ寄附金を支出し公益寄附金控

除・損金算入の適用を受けるかを選択できる仕組みを構想する。

5 公益寄附金控除の制度設計をめぐるいくつかの課題

公益寄附金にかかる税制上の支援措置について,その目標が清廉な (正義に

かなう)も のであるためには, どのように制度設計がなされるべきかが問われ

る。例えば,寄附者が寄附先を選択するにあたり,どの程度その動機の自由度

を許容すべきか。また,こ うした選択に一定の制限を付すとした場合, どの程

度とすべきか。税制上の支援措置は,所得レベルの異なる寄附者間にどのよう

に配分されるべきか。言い換えると,1ドルあたりどれ位の寄附金控除・損金

算入を認めるべきか等 ,々検討課題は山ほどある。

公益寄附金にかかる税制上の支援措置を設けることの目標の 1つ は,寄附者

が,公益寄附金にかかる税制上の支援措置を,で きるだけ多様な動機で活用

―
すなわちできるだけ幅広い寄附先の選択が一

できるようにすることで,

清廉性 (正義)を実現することにある。この目標を設定する場合には,大きな

前提がある。それは,寄附金が真に公益 (慈善)に資する目的に支出されなけ

ればならないことである。言い換えると,財ないしサービスの購入などを仮装

して支出されてはならないことである。

公益寄附金にかかる税制上の支援措置を設けることの目標が,あ らゆるレベ

ルの寄附金を極大化することにある場合には,その目標はとりわけ高所得者に

焦点が置かれる必要がある。こうした目標を達成するため,公益寄附金控除制

度は分配的正義 (distributional iustice)に 資するというスタンスを強調し,富裕

層に対する寄附金の支出を奨励することは避けて通れない。この考え方を基調

とし,非営利公益団体が富の再分配に奉仕しているという前提に立つ限り,寄

附金の支出は,所得の自発的再分配に資すると解することができる。もちろん,

実際に公益寄附金控除制度自体がどれくらい再分配に役立っているかどうかを

分析することは必ずしも容易ではない。なぜならば,現実の税制では,そ もそ

も超過累進税制の採用自体が再分配機能を有しており,しかも現実の税制では,

超過累進税制と公益寄附金控除制度とが結合するかたちで再分配機能を担保し
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ていると解されるからである。もちろん,現行の所得控除方式に基づく公益寄

附金控除制度は,高所得者層に傾斜的に租税上の恩典を付与するかたちとなっ

ていることから,真の分配的正義にかなつているのかどうかについては異論も

想定される。

ただ, この論点については,視点を変えて見る必要もある。すなわち,公益

団体に対する活動原資を,寄附金控除対象の寄附金 (租税歳出)か ら,直接補

助金に転換して供給するとしたらどうなのであろうか。この政策転換は,確か

に財政における議会中心主義には資する。しかし,一方,憲法論を離れて租税

政策論に見た場合はどうなのであろうか。この場合,直接補助金の手段を通じ

て提供する公的資金を確保するために,政府は,その分の増税につなげる必要

も出てくる。仮に増税となると,超過累進課税を採る所得税制の下では,高所

得者に傾斜的に重く増税になる。この点を織り込んで対照的に考えてみると,

公益寄附金税制に所得控除方式を採用し,多額の公益寄附金を支出した高所得

者に傾斜的に有利となる減税を行うことは,む しろ正義にかなっており,正鵠

を射ている, との指摘もあながち否定できない。

また,公益寄附金にかかる税制上の支援措置を設けることの目標が,「効率

的な公的資金の配分」「マイノリテイ団体の活性化」などの要素を加味したう

えで定立された清廉性 (正義)を奨励することにあると見た場合はどうであろ

うか。すなわち,こ の措置は,寄附を通じた公益活動への参加・寄附先の選択

といった各納税者の意思を尊重したうえで私的寄附金の支出を奨励するかたち

となるように,「税制を通じた組み合わせ助成金・マッチンググラント」を支

給することに意義があると見た場合である。この場合,政府は,実質的に,私

人の寄附者が寄附金を支出する場合に限り当該寄附者が選んだ公益団体に投資

(税制を通じた公的資金を投下)をするスタンスに立つことになる。裏返すと,活

動原資 (寄附金)を ほとんど負担しない者,いわゆる「ただ乗り者 (フ リーライ

ダー)」 との差別化にもつながる。事実,ア メリカの現行連邦税制上の公益寄

附金控除は, こうした考え方も盛り込んで制度化されている。

公益寄附金税制を,公益団体の本来の事業に対する課税除外措置との対比に

おいて評価してみると,課税除外措置にはマッチンググラントとしての意義は
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ない。こうしたところに,非営利公益団体課税除外措置と公益寄附金税制とを

別々に根拠づける必要性があるとの理由を見出すことができる。

さらに一歩すすめて,こ とさらマッチンググラントとしての意義を強調して

税制上の支援措置を評価するとする。この場合には,課税除外措置よりも,公

益寄附金税制を広げる方が清廉性 (正義)に資すると解することもできる。

(1)富裕寄附者の過度な存在とパブリックサポート・テスト

寄附者は寄附先を選択できることから,寄附金控除の対象となる寄附金,さ

らにはマッチンググラントを,自 己好みの公益団体へ支出することも可能にな

る。公益寄附金全体に占める富裕納税者の割合が増えると,博物館や美術館 ,

有名私立大学などへの支出割合が増えることも想定される。公益 (慈善)と は,

本来,恵まれた層が不遇な層に手を差しのべる救貧活動のようなものを想定し

ているはずである。このことからすれば,寄附文化が富裕層の過度の存在を前

提とし,しかも寄附金が博物館や美術館,有名私立大学などに傾斜して支出さ

れたとしても,誰 もが納得できるような清廉性 (正義)が存在するといえるの

かどうかが問われてくる。

この指摘に対しては,現代の社会では,富裕層は,市場経済,政府の政策決

定,政治献金 (議員選出)な ど多様な面において大きな力量を持っており,寄

附金の支出における富裕層の過度な存在だけを問うのは正鵠を射ているとはい

えないとの批判がある。この批判に対しては, もし寄附金支出およびそれにと

もなうマッチンググラント支出における富裕層の過度な存在を問題にするので

あれば,社会全体における富裕層の影響力の是正から始めなければいけない,

との反論も可能である。

すでにふれたように,ア メリカにおける公益寄附金税制を正当化する根拠を

提供する理論としては,「寄附金依存運営健全論 (donative theory)」 がある。

この理論は,端的にいえば,収益事業で運営が成り立っている営利型公益団体

(commercial nonpronts)よ りも,一般大衆からの幅広い寄附金による支援を受け,

運営が成り立っている団体 (donat� e nonpronts)の方が分配的正義にかなって

おり健全であるというのが,支援税制の存置・正当化の根拠である。あるいは,

課税除外措置は,「パブリック・サポート」,すなわち “一般大衆から相当額の
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寄附金を集める魅力のある団体を支援するために採られている''と の主張であ

る。この理論は,団体の本来の事業に対する課税除外措置と公益寄附金税制と

を一体としてとらえる見解,すなわち双方の支援措置を正当化する根拠,と し

て主張・展開されている。言い換えると,収益事業で運営が成り立っている営

利型公益団体 (commercial nonpronts),あ るいは少数の富裕寄附者で運営が成

り立っている団体よりも,一般大衆からの幅広い寄附金による支援を受け,運

営が成り立っている団体 (donat� e nonpronts)の方が分配的正義にかなってお

り健全であるというところに支援税制の存置・正当化の根拠を見出そうとす

る。

現行の税制では,パブリックサポー ト・テス トのような,寄附金総額への少

額を寄附する納税者の参加を促す措置を盛 り込むなどして,寄附行為における

富裕層の過度な存在を是正する政策を実施している。この規準は,一面,公益

寄附金税制の適用にける正義 (清廉性)に資するようにも見える。しかし,人

数という形式要件さえ充足できれば大口寄附者の参加を排除できるわけでな

い。すなわち,寄附者の数の要件が整えばよいわけで,大口寄附者 (あるいは

特定の寄附者)の参加を排除する規準になつているわけではない。このことから,

パブリックサポート・テストを賛美するのは,一人一票の代表民主主義のはき

違いではないか,と の指摘もある。むしろ,一定数の小日の寄附者集団の存在

が,少数の大口寄附者へ “隠れ蓑"を提供することにもつながりかねない仕組

みであるとの批判も強い。あるいは,公益団体運営における “マネジメント"

が過小評価されているのではないか, との見方もある。

この点に関連し,現行税法では,寄附者が支出する寄附金に対する税制上の

支援措置の適用については,一定の割合を設定し,その割合を超える部分に対

しては,その措置の適用を認めないとすることとしている。したがって,理論

的には, この制限をさらにすすめて,一定の金額 (例えば,年間1万 ドル)を超

える寄附金に対 しては,税制上の支援措置を認めないとすることも可能である。

これによって,特定の大口寄附を締め出すことはできる。しかし,そ もそも公

益寄附金税制を設けている趣旨を織 り込んで考えてみると,こ うした規準を設

けて,大口寄附者の参加を制限 (政府規制)することが正義にかなっているの
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かどうかは極めて疑わしい。また, こうした規準を達成するための公益団体側

のコンプライアンス・コストを内部化して考えるとすると,必ずしも効率的・

合理的とはいえない。

(2)営利型公益団体と公益寄附金控除

アメリカにおいては,学問上の議論として,寄附者の寄附先の選択として,

営利型公益団体 (for―pront charity)に対して支出した寄附金に対しても,控除

を認めるあるいは損金算入の対象とすべきかどうかが検証されてきている。

アメリカの内国歳入法典501条 (CX3)は ,「公益団体」として,具体的に「もっ

ぱら宗教,慈善,学術,公共安全の検査,文芸もしくは教育目的で, または子

供もしくは動物虐待防止の目的で設立されかつ運営されている法人およびあら

ゆる地域共同募金体,地域共同体基金もしくは地域共同体財団」を列挙してい

る。すなわち,「宗教団体」,「慈善団体」,「学術団体」,「公共安全検査団体」,

「教育団体」,「スポーツ競技団体」,「子供・動物虐待防止団体」および「地域

共同募金体,地域共同体基金,地域共同体財団」を掲げている。ただし,「非

分配要件 (non‐ distribution constraint)」 があることから, この種の公益団体が公

益目的活動を行い,仮に純益が上がったとしても,その利益には所得課税が行

われないと同時に,配当 (分配)も 禁止される。

例えば,営利企業が行う研究 。開発活動は,法典501条 (C)(3)に いう「学術

(scientinc)」 目的に資すると解することが不可能ではない。また,営利企業の

行う広告宣伝活動は,同号にいう「教育 (education」 )」 目的にあたると解する

ことも可能な場合もあり得る。新聞の発行や出版,娯楽産業なども,「教育」

目的に資すると解し得る場合も出てこよう。したがって,非分配要件を捨象 (抜

きに)して考えると,営利型公益団体に対し支出した寄附金に公益寄附金税制

を適用してもよいのではないか,と の見方もできる。とりわけ,営利企業が税

制上の研究開発費控除などを認められたうえで特殊戦闘機開発や代替エネル

ギー開発など収支が合わない先端技術にかかる研究開発を行っていることを考

えると,営利型の公益団体に対しても公益寄附金控除を認めてよいのではない

か。

たしかに,現行税法上の「学術」,「教育」等々についての不確定な定義の下
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では,「営利型公益団体」に公益寄附金税制の適用を論 じる実益がないともい

える。しかし,収支が合わない研究開発事業向けに,現行税法は別途に研究開

発費控除や直接補助金などの制度を用意している。したがって,現行税法上の

「公益 (慈善)目 的」をより明確にし,「営利型公益団体」への税制上の支援措

置の適用を絞る一方で,「営利型公益団体」には,研究開発費控除や直接補助

金を拡大することにより,すみ分けするのも一案である。

Ⅲ 現代正義論の展開と非営利公益団体支援税制正当化根拠の再検証

アメリカの法学界においては,さ まざまな法政策や法解釈の正当性の判断に

おいては,その根拠を「正義論 (theories of iustice)」 の展開に求める傾向を強

めている。こうした傾向は,非営利公益団体に対する税制上の支援措置を含む

租税政策の精査においても例外ではない。

7 アメリカの現代正義論の系

(1)「分配的正義」論の展開

功利主義

(a)ロールズの正義論

(2)新たな現代正義論の展開

(a)リ バタリアニズム

(b)ノ ージックの正義論

(C)ハ イエクの正義論

(3)ド ゥオーキン=セ ンの資源の平等論

(4)共同体論
―
リベラリズム正義論への批判

2 分配的正義論の視角からの非営利公益団体支援措置の評価
アメリカにおける現代正義論の系譜を簡潔にたどってみた。今日,ア メリカ

租税理論学界において,分配的正義論 (distributive justice theory)は ,租税政

策上の基本課題,例えば,限界税率や課税ベースの選択,富の再配分の正当性

譜
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などを検証する際に,重要な規準 (baseline)と なっている。こうした規準の活

用は,ア メリカにおける非営利公益団体に対する税制上の支援措置の検証にお

いても,も はや避けては通れない。

(1)正義論に基づく税制上の支援措置の再検証の必要性

これまでの非営利公益団体課税除外制や公益寄附金税制 (税制上の支援措置)

をめぐる議論では,大方,非営利公益団体が,政府に代わってあるいは政府に

加えて公財や公サービスを提供することの効率性 (emciency)や 社会の多元化

(pludism)に 寄与する面などに焦点をあてて,議論が展開されてきている。

たしかに,非営利公益活動にかかる租税政策の検証においては,こ うした点

に着眼することの必要性は否定し得ない。しかし,極めて抽象的に,非営利公

益活動の真の目的である「自発的再分配 (volunttty redistribution)」 機能につい

て論じることは,限界がある。法哲学の力を借 り,何 らかの規準を定立したう

えで例証する英知が求められているとの意見が強くなってきている。

こうしたところに,ア メリカ租税理論学界においては,分配的正義論

(distributive iustice theOries)を 規準に,非営利公益団体に対する税制上の支援

措置を再点検しようという動きが加速している理由がある。

分配的正義論の視角から提起されている検証課題は,おおまかにまとめてみ

ると,次のとおりである (【図表 4】 )。

正議論者が定立したさまざまな規準を基に,非営利公益団体に対する税制上

の支援措置について精査するのは一案である。しかし,問題もある。それは,

各正義論者自身は,必ずしも自己の定立した規準に基づいて税制のあり方を十

分に精査していないことである。その主な原因は, これら正議論者が,租税制

度にとりわけ長けていないことがあげられる。非営利公益団体に対する税制上

の支援措置については,なおさらであり,知識・理解がほぼ素人に近い場合も

少なくない。

このため,多 くの場合,租税理論の専門家が,こ うした正義論者の規準を “バ

イブル"に使い,専門家独自の適用・解釈を展開している。こうした専門家の

分析結果が,推論の域を出ず,謬論と見られないこともなしとしない。

(2)功利主義からみた税制上の支援措置の評価
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【図表4】 分配的正議論からみたアメリカ非営利公益団体支援税制の論点

第 1 非営利公益活動 (チ ャリティ)の ルーッは,再分配の観合に求めることができるのではな
い か 。

第2 チャリテイに税制上の支援措置を講じることを認める伝統的な理論の正当化の根拠は,分
配的正義の視点から検証することができる。

第3 分配的正義論は,効率論や多元化論など従来から税制上の支援措置を根拠づけてきた見解
を理論的に補完することに資することができる。

第4 これまでもチャリティ支援税制については,分配的正義論からある程度検証されてきては
いる。 しか し,何が再分配 されるべ きか,あ るいは,正 義にかなった再分配 (just
distribution)と は何かといった,基本的な課題について十分な精査が行われてきていない。
原点に立ち返った検証が求められている。

ひとくちに功利主義 (ut� tarimism)と 言っても,その考えは一様ではない。
この点を織り込んだうえでおおまかにいうと,功利主義では,「正義」あるい
は「功利 (ut� ty)」 をはかる規準として,こ れまでの公益増進よりも,「幸福・

幸福増進 (httpiness)」 を重視する。したがって,功利主義の視点から非営利
公益団体支援税制正当化の根拠を検証するにあたっては,「公益増進」ではなく,

「幸福増進」が規準となる。

「幸福増進」を規準とすれば,富裕層から貧困ではないが富裕でもない層ヘ

「富」を移転することは,原則として,功利主義の理にかなっている。したがっ

て,博物館や劇場,大学など,直接貧困層を対象とはしていないものの,貧困
層を含む非富裕層に「幸福」を提供する事業を行う非営利団体を課税除外にす

ることや,当該団体に支出した寄附金を控除・損金算入にすることは,是認さ
れる。

現行法下では,例えば医療機関やレクリエーション施設などの多くは,非営
利ではあるが,公益性は薄いことから,こ うした団体は一般に公益寄附金税制
の適用対象から外されている。しかし,功利主義の理念の下では,こ うした「幸

福増進」団体やその事業活動プログラムは公益寄附金税制の適用対象にあては

まることになる。宗教団体なども,幸福増進の視角からみれば,一般的に公益
寄附金税制の適用対象にあてはまる。さらには,各種友愛団体, フットボール
クラブなども適用対象に含まれよう。

これら一般大衆を対象とした共同財 (COlleCtiVe,ods)や 共同サービス
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(c011ective services)の 提供を目的とする非営利の団体やその事業活動 (プ
ログラ

ム)は , “純粋な公益 (pure pubhc intereSt)''の 増進には直接つながらないのか

も知れない。一方で,本来的に “純粋な私利 (pure private interest)''を 目的と

しているともいえない。しかし,「功利」ないし「幸福増進」には資する。

こうした功利ないし幸福増進益を,「超益 (metabenents)」 と呼ぶ学者もい

る。ここでいう “超益''と は, さまざまな非営利・社会的活動そのものがもた

らす利益よりも,それら活動の無形的な所産としての利他主義 (atruism),ボ

ランテイア精神 (volunteerism),多 元主義 (pluralism)な どの増進をさす。

功利主義に依拠すれば,幸福増進につながる非営利団体や非営利の事業活動

(プログラム)は広く,非営利公益団体支援税制の適用対象となるといえる。

(3)分配的正義論からみた税制上の支援措置の評価

ひとくちに分配正義論 (theories of distributive iustice)と いっても,一様では

ない。福祉国家 (welfare state)の 定立に向けた大きな政府,拡大国家を志向す

る見解から,政府機能の肥大化には否定的で自助精神を重んじる考え方まで実

に多様である。

福祉国家論者 (welf�st)にあつては,第一セクター (政府部門)の存在を重

くみることに加え,不遇な層を支援するために第ニセクター (非営利公益団体や

その事業活動)の実績に期待を寄せる。これは,裏返すと,原理主義的な功利

主義論者のような幸福増進規準を用いて,不遇でない中間所得層などにまで恩

恵がおよぶ多彩な非営利活動にまで税制上の支援措置を広げることには消極的

である。したがって,公益寄附金税制は,貧困の解消を目的に富裕層などが自

己の “富''を 非営利団体や非営利の事業活動 (プログラム)に寄附・充当する

場合に限り適用されるべきであるということになる。

このような税制上の支援措置のあり方は,不遇・貧困層救済を目的とした非

営利団体や非営利の事業活動 (プログラム)に 限定適用されるべきであるとす

る考え方は, ロールズの正義論を典拠する見解においても広く支持されて
い

る。

(4)資源の平等論からみた税制上の支援措置の評価

すでにふれたように,分配的正義の規準として,「結果の平等」や「機会の
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平等」さらには,「資源の平等 (resource_based equ」 対,resource egditarimism)」

を重視する見解がある。機会の平等 (equality Of OppOrtunity)は ,現実の租税政
策をすすめるうえで重い課題となる。しかし,資源の平等論を説くドゥオーキ
ンやセンは,公益寄附金税制のあり方,正当化の根拠について直接ふれるとこ
ろがない。

ドウオーキンの正義論 (平等論)に依拠して展開される見解においては,例
えば,経済的 。社会的に不遇な層を対象とした食料や医療サービスを提供する
非営利団体や事業活動 (プログラム)に対する税制上の支援措置は,分配的正
義に資し,正当化されよう。

これに対して,セ ンの唱えるラジカルな正義論 (平等論)では,初期格差是
正だけでは不十分とされる。さらに「潜在能力の平等 (equality Of cttabilities)」

を確保するように求める。この正義論に依拠すると,食料支援などだけの非営
利団体や事業活動プログラムが税制上の支援措置の対象になるかどうかは疑問

になる。税制上の支援措置の対象になるためには,対象者が職業訓練などを通
じて自力で糧を得る能力開発を目的とする必要が出てくる。

む す び

民間非営利公益団体や事業活動プログラムのあり方は,支援税制に大きく左
右される。支援税制が税金の使途に関心を持つ納税者に広く受け容れられるた

めには,民間非営利公益団体のガバナンスやアカウンタビリテイの確立はもち
ろんのこと,民間非営利公益団体や事業活動プログラムに対する支援税制を正
当化する根拠が精査されなければならない。

支援措置の根拠や存在意義などについては,大 きく分けて,①課税除外措置
と公益寄附金税制とを分けて検証する方法と,②双方を一体して検証する方法
がある。また,この課題の検証においては, これまで見てきたように, 日米と

も,従来からの「公益 (public interest)」 ないし「公益の増進 (pubic benent)」
を規準とする考え方が支配的である。

この考え方に加え,近年アメリカの租税理論学界では,「正義論 (theories of
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justice)」 を規準に支援税制を検証しようとする動きが強まってきている。この

背景には,公益 =不特定多数の利益あるいは最大多数の幸福という功利主義的

な定説に対する疑間が大きくなってきたことがある。

人々の価値観が相対化・多元化するなか,確かにひとつの正義原理に合意を

得ることは容易ではない。しかし,税制上の支援措置は,少なくとも多くの人

たちが不正義ではないと合意できる規準やかたちにおいて,講 じられる必要が

ある。こうしたところに,正義論に基づく非営利公益団体に対する支援税制正

当化の根拠づけが続けられている背景がある。

注

1)本稿において,特 に断りのない限り,「団体」という文言は,法人格を有しないも

の (人格のない社団等,任意団体)は もちろんのこと,法人格を有するものも含む意味

で使っている。

2)オ出論「欧米主要国のNPO法制と税制」ジュリスト1105号参照。

3)こ こで「本来の活動」ないし「本来の事業」とは,例えば,公益法人にあつては「公

益事業」,宗教法人にあつては「宗教活動および公益事業」をさす。また,特定非営利

活動法人 (NPO法人)にあつては,「特定非営利活動に係る事業」をさす。これらの事

業活動は,一般に「非収益事業」と呼ばれる。本来の事業活動から上がった純益 (=収

益一費用)は課税除外とされる。

4)団体 (法人)を課税除外にするのに加えて,個別の公益的な事業活動 (プログラム)

を課税除外とするかたちがある。

5)わが国では,非営利公益性の高い団体には,収益事業に対するみなし寄附金や軽減

税率の適用がある。すなわち,収益事業を営む場合で純益が出た場合には,一定限度ま

で課税が行われず (みなし寄附金),ま た,課税される残り部分には軽課税率の適用が

ある。ちなみに,わが国の収益事業に相当する事業を,ア メリカでは,「非関連事業

(unrel■ed business)」 と呼ぶ。

6)学問上,一定の審査を経て課税除外とされる「免税 (tax exempuOn)」 と,当然に

課税除外となる「非課税 (tax exclusion)」 とは異なる。ただ,最近の課税取扱では,

区別は不明確,意識的に「非課税」という言葉が使われ,「免税」という言葉は避けら

れているきらいもある。

7)た だし,課税除外とされた部分および税引き後の収益事業所得は分配できず,内部

留保ないし本来の事業活動に充当されなければならない。

8)公益寄附金は大きく,団体 (法人)に対する寄附と個別の事業活動プログラムに対

する寄附 (指定寄附金)と に分けることができる。

9)所得控除 (tax deductiOn)方式と税額控除 (tax credit)方 式の選択肢がある。もっ

とも,後にふれるように,公益寄附金税制の構築にあたり, どちらの方式が好ましいの
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かについては,不毛に近い議論が展開されている。

10)公益寄附金税制については,①納税者が寄附金を支出した場合の控除・損金算入限度
額と,②寄附金受け入れ側 〔控除・損金算入対象となる寄附金を受け入れる一定の法定
要件を充たした公益性の高い適格非営利公益団体 (法人)〕 および事業活動プログラム

の選定が重い課題となる。わが国の場合,「適格非営利公益団体 (法人)」 とは特定公益

増進法人や認定 NPO(特定非営利活動)法人,「事業活動プログラム」とは指定寄附金
をさす。一方,ア メリカの場合,適格非営利公益団体 (法人)と はパブリック・チャリテイ

(public charities)を さし,事業活動 (プログラム)と は諸州のタックス・チェックオフ

(tax check― ols)を さす。拙論「日米におけるタックス・チェックオフの展開―わが国

での使途選択納税制度・受配者指定寄附制度の展開」白鴎法学12巻 1号参照。

11)本稿では,基本的には従来からの三分論にしたがいながらも,近年の「分配的正議論
(distribuuve jusuce)」 からの支援措置については,一体論に傾注したかたちで分析・紹

介する。

12)第 13回帝国議会衆議院所得税法改正に係る審査特別委員会速記録 (第 1号)3～ 4頁
参照。

13)ち なみに,わが国の公益社団法人・公益財団法人の場合も,法人関係者に特別の利益
を与えないこと (公益法人認定法 5条 3号),定款への残余財産の継承的処分の明記 (同

5条 18号 )の ように,公益用財産の私的流用を禁上している。こうした要件の設定は,
法人実在説,非営利公益法人は独立の納税主体とする見解に対応する意味合いも強い。
14) See,Boris I Bittker&George K.Rahdert,The Rationde for Exeinpting Nonpront

Organizations iom Corporate lncolne Taxation,85 Yale L J 299(1976)

15)わ が国における非営利性についての分析として,林寿二『公益法人の研究』 (1972年 ,

湘南堂書店)28頁以下参照。

16) See,Johnny Rex Buckles,The Case fOr the′ raxpaying Good Samaritan:Deducting

Earinarked′rransfers to Charity Under Federal lncorne Tax La、 v,Theory and POlicy,

70:Fordham Iン  :Rev.1243,1284-96(2002).

17) See,Henry B.Hansrnalm,The Rationale for Exempting Nonpront Organizations"Om

Corporate lncome Taxation,91 Yale L.J.54(1981)

18) Henry C.Slinons,Personal lncoine Taxation:The Deinition of lncome as a PrOblem

of Fiscal Policy 50(1938)

19)ち なみに,本稿では,所得概念の視角からの詳細な検討を行っていない。See,a■
Boris I Bittker,A“ Colnprehensive Tax Base''as a Goal of lncome Tax Reform,80

Harv.L Rev.925,932(1967); R A.� lusgrave,In iDefense of an lncOme COncept.81

Harv.L.Rev 44,56-57(1967),Victor′ rhuronyi,``′ rhe COncept Of lncorrle,''46 Ta:xL

Rev 45,46(1990):Richard Goode,The Economic iDefinition of lncOrne,in

Colnprehenslve lncome Taxa」 on l-10(Joseph A.Pechinan ed"1977).

20)後述のように,幸福増進規準功利主義 (happiness― based utilitarianism)に 基づき,
幸福増進に資する非営利団体や事業活動 (プログラム)を幅広く課税除外にすべきであ

るとする考え方がある。本稿 II12(2)参 照。
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21)

22)

See,′.g,Private.Letter Ruling 88-49-023(Dec.9,1988)

See,Steven A Bank,“ Entity′ rheory as DИ lyth in the Origins of the Corporate lncorne

Tax,"43ヽ Vm.&Mary L.Rev.447(2001).

See,Johnny Rex Buckles,'The Colnmunity lncome 
′
Theory of the Charitable

(1)ontribution II)eductions,''80 1ndiana ll′ J.952(2005).

See,Stanley S.Surrey& Paul R ′ヽIcDaniel,Tax lExpenditures(1985, Harvard U

P)なお,邦文の研究としては,拙論「租税歳出概念による租税特別措置の統制」『アメ

リカ連邦税財政法の構造』 (1995年 ,法律文化社)14頁以下参照。

わが国に場合,任意団体,特定非営利活動法人 (NPO)法 人,非営利型の一般社団法

人・一般財団法人 〔完全非分配法人や共益法人〕などは,本来の事業に対する法人税が

課税除外となっている。これは,NPO/NGOに 対してみだりに課税権力が介入しないよ

うにし,市民の結社権を保障する意味でも重要な意味を有している。

なお,「公益」とは何かについては,本稿Ⅱ 公益寄附金税制の根拠において詳説する。

井上恵行『宗教法人法の基礎的研究 〔改訂版〕』 (1972年 ,第一書房)354頁 以下参照。

碓井光明「宗教法人の現状と問題」ジュリスト増刊総合特集33号『日本の税金』(1984

年,有斐閣)129頁参照。石村耕治編『宗教法人税制と法制のあり方』 (2006年 ,法律文

化社)30頁以下参照。

詳しくは,金子宏『所得課税の法と政策』 (1996年 ,有斐閣)参照。

See,Bittker&Rahdert,“ The Exemption of Non― Prolt C)rganizations from Federal

lncome Taxation,''85Y』 e L J299,at 314′ ′sισ(1976)

See,:Mark P.Gergen,“ The Case for a Charitable Contributions Deduction,''74 Va L.

Rev.1393,at 1398(1988)

.拙論「使途選択納税と租税の法的概念」獨協法学80号81頁以下参照。
1 納税者が,法定税額を,直接政府 (国や地方団体)に納付するか,あるいは国等に対

して寄附金のかたちで支出しても,いずれにしろ政府の懐に入金することになる。この

ことが,国等に対し支出した寄附金を所得計算上控除・損金算入を認めている理由であ

ろう。 もっとも,国 と地方団体 を一体 として とらえ,あ らゆる政府間寄附

(intergovernmental donations)を 一律に,所得計算上控除・損金算入を認めることに

は異論もあり得る。

| わが国では, しばしば「公共」と「公益」との違いが問題になる。この点,例えば,

法人税法は,収益事業を含めて法人税が課税除外となる別表第 1「公共法人の表」と収

益事業を除いて法人税が課税除外となる別表第2「公益法人等の表」とを峻別している。

これに対 して,ア メリカにおいては,「公財 (publc goods),公 サービス (publc

services)(あ るいは,公財や公サービスが持つ「公益 。公益増進 (pubic benents)」 )は ,

政府機関 (公共機関)は もちろんのこと,非営利公益団体 (NPO/NGO)に おいても提

供できるとされる。また,ア メリカ連邦法人課税上,原則として政府機関の収益事業は,

NPO/NGOの 行う収益事業と同等に,法人課税の対象となる。このように,ア メリカに

おいては,わが国でいう「公共」と「公益」との区分は必ずしも明確ではない。

1 林寿二『公益法人の研究」 (湘南堂書店,1972年 )21頁以下参照。

23)

24)

25)

26)

28)

29)

30)

31)

32)

33)

34)

35)
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36)環境権とは,一般に「健康で快適な環境の回復・保全を求める権利」と定義され,具
体的には日照権,静穏権,眺望権などを指すとされる。環境権を認める根拠条項としては,

憲法13条 に加え,憲法25条 〔生存権〕をあげることができる。

37)公益法人実務研究会編『新訂 公益法人の理論と実務』 (公益法人協会,1981年 )21頁
以下参照。

38) See,Lorralne Eden&Melville L.:McMillan,Local Public Goodsi Shoup Revisited,in

Retrospectives on Public Finance 178(Lorraine Eden ed,1991)at l13-115.

39)See″ 3,Henry Aaron&Martin McCuire,“Public Goods and lncome DistributiOn,''

38 Econometrica 907,915-16&note b(1970).ち なみに,非競合性と排除性不能性・排

除不可能性の 2つの性質を兼ね備えた完全な純粋な公財ないし公サービス (pure public

goods or service)は ,国防や外交に加え,司法が警察などに限られる。多くの公財な
いし公サービスは, さまざまな割合でこれら2つの性質を有しており,準公財ないし準

公サービス (4%ゐグpublic goods or service)と も呼ばれる。公園や図書館,市民ホール

などがあてはまる。

40)社会の安寧に資するという意味では,正の外部性 (posltive extemalities),と りわけ「技
術的外部性」 (市場を通さずに影響を及ぼすという意味での外部性)に社会の利益にプ

ラスに作用すると見ることができる。

41)第一セクター (政府部門)にある公的機関は,憲法上宗教活動が禁止されている。憲
法学では,宗教活動に該当するかどうかの判定にあたっては,「 目的効果基準」が用い

られている。目的効果基準とは,公的機関の行為の目的が宗教的意義をもち,その効果
が宗教に対する援助,助長,イ足進または圧迫,干渉等にあたるかどうかをもって,憲法
20条 3項にいう「宗教的活動」に該当するかどうかを判断するものである。宗教活動に

対する各種課税除外 〔課税しないとする〕措置は,「租税歳出 (tax expenditures)」 に

あたり,その効果が宗教に対する援助,助長または促進につながるかどうかは精査を要

するところである。また,逆に,宗教活動に課税するとした場合,政府による課税行為
が宗教に対する圧迫,干渉等にあたらないのかどうかも問われる。

42)も っとも,先 に指摘したように,こ こで問われる公益性あるいは公益増進性とは,憲
法が保障する信教の自由や教育の自由がかかわる宗教活動や教育活動 (本来の事業活動)

についてではなく,団体 (法人)の組織や運営などについて法令遵守がなされているか

どうか,すなわち,いわゆるガバナビリテイ,ア カウンタビリティなどについてである。

43)See,James J Fishmal&Stephen Schwarz,TaxatiOn Of Nonpront Organizations(2nd

ed_2006)at 652.

44) See,Miranda P Fleischer,“ Charitable ContributiOns in an ldeal Estate Tax,"60′ rax

L Rev,263(2007).

45)こ こでは,必ずしも非営利公益団体に対する課税除外措置正当化の根拠と公益寄附金
税制正当化の根拠とが明確に峻別されたかたちで論的展開が行われているわけではな

い。

46) See,Willialn D.Andrews,“ Personal Deductions in an lde」 Inc01ne Tax,''86 Harv L

Rev.309,at 344-75(1972)こ れに対して,非営利公益団体の所得は,営利団体の場合と
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47)

同様に「所得」測定は可能であるとする見解がある。この考え方によれば,個人の支出

した公益寄附金は消費 (したがって所得)を構成する。また,公益寄附金控除制度は,

非営利公益団体を支援する租税歳出にあたるとする見解がある。See,Henry B.

Hansmann, “
′
rhe Rationale for Exeinpting Nbnproit C)rganizations froln Corporate

lncome Taxation,"91 Yde L J 54,at 59-62(1981)

この考え方の下では,公益団体に対する政府からの直接補助金よりも,寄附金控除・

損金算入を通じた支援の方が,一定の要件を充足すれば自動的に歳出が認められること

になることから面倒な価値判断を必要とせず,合理的 `効率的であるとの視点が強調さ

れる。 See,′ g,Mark P.Gergen,“ The Case for a Charitable Contributions Deduction,"

74 Va.L Rev 1393,at 1399-1406(1988)

この考え方の下では,寄附者の選択で公益団体へ寄附金を支出することは,公益団体

の多元化に資することなる点が強調される。納税者が自らの判断で,好 ましい公益団体

にマッチング・グラント (マ ッチング寄附)を支出する仕組みに相当し,その結果,社

ムの多元化に貢献するとされる。See,Saul Levmore,“ Taxes as Ballots,"65U.Chicago L

Rev 387,at 405(1998):lvlatching Grants for Charitable Contributions:A Substitute for

the lncorne 
′
I｀ ax Deduction,'' 27 

′
I｀ax :L Rev. 377, at 379-80, 390-94, 396-99: David .ヽ4

Schizer,Subsidizing Charitable Contributions:Incentives,Inforrnation and the iPrivate

Pursuit of iPublic lGOals 9-10(Columbiaヽ Vorking F)aper Series, Paper iNo. 327, 2008),

available at:http://papers.ssrn.corn/paper.ta」 Pabstract_ld=1097644.

See,�lark Gergen,“ The Case for a Charitable Contribution Deduction,''74 Va.L.Rev

1393,at 1398-406(1988).

See, BurtOn iへ  ̈ VヽeisbrOd, 
′
「 oward a Theory of a Voluntary :Nonpront Sector in a

′
「 hree Sector Econolny,in Susan Rose― Ackerinan(ed),′ Fhe Economics of Nonprolt

lnstitutions(Oxford lJ.P,1986)21,at 30-31

See,Timothy J Goodspeed&Daphne A Kenyon,“ The Nonpront Sector's Capital

Constrainti DIoes lt PrOvide a Rationale for the Tax Exemption Granted to Nonprolt

Firms?,"21 Pub Fin Q 415(1993).

近年, イギリスでは,チ ャリテイ (公益団体)制度改革および社会的企業構想を実施

した。この制度改革および構想の一環として,地域社会益会社 (CIC=Community
lnterest Company)と いう,社会的企業 (social entettrise)向 けの新たな認定・登録

法人制度を発足させた。なお,邦文による分析として,拙論「イギリスのチヤリテイ制

度改革 (1)・ (2)」 白鴎法学15巻 2号 ,18巻 1号参照。

See,Saul LevlnOre,“ Taxes as Ballots,''651J Chi L Rev.387,at 416(1998)

I See,generally,:Mark A.Hall&John D Colombo,“ The Donative Theory of the

Charitable Tax Exemption".52 0hio StLJ.1379(1991):John D.C010mbo&:Mark A.

IIall, Dlonative′ rheory of the Charitable'Tax Deduction(The Perseus Books Group,

1995); John I). Cololnbo, ``′「 he 4ヽarketing of Philanthropy and the Charitable

Contribution iDeduction:Integrating Theories for the Deduction and Tax IExemption,"

36 Wake Forest L Rev 657(2001)近年,わが国でも,パブリック・サポート基準は,

48)

49)

50)

51)

52)

53)

54)
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55)

3 非営利公益団体課税除外制・公益寄附金税制の根拠をさぐる

NPO法人などの控除・損金算入対象寄附金の受入れ資格認定の判定基準 として採用を
強める動きがある。

See,Anup Malali&‐ Eric A.Posner,“ The Case For‐Pront Charities,''93 Va.L Rev

2017(2007).

See, Miranda lP. FleiSCher, ``′ :ΓheOriZing the Charitable 
′
I｀ ax Subsidies: The Role of

Distributive Justice,"87 Wash U.L.Rev巧 05(2010〉 フライシャーは,分配的正義の規
準から公益寄附金制度を精査することを回避するのは,チ ャリティ (非営利公益団体活
動)の真の目的を理解 しないばかりか,公益寄附金を支出することが持つ納税者自身の
よる “自発的再分配 (voluntary redistributiOn)機能"の軽視につながる, と説 く (Id"
at 506)。

なお,紙幅が限られているため, この部分を未掲載とした。報告 したこの部分や資料
を含め,詳細は,自 鴎法学19巻 1号に掲載する予定である。

幸福規準功利主義 (httpmess― based ut� tarimism)と 呼ぶこともできる。

See,ι .g,Arthur C.Brooks,Gross Nationd Happiness:Why Happlness D4atters for

Alnerica and IIowヽVe Can Get �lore oflt(Basic Books,2008)at 41-56.

See,Rob Atk� lson,“Altruism in Nonpront OrganizatiOns,''31B.C.L Rev.501,at 618

628-9

See,ι g J.Bankinan&T.Grimtll,“ SOcial・ Welfare and the Rate Structure:A New

Look at PrOgressive TaxatiOn,''75 Cal L.Rev 1905,at 1949-50(1987);Linda Sugin,

“Theories of Distributive Justice and Limitation On Taxation:ヽVhat Rawis Deinands

from Tax Systein,'' 72 Fordham L. Rev 1991, at 1993-4(2004); Joseph E Stglitz,

Econornics Of the lPublic SectOr at 102(ヽ へ7ヽV Norton 3rd ed.2000)

See, lVIiranda P. Fleischer, “
′
rheOrizing the charitable l｀ ax subsidies: 

′
rhe Role of

Distributive Justice,87ヽ Vash U :L :Rev.505,at 564-6(2010)

56)

57)

58)

59)

60)

61)

62)

(い しむら。こうじ=税法学)
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4 討論 市民公益税制の検討

〔司 会〕
梅原 英治 (大阪経済大学・財政学)
浪花 健三 (立命館大学・税法学)
〔討論参加者〕(発言順)

黒川 功 (日本大学・税法学)/後藤和子 (埼玉大学・財政学)/伊川正樹 (名城大
学・税法学)/石村耕治 (白鴎大学・税法学)/望月 爾 (立命館大学。税法学)/
鶴田廣巳 (関西大学・財政学)/安藤 実 (静岡大学・財政学)/高沢修― (大東文
化大学・税務会計学)/富岡幸雄 (中央大学・税務会計学)/吉田展洋 (生蘭高等専

修学校・税務会計学)/武石鉄昭 (税理士・税法学)

司会 (梅原英治)そ れでは討論を始め
ていきたいと思います。 3人の先生方の

ご報告に対して質問がたくさん出ており

ますので,報告の順番通りに進めていき

たいと思います。

質疑応答に入る前に,今回「市民公益

税制の検討」というテーマを選定した理

由をご説明しておきたいと存じます。

これまで当学会では,消費税や法人税 ,

所得税,相続税など,比較的大きな税目

をテーマとして大会を開催してまいりま

したが,今回は重要だけれども,従来と

比べるとややマイナーなテーマを取り上

げました。

その理由の第 1点は,いわゆる「公益

法人 3法」(①一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律,②公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律 ,

③一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律及び公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律の施行に伴う関
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係法律の整備等に関する法律)が20()6年

5月 に成立し6月 に公布,2008年 12月 に

施行されまして, 5年間の移行期間を経

て, 2013年 には新十日度に移るということ

で,現在は新制度に移る過渡期の中にあ

りますので,こ ういう公益法人制度改革

についての検討が必要ではないかという

のが第 1の理由です。

2点 目は,昨年の9月 に政権交代がご

ざいまして,鳩山内閣において「新しい

公共」が提起されるとともに,政府に円

卓会議が設置され,それに基づいて税制

調査会市民公益税制プロジェクトチーム

の中間報告などが出され,寄附税制の改

正案が税制改正大綱に盛り込まれると思

われます。市民公益税制が2011年度税制

改正の焦点の 1つ となっておりますの

で,ぜひ取り上げたいというのが第 2の

理由です。

3点 目は,当学会ではこれまで市民公

益税制,あ るいは公益法人税制改革,



NPO税制については取り上げておりま
せん。当学会の持ち味は財政学,税法学 ,

税務会計学という3つの学問分野から租

税について総合的にアプローチしていこ

うというところにありますので,市民公

益税制についても当学会の持ち味を活か

してアプローチをしていくことが社会的

にも,学界的にもお役に立つのではない

かということでございます。

4点 目は,今,現下の税制改革論議の

最中にございますので,当学会での議論

が何らかの形で税制改正論議に影響を与

えられたらと思う次第です。

以上のようなことからテーマを考えた

次第です。

1 後藤報告について

司会 (梅原)さ て,1番バッターの後
藤先生にいくつかの質問が寄せられてい

ますので,後藤先生に対する質問から行

いたいと思います。

まず,日 本大学の黒川先生からお願い

したいと思います。

黒川功 (日本大学)日 本大学の黒川で
ございます。先生のご報告の中で,

NPOは準公共財を提供するというご説

明があったと思いますが,実は私,現時

点でも公共財とは何かということをはっ

きり理解できているとの自信がありませ

ん。さらに今度は「準公共財」という言

葉が出てきました。これは公益性の概念

ともつながる重要な問題だと思いますの

で, どういう概念なのか,追加してもう

4 討論 市民公益税制の検討

少しご説明をいただきたいと思います。

また,国境を越えた公益性というご報告

でもありましたので,こ の点との絡みも

あわせてご説明いただければと存じま

す。

後藤和子 (埼玉大学)ど うもありがと
うございます。まず,公共財とか準公共

財というのは,公共経済学という経済学

の分野での定義となっていまして,石村

先生のレジュメの21ペ ージの囲みで,

「『公益』とは,ある者がそれを費消した

としても,他の者はその費消を制限され

な い よ うな利 益 を さす (non‐ rival

goods)」 ということで,「非競合性」と

日本語では訳しますけれども,そ ういう

性質がある財。それから,その下に「排

他的でない利益をさす」ということで,

だれかが消費したとしても,ほかの者が

「その利益の利用を排除されないような

利益をさす (non―exclusive g00ds)」 と

書いてありますけれども,こ れは「非排

除性」と呼んでいます。この 2つ を満た

すものが純粋な公共財になります。

やさしく言いますと,国防,警察,あ

るいは灯台であるとかで, この 2つ を純

粋に満たす公共財というのはそんなにた

くさんはないと思います。それを利用者

の側から見ると,税金だけで賄っている

ようなサービスは公共財と呼んでもいい

と思うのです。ですから,さ っき言った

国防,警察,あるいは灯台というものは

純粋な公共財と言うことができるという

ことです。

それに対して準ずる公共財というの
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は,今日ますます増えているようなサー

ビスでして,教育,医療,福祉サービス,

それから文化もそうですけれども,利用

者が一定の利用料を払いながら税金との

ミックスでやっているような財になりま

す。

それはなぜかというと,完全な公共財

ではないからということで根拠づけられ

ると思うのですけれども,大東文化大学

も学生さんの授業料あるいは寄附,それ

から政府の補助金ということで,その政

府の補助金のもとは税金ですけれども,

そういうふうに財源もまざっております

ので,大学に来るということは,本人の

便益にもなるし,社会全体の便益にもな

るということで,私的な性質と公共的な

性質を合わせ持っているものを「準ずる

公共財」と考えていただければいいかと

思います。

そうすると,国境を越えて成立する「準

ずる公共財」とはどういうものかという

ことですけれども,世界遺産に登録され

たようなものが例として挙げられるかと

思います。例えば,エジプトのピラミッ

ドが登録されているかどうか, ちよっと

覚えていませんけれども,訪れた人ある

いはエジプト人にとっては便益になる。

日本人で訪れていない人にとっては,見

ていないのですから直接的な便益にはな

りませんけれども,オ プション価値,つ

まりいつかは行くかもしれない,あるい

は存在していることそのものに価値があ

るといったような形で存在しているの

で,純粋な公共財と言ってしまうと,完
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全に税金で賄ってというふうなことに

なってしまいますから,そ うではなくて,

一定観光収入なども得て維持していくと

いう意味合いからいうと,国際的な準ず

る公共財と言ってもいいのかなという気

がいたします。そんな説明でよろしいで

しょうか。

黒川 私は専門が税法ですので,つい実
務的な話になるのですが,制度をつくる

場合には,どこかで保護をする, しない

という基準を設けて,措置が分かれるわ

けですね。そのときに準公共財という概

念が鍵となるわけですが,便宜的であれ

何であれ,その概念の外延というものを

どこかに設定できるのか,現時点では難

しいのか,その点だけもう少しご説明を

お願いしたいと思います。

後藤 ご質問の意味がよく分からなかっ
たのですけれども。

黒り11 つまり私的な性格と純粋な公共財

の両方の側面をもっている中間的なもの

であるということですが,それを言って

しまうと,公立図書館の図書であるとか,

何かの記念館の展示物であるとか,厳密

に言うと中間的な性格を持つようなもの

が幾らでも考えられるわけです。制度を

運用する上では, どこかで線引きをしな

ければいけない。それを判別する基準と

いうものは便宜的であれ何か考えられる

のでしょうか。両方の要素をもっている

という一般的属性そのものではなくて,

我々が考えるのは,制度上それらは保護

するかしないかのどちらかに扱う必要が

出てくるわけですから,それを分ける基



準のようなものは考えられるのでしょう

かということです。

後藤 分野を越えたお答えというのはな
かなか難しいなと思ったのですけれど

も, non‐ rival gOOds と nOn_exclusive

goodsの 要件を2つ とも完全に満たすよ

うな財は限られていて,どちらかが不完

全であるという財があれば,それを準公

共財と呼んでいて,む しろ準ずる公共財

の方が公共サービスとしては増えている

のが現実だと思いますので,経済学的に

線を引くのは非常に難しいのではないか

と思うのです。

だから,線を引くとすれば人為的に決

めるということだと思うのですけれど

も,決めることにどういう意味があるの

かは,私はちよっと分からないというか,

現実にも多様な財源で,つ まり政府のお

金も入り民間のお金も入って支えられて

いるものとかたくさんありますし,それ

から,企業であっても公益性を持つのだ

という議論も最近ではされてきています

ので,私と公の境界線というのは非常に

揺らいでいるというか,ボーダーが絶え

ず動いている状況ではないかと思うの

で,そ こに1つの考え方で線を引くとい

うのは難しいと思います。

だからこそ,先ほど言いましたように,

ヨーロッパでも,公益とは何か,つ まり

公益団体というのはどういうものかとい

う定義が,27カ 国あれば27カ 国に展開が

分かれることになっているのかなと思い

ます。

司会 (梅原)よ ろしいでしょうか。そ

4 討論 市民公益税制の検討

れでは次に,名城大学の伊川先生にお願

いします。

伊川正樹 (名城大学)名城大学の伊川
です。後藤先生からオランダ,特にヨー

ロッパの状況を詳細にご報告いただきま

して,あ りがとうございました。現在,

寄附というものがどのように扱われてい

るかという状況がよく分かりました。

私の質問は,先生のご報告の中で特に

私が興味を覚えましたのは,オ ラングの

税制において,外国のNPOであっても,
それに対して寄附をした場合に, オラン

ダの税として控除を認めるという制度に

ついてですが, オランダではどのような

根拠に基づいてこのような制度が容認さ

れているのか。おそらくそれには理論的

な説明と政策的な根拠あるいは法的な根

拠等,いろいろな根拠のレベルがあると

思いますが,お分かりの範囲でそのあた

りをさらにご教示いただけたらと思いま

す。

あわせまして,そ ういった制度を導入

するに当たって,様々な問題も指摘され

ているのではないかと思いますが,そ う

いう中で法的な問題,現実の問題等々に
ついても補足して教えていただけたらと

思います。それに対しての国内での一般

的な評価がどういうものかという点につ

いてご教示いただけたらと思います。

後藤 ありがとうございます。ご質問に
ついて,改めて聞いてみなければいけな
いこともあるので,確定したお答えには

なっていないと思うのですけれども,プ
レゼンの中でも申し上げたとおり, こう
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いう寄附税制について外国のNPOに も

適用するときには,おそらくEUにおけ

る税制のハーモナイゼーションの基準,

あるいはEUにおける経済のハーモナイ

ゼーションの原則というのを考えてやっ

ていると思うのです。何の基準もなく

やっているとは思えないので (追記―
なぜ日本の NPOがオランダに登録して

寄附金控除の対象となれるのかに関して

は,後藤論文を参照されたい)。

1つ は,寄附なども資本とみなして,

資本移動の自由を妨げてはいけないとい

うのが根拠になる。

もう1つ は, ヨーロッパ人であれば全

部同等に扱うというのがありまして,

NPOに ついても,EU内 のNPOであれ

ば同等に扱うべきである。たとえ外国に

あるNPOに 対しても,そこに寄附をし

たとしても寄附控除が受けられるという

ふうに同等に扱うべきであるということ

もあるかと思います。

私の友人 (エ ラスムス大学法学部 S・

ヘメルス教授)がさらに言っているのは,

結局そういうことをしないと,国境を越

える公益があるものについての寄附者の

選択を,つ まり納税者の選択の範囲を狭

めてしまう,あるいは,フ ァンドレイジ

ングの可能性を狭めてしまうということ

を主張している税法の研究者がいるとい

うことです。それについて憲法上の法的

根拠はあるのかというのは分かりませ

ん。法的には特に問題はないと思うので

す。EUの裁判所でも,資本移動の自由,

それから同等に扱うということについて

88

は,そ ういう判断を示しているというこ

とが論文に書かれていますので,特に問

題にはならないと思います。

ところが, この制度を導入してみたの

ですけれども,実際に登録したのは29の

外国NPOと いうことで,思ったより進

んでいない。大体こういうことをオラン

ダがやっているというのは知らないわけ

です。日本人で知っているのは私ぐらい

ではないでしょうか。つまり,イ ンター

ネット上にオランダ語でそういうことが

書かれていたとしても,オ ランダ語が読

めないと分からないわけですし,それか

らNPOの基準もオランダ語で書かれて

いたらオランダ語ができないと登録でき

ないことになりますから,隣国であるべ

ルギー, ドイツ, フランスあた りの

NPOあ るいはイギリスが登録をしてい

るといった状況で,今のところ29です。

だから問題になるとすれば, こういう制

度の適用は,作ってはみたものの思った

ほどグローバル化していないということ

で,何が国境を越えた寄附のバリアーに

なっているのかということで彼女は論文

を書いたのだろうと思います。

オランダというのは海外に対してとて

もオープンな国でして,例えば外国資本

をひきつけたいということで,法人税上

も配慮して,海外企業の子会社が来たと

きにいろいろな優遇措置をやっているの

はご承知のとおりですし,ほかに才能の

ある人たちもひきつけたいということ

で,高学歴で才能があって所得が多い外

国人がオランダに移住して所得税を払う



場合には,所得の30%を非課税にする。

そういうことを10年間やるから, とにか

く才能のある人に来てということで,海

外からいろいろなものをひきつけたいと

いう税制をやっていますので,そ ういう

意味で非常にオープンな税制をとってい

ます。

それから,小 さな国なので,やはりあ

ちこち周りを見ていないとやっていけな

い。もともと貿易に強い,流通に強いこ

ともあって, アメリカとヨーロッパと両

方を見ながら舵取りをしている。変化に

対して対処するのが早い国です。ですか

ら,リ ーマンショック後,財政赤字削減

ということで,ばさっとかなり大胆な歳

出カットも今やっていて,それに対して

ものすごいリアクションも起きていると

いった現実もあるようです。

石村耕治 (自鴎大学)基 本的には,寄
附金に関する租税条約です。アメリカと

かでは,公益寄附金控除・損金算入に関

する二国間租税条約を結んでやっていま

す。例えばアメリカとイスラエルの間で

は,相互主義でやっています。つまり,

アメリカの納税者がイスラエルの公益団

体に寄附金を支出した,あるいは逆に,

イスラエルの納税者がアメリカの公益団

体に寄附金を支出した場合,相互に自国

の納税者の確定申告にあたり公益寄附金

控除・損金算入を認め合うという形で

す。あとは,租税条約を結んでいない国

との間では,片務的対応,つ まり国内税

法で,外国の公益団体に寄附金を支出し

た場合には,所得控除・損金算入を認め
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る形でやっています。ただ,EUで は,
マルチラテラルな条約,つ まり公益寄附

金控除・損金算入に関する多数国間条約

を定めて,加盟各国が条約条項を自国の

国内税法に採用する方向を目指していま

す。あくまでも,税法上の公益寄附金控

除・損金算入の仕組みに限って言えばで

す。

伊川 ありがとうございます。私の質問
へのご回答は理解いたしました。こうい

うご質問をしましたのは,今回の後藤先

生のご報告のテーマとして国境を越える

寄附税制をどのように理論化できるかと

いうご提案でしたので,オ ランダがこう

いうことをやっているという背景を分析

すれば,も う少しこの辺が見えてくるか

なという趣旨でご質問をいたしました。

ありがとうございます。

後藤 ありがとうございます。
司会 (梅原)あ りがとうございました。
では,次に立命館大学の望月先生にお願
いします。

望月爾 (立命館大学)立 命館大学の望
月でございます。後藤先生の,特にオラ

ンダのお話については非常に参考になり

ました。私からは, グローバルタックス

との関係について質問をさせていただき

たいと思います。まず,本テーマでグロー

バルタックスについて触れられた理由や

動機をお聞かせください。というのも,

グローバルタックスというのは,先生も

おつしやつていたように,税制の中で国

際公共財の財源を強制的に徴収する仕組

みをとります。それに対して,寄附金税
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制の場合は,あ くまで任意の中で行われ

るものなのですけれども,寄附金税制と

の関連で, グローバルタックスを取り上

げられた理由について補足的にご説明い

ただけないでしょうか。

後藤 ありがとうございます。国境を越
える寄附について,二国間で租税条約を

結ぶ,多国間で結ぶ,あ るいは自発的に

協調していれば済むということでもなさ

そうなのです。それで,何らかのハーモ

ナイゼーションが必要だし,提案として

はヨーロッパ財団というものをつくっ

て,そ こに1回登録すれば,ある公益に

ついては27カ 国適用すればいいではない

かという議論も起きているということ

で, どういう理論が,法を使って理論化

できるのかということを考えていったと

きに,国家を越えた機関はない,世界政

府というのはないのですけれども,そ う

いうレベルでのハーモナイゼーションを

考えなければいけないのではないかと

思ったので,それに近い議論をしている

ものはないかと思ったら, グローバル

タックスというのがちようど出ていまし

たし,国際連帯税というのもちょうど国

境を越える寄附税制と時期的にも同じぐ

らいに始まっているということもあっ

て,取 り上げてみたわけです。

諸富徹先生 (京都大学教授)が書いて

いるグローバルタックスの定義は,課税

対象となる経済活動が国境を越えている

とか,国際公共財供給の財源調達となる。

それから,課税主体が単一の国家ではな

くて,複数の国が協働して課税したり,
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超国家機関が課税するという定義をされ

ています。しかも3つの要件を満たすグ

ローバルタックスは存在しないとみずか

らおっしゃっているのですけれども,国

境を越える寄附税制の扱いについても,

経済活動が国境を越えるとか,国際公共

財供給の財源調達となるというのはその

とおりです。

3番 目については, ここが非常に悩ま

しいところで, ここをどのように理論化

できるかというのがたぶん今後の課題に

なると思います。それは今までのような

考え方ではたぶんできないので,植田和

弘先生 (京都大学教授)な どは「重層的

ガバナンス」という概念を出しておられ

て,つ まリフィスカル・フェデラリズム

でも説明がつかないので,今後は政府間

だけではなくて NPOや NGOも 加えた

重層的ガバナンスという概念を出してお

られたりするのですが,そのような視点

も検討していく必要があるのではないか

と考えていますけれども, どのように理

論化したらいいのかはヨーロッパでも議

論中ということですし,私も今すぐここ

でお答えすることはできないのですけれ

ども,考えてみたいと思っています。

望月 ありがとうございます。
もう1点。先生はオランダにお詳しい

のでお伺いしたいのですが,オ ランダで

グローバルタックスあるいは国際連帯税

についてどのような議論があるのでしょ

うか。先ほどのご報告の中では航空券連

帯税を一度導入したのだけれども,どう

も隣国の空港と近いので,そちらの方に



乗客が流出してしまって,結局取りやめ

てしまったというお話でしたが,そのあ

たりの事情もお聞かせください。一方で,

通貨取引や金融取引に対する課税という

議論もヨーロッパで出てきているのです

が,オ ランダは今こうした議論に対して

どのようなスタンスをとっているのかに

ついて,補足的に質問させていただきま

す。

後藤 先生が最後におっしゃった点につ
いて最新の状況を知りませんので聞いて

みたいと思います。現時点でどういう展

開かというのはちゃんと聞かないと,無

責任な答えをしてはいけないので,そ う
いうことにさせていただきたいと思うの

ですけれども,オ ランダの議論というの

は,オ ランダの税法の人たちと議論をし

ていても非常に実践的というか,現実的

なことを考える人たちだなという印象を

持っています。ですから,国際連帯税と

いうのが概念としては良くても,実際に

導入してみてうまくいかなければぱっと

廃止するということで,短い期間で廃止

してしまったようですし, グローバル

タツクスという考え方も出てきているけ

れども,それが実際にどういうふうに機

能するのか,あるいは国内法,それから

EU全体のハーモナイゼーションのルー

ルという点ではどうなのかということ

で,実際にはそんなに簡単にはいかない

わけです。そういうことで,議論の最中
ではないかと思います。

司会 (梅原)あ りがとうございました。
では,続いて関西大学の鶴田先生,お願
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いします。

鶴田廣巳 (関西大学)関 西大学の鶴田
です。先ほどの後藤先生のご報告は非常

に面白いご報告だったと思います。すで

にいろいろなご質問がありましたけれど

も,寄附税制の国際的なハーモナイゼー

ションというのは実際にはなかなか難し

いところがあるかと思うのです。その根

拠として,たぶんこれがすべてだとは言
われていないと思いますけれども,フ ィ

スカル・フェデラリズム,財政連邦主義
というのを挙げられているわけですが,

一般に財政連邦主義は,外部性を媒介に

して,で きるだけ上位の政府しか国際的

再配分などの機能は担うことができな

い,地方レベルでは資源配分だけで,経
済成長だとか所得の再配分といった機能

は中央政府が担うのだという理屈で説明

しますので,確かに国際的なこういう公

益というものを外部性とみなすとフェデ

ラリズムで説明できなくもないような気

もするのですが,そのあたりの論理とい

うのを先ほど十分には説明していただけ

なかったかと思いますので,ご説明をい

ただければということが 1点です。

もう1点,それと関連して便益の外部

性とか国際的な公益性ということが,た

ぶんハーモナイゼーションの場合には間

題になっているのだろうと思いますけれ

ども,具体的には27カ 国でしたか,共通
の公益性を見出すというのは非常に難し

いというお話がありましたけれども,そ
の内容あるいはそれを国際的に確認して

いく具体的なプロセスをどう展望されて
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いるのかというあたりをもう少し敷行し

ていただければということです。

以上の 2点についてご質問したいと思

います。

後藤 どうもありがとうございます。私
もこの発表を準備して初めてフイスカ

ル・フェデラリズムについては,も う一

度検討してみなければいけないなと思い

ました。一般的に言われていて,今まで

考えてきたようなことだけでいいのか,

財政学でフィスカル・フェデラリズムと

言われているものを再検討してみる必要

があると思いました。

ヘメルスの論文を読むと, 5段階ぐら

いチェックをしているのです。フイスカ

ル・フェデラリズムという,経済学者が

作り出した枠組みで検討しますと言って

いて, 5つ というのは結構順番がありま

して,規模の経済があるとか,国境を越

えた外部性があるとかいうようなことと

か,下位の政府でも十分供給されるもの

であれば全く必要がないとか,それから

持続的に自発的に協力可能であれば全く

必要がないというようなこと。それから,

協力することになった場合には, どの程

度,何 を協力できるかについて検討しな

ければいけないことになっていて, 日本

で触れている,私たちが勉強してきた

ニュアンスとちよつと違うのです。だか

ら, もう少しこの辺は詳しく今後勉強し

てみたいと思っています。

先ほども申し上げましたけれども,植

田先生は,こ れでは不十分だから重層的

ガバナンスという概念を入れるのだと本
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にお書きになっているので,では重層的

ガバナンスというのが概念としては可能

であったとしても,具体的にはそれぞれ

各国の法がありますし,税法があるので,

どのように可能なのかについても考えて

みたいと思っております。

2番 目が,国際的公益性ですけれども,

これもEUで ヨーロツパ財団を検討した

ときにされたのは,どういう公益を各国

が挙げているのかということで,その最

大公約数というか,みんなどの国にも共

通するようなものについて国際的公益性

と認定したらどうかという議論がされて

おります。

それは1つの方法かと思います。まず

一致できるものからやっていくのも1つ

の考え方だと思いますし,例えば文化財

とか文化遺産であれば,ユネスコに登録

されているものについては共通の公益性

を認めましょうというルールもできるか

もしれません。それは,ユネスコの中で

どれを世界遺産にするかといったとき

に,例えば無形文化遺産,こ の間,結城

紬と沖縄組踊が認められましたけれど

も,何が無形遺産なのかということにつ

いても世界中で定義が違うということ

で,相当論争を繰り広げた上で指定をし

ていっていることに鑑みると,そ ういう

ふうな国際的な枠組みがあるものについ

ては,それを基準にするという考え方も

できるかと思います。ですから,やはり

ヶ―ス・バイ・ケースでいろいろなこと

が検討されるべきかと思います。

司会 (梅原)あ りがとうございました。



続きまして,静岡大学名誉教授の安藤先
生,お願いします。

安藤実 (静岡大名誉)ど うもご報告あ
りがとうございました。寄附税制という

表現からしまして,寄附を租税との関連
で捉えていると思います。レジュメの中

にありましたが, 日本に寄附文化がない

と言われることは, 日本の租税文化が貧

弱なことの反映と見ることはできないで

しようかという質問です。この場合,文
化というのは人々の意識, しかも行動と

結びつけた意識と理解して言っているわ

けですが,そ ういう質問です。

後藤 どうもありがとうございます。租
税文化というのは,税に対する意識とい

うことでよろしいですか。自分たちが納

税者であるという意識ということです

ね。

確かに先生がおっしやるように,ア メ

リカは個人でたくさん寄附をするわけで

すけれども,寄附をした金額については

所得税から控除するために自分で申告を

していると思いますので,納税者である

という意識は日本人よりは強いような気

もしますが,それを定量的に確かめたこ

とはありませんので,おそらくそうなの

ではないですかという返事しかできない

ように思います。むしろ先生から教えて

いただきたいということでございます。

司会 (梅原)後藤先生へ出された質問
状は以上ですけれども,フ ロアから後藤

先生に対するご質問があれば,どうぞお

手を挙げてください。よろしいですか。

どうもありがとうございました。
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2 高沢報告について

司会 (梅原)続 きまして高沢先生の報
告に対する質問に移らせていただきたい

と思います。高沢先生のご報告は大きく

CSR会 計の部分と環境税導入提案の部

分に分かれ, ご質問も大きくこの 2つに

分かれておりますので,質疑応答も分け
ていきたいと思います。

まず,CSR会 計に関する質問が黒川
先生と後藤先生から出されております。

黒川先生,お願いします。

黒川 日本大学の黒川でございます。
CSR会 計というものは初めてお教えい

ただいたのですが,例えばパヮーポイン

トの21ページに分かりやすく書かれてお

りますが,CSRの報告書というのは環
境だとか労働,人権といった観点から,
従来あるPL(損益計算書)の費用関係
の情報をもとに編さんされた,要するに

目的の違う報告書の域を出ないものなの

かという点が 1つ把握し切れない部分で

ございました。

といいますのは,従来の企業会計とい

うのは要するに投下資本と回収資本の関

係の認識と表示が基盤にあります。いわ

ばここに出ている費用科目=原価・費

用・損失等は,大体投下資本の部分を表
現しているのですが,資本の運動を記録
して表示する機能をもつ会計学の前提の

中で,その表示形態が組みかえられてい

る制度であると理解してよろしいので

しようか。
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高沢修― (大東文化大学)黒 川先生 ,

ご質問ありがとうございます。正直申し

上げまして,こ の構造自体がどのように

なっているのかというのはなかなか説明

しづらいところです。

本来,会計学であれば,先生もご存知

のように,費用収益対応の原則に基づく

というのが 1つの原則としてあり,費用

収益対応の原則に基づいて損益計算書が

つくられています。現状であれば,発生

主義に基づいてつくっていくことになる

と思うのですが, ここに出ているPL上

の費用項目とCSRに 関する関連コスト

との連携性というのは各企業ごとによつ

て異なります。目的ごとに作成されてい

るという明確な意図が感じられたものも

あれば,特にそういう意図のないものも

あるというのが現状です。つまり,投下

資本と回収資本とのバランスの上に成り

立っているものではないと認識していま

す。そのため,こ の点が, まだCSR会

計というものが EUの企業体のみでの採

用であって,広 く一般的に採用されてい

ないことの大きな要因なのではないかと

思います。この点が整然と会計フレーム

ワークの中で位置づけられることがない

限り,CSR会計という会計システムが

一般的に普及するということは確かに考

えられないと思います。そして, この点

をどのようにどう認識していくか, どの

ように識別,測定していくかということ

が今後の課題であると思います。

司会 (梅原)今 のご質問はよろしいで

しょうか。では,次に移らせていただき

94

まして,報告者の後藤先生から報告者の

高沢先生に質問がございます。後藤先生

からはCSR会 計についての質問と環境

税についての質問が出されておりますの

で,環境税については後にしていただき,

先にCSR会計に関する質問からお願い

したいと思います。

後藤 分かりました。なかなか他の分野
の先生とお話しできる機会がないので

いっぱい質問を書いてしまったのですけ

れども,教えていただきたいということ

で,ま ず CSR会 計の中できちんと寄附

をしたことが説明できれば非常に寄附も

進むのではないかと感じまして,CSR

会計の中で寄附はどういうふうに位置づ

けられるのかというのが最初の質問で

す。

スライドの23の ところに,実は三井住

友が作られたという内部効果と外部効果

の開示という中で,外部効果のところ,

社会貢献,福祉活動のところに「寄附金

等の拠出額」と書いてあって,私の頭で

は,出 したのだからコストではないかと

思うのですけれども,なぜこれが外部効

果に載っているのかというのもあわせて

教えていただければうれしいと思いま

す。それがまず第 1点です。

第 2点 目は,環境税の議論をされてい

るので,環境税であれば環境会計で処理

をする。環境会計の方がより客観的に数

字が出ているし,考え方も明快なようで

すから,環境税は環境会計で説明した方

がいいのではないかと思うのですけれど

も,なぜ CSR会 計が必要なのかという



ことです,環境税に限ってです。一般的

にCSR会 計があった方がいいかもしれ

ないということとは別に,環境税をなぜ

環境会計ではなくて CSR会計で扱おう

とされたのかが 2点 目です。

3点 目は,CSR会 計の客観性や妥当

性というのはどこで担保するのですか。

私は専門外なのでよく分からないことも

あって,こ れを見た限りだと三井住友と

JR東 日本は全く違うし,一体どこで客

観性や妥当性を担保するのですかという

のが 3番 目の質問です。

高沢 後藤先生,ご質問ありがとうござ
います。順番に答えれば本当はよいので

しょうけれども,お話の流れの中から順

番を変えて 2番 目と3番 目のご質問から

先にお答えさせていただきたいと思いま

す。

まず,環境税ならば環境会計で十分な
のではないかというご質問についてです

が,こ れは,なぜ環境税に対して環境会

計ではなくてCSR会計なのかというご

質問だと思います。これは,私の説明が

至らなかったのかもしれないのですが ,

逆なのです。環境税導入のためにCSR

会計を導入するのではなく,CSR会 計
の普及のために環境税を導入しようとい

うのが本報告の趣旨です。つまり,CSR
会計を普及させるための 1つの手段とし

て,現状であれば環境税が最も適してい

るのではないだろうかと考えました。も

ちろん,CSR税 でもいいですが,CSR
税という考え方をしている研究者の方を

探せず,文献等でも探せなかったので,

4 討論 市民公益税制の検討

では研究者や文献等で探せないのであれ

ば,自 分で考えればいいということにな

るでしょうが,私の能力ではCSR税 の

課税標準を何にしたらよいのかとかいう

根本的なところが考えつきませんでし

た。そうすると,現状であればCSR会

計の導入のための 1つの手段として,あ

くまでも環境税が現状では適しているの

ではないかということになり,たぶん逆

にご理解をいただいたのではないかと思

います。環境税の導入のための CSR会

計導入では決してありません,逆です。

CSR会 計普及のために現状であれば環

境税がよいのではないかということで

す。

また, どうして環境会計ではだめなの

かというご質問ですが,こ れは,研究者

によって考え方が異なると思います。先

ほどもスライドで簡単に説明させていた

だきましたが,環境会計というのは広い

意味で CSR会 計の中に内包されている

と認識できます。現状で求められている

のは,やはり企業の社会的責任を明確に

すべきであるという点であり, また,本
大会においてテーマとして扱っていくべ

き1つの方向性として企業の社会的責任

を明確にするということがあると思いま

す。その観点から,環境会計ではなく
CSR会 計の普及,導入というものが適

しているのではないかと考えました。

最後に,1番 目の質問についてですが,

パワーポイント23で三井住友のホーム

ページを用いて説明しましたが,何 を

もって社会貢献や福祉活動の中に寄附金

9ラ
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等を入れて,その寄附金等の拠出が外部

効果の役割を果たしているのかというこ

とは,私は三井住友の人間ではないので,

正確には分からないのですが,私が推測

するところでは,先ほど申し上げました

ように,現状は,こ の CSRと いうもの

が経営戦略の中の一環として捉えられて

いるということを考えたときに,寄附金

等を拠出するということが外部に対して

良いイメージを与え,企業イメージの向

上につながる,そのため「外部効果」に

載せているのではないかと推測いたしま

す。これは,企業側の人間ではないので,

あくまでも私個人の推測とお考えいただ

ければと思います。

以上, ご質問に対するお答えとさせて

いただきます。

司会 (梅原)よ ろしいでしようか。続
いて,環境税関係の質問に移りたいと思

います。ここでは富岡先生,鶴田先生,

吉田先生,後藤先生から質問が出されて

おります。

では,中央大学名誉教授の富岡先生,

お願いします。

富岡幸雄 (中央大名誉)中 央大学の富
岡です。高沢先生,最初に北野弘久先生

からきょうの研究発表のご依頼の話が

あったというお話,感動しました。師匠

から依頼されて,それに対してお応えに

なられた。大変ご立派ですね。ありがと

うございました。税務会計の分野は難解

なので,なかなか引き受け手がないので

す。統一論題が税務会計からのアプロー

チは難しいテーマなのに税務会計に結び
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つけられたことに対しても感銘を受けま

した。

ところで,困ったことに,今,後藤先

生とのやりとりをお聞きして,CSR会

計を確立するために環境税を導入すると

いうことですね。先生のレジュメの最後

で「CSR会計導入の重要性を提言する

とともに,CSR会計を普及させるため

の 1つの手段として環境税の創設を提言

したい」と,ご主張になっておられます

が,逆ではないかと私は思ったのです。

急いでお書きになられたから逆ではない

かと思って質問して,言わない方がいい

のかな,と 思ったのですが,後藤先生に

対するお答えの冒頭に,確信を持たれて

しっかりしたお言葉で言われましたか

ら, またこれは困ったことになってし

まったなと思ったのです。

会計のために社会があるのですか。会

計なんて小さいものですよ。そもそも先

生のお考えの環境税とは,その本質は何

なのですか。環境税の本質は何と考える

か,逆ではないかと,大変失礼ですけれ

ども。先生に対して私は好意を持ってい

ますからサポー トしたいのですけれど

も,先生のような権威者がこういうこと

を学会の席で言われると誤解を招いて,

環境税に対するしっぺ返しが,会計学に

来ると迷惑しますから言っているだけで

すが,環境税の本質って何なのですか。

会計を普及するためにあるのですか。取

りあえずそこだけ答えてください。

高沢 富岡先生,ご質問,叱咤激励,あ
りがとうございます。いくつかご質問が



あつたのですが, きちんとお答えしない

と先生からお叱りを受けると思いますの

でしっかりとお答えさせていただきま

す。

まず,会計が何のためにあるのかとい

うことですが,会計は,記録,伝達,開

示の一連の流れの中で存在すると考えて

います。つまり,必ずしも会計が社会を

すべて動かすものであるとはもちろん考

えていません。あくまでも社会活動をサ

ポートするための 1つの手段と認識して

います。

富岡 そうすると,環境税というのは
C02を抑制するためにやる,民主党の案

も,今,政府税調で審議している案も,

石油石炭税を5割増にする。C02の排出

度合いに応じて多くするということです

から,C02を抑制するということですね。

こういうふうに考えてはいけないのです

か。会計とは直接に関係ないですよね。

企業が負担し支出した環境税をどう処理

するかが後の会計ですよね。いかがです

か。

高沢 まず,環境税に関しての考え方と
いうのは2つあると思っています。

第 1に , グローバルスタンダードで考

えてアプローチできると思います。第 2

に,政策税制の中で考えていくべきなの

ではないかと思います。そうすると, グ

ローバルスタンダードで考えたときに

は,やはり先行事例となるのはEU諸国
で行われているものであり,それは,必

ずしも炭素税には限定しておらず,北欧

では,炭素税を中心にスタートしました

4 討論 市民公益税制の検討

ので,確かに炭素税は端緒, きっかけに

はなっていると思うのですが,それ以後 ,

ほかのものにも広がってきています。グ

ローバルスタンダードで考えると,炭素

税だけに限定するというのはいかがなも

のかと思います。

ただし,先生がご指摘になったように,

民主党が考えている環境税においては,

あくまでもC02の削減ということを念頭

に置いていると思います。これは,京都

議定書の延長上に存在しているものと認

識しています。そうしたときに,政策税

制の一環として環境税というように考え

たときには, やはりC02の 削,成 というも

のが議論の中心になってくると思いま

す。

最後になるのですが,それと会計はど

のように関係するのだということです

が,確かに関係はしていないと思います。

しかし,そ うすると,本報告は何の意味

もなさないということになりますので,

税務会計からアプローチしたとお考えく

ださい。

富岡 最後です。無理しない方がいいで
すよ。レジュメの14ページの最後の真ん

中あたりに,「『税務会計学』のシステム

性を重視した場合には,CSR会計に対

応させて『CSR税』という税制を創設

すべきである」とまで書いていますね。

税務会計学のために環境税ができた

り,CSR税 ができたりしたのでは大変

なことですよね。ですから, これはしっ

かり訂正していただいて,税務会計学は,

社会的公共性の強い学問です。租税負担
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の公正化に会計学的なアプローチを用い

てお手伝いする。会計学的なアカウン

ティング・マインドによって課税ベース

の特性を精密化するための科学だ, これ

が税務会計学なのです。ですから,無理

にシステム論に結びつけてこじつけない

方が今後の税務会計学のためにいいと

思っています。

高沢先生,ぜひ税務会計学を新しい形

で発展させてください。私は20世紀の古

い税務会計学を作ってきましたから,新

しい21世紀の人類平和のための税務会計

学にするようにしていただくことをお願

いして,御礼を申し上げて終わります。

ありがとうございました。

高沢 富岡先生, どうもありがとうござ
います。

司会 (梅原)あ りがとうございました。
続きまして,関西大学の鶴田先生,お願

いします。

鶴田 関西大学の鶴田です。私は,税務
会計は全く門外漢ですので,そ こにかか

わる質問はできませんけれども, 1点だ

け,環境税にかかわって,最後の「おわ

りに」のところで,環境税を一定の法人

税額を納税する企業, または一定の企業

規模を有する企業を納税義務者に限定し

て課税してはどうかというご提案をされ

ているわけですね。要するに不均一課税

のご提案かと思いますけれども,そ うい

う不均一課税方式がいいのか,それとも

均一課税をして,その上で経済政策的な

目的あるいは社会政策的な目的がある場

合,その対象分野あるいは企業に対して
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補助金を支給するなり,あるいは減免税

という租税歳出的な対応をするのか,そ

ういう選択肢は考えられないのでしょう

かという意見なのですが。

たぶん先生は,消費税では難しい,し

たがって環境税で考えたい,ただし環境

税もある意味では,こ れは消費課税的な

側面があって, したがって中小業者ある

いは消費者に対して非常に厳しい影響が

出てくるということを最小限に抑えたい

という趣旨で,こ ういうご提案をされた

のではないかと思いますけれども,その

あたりはどのようにお考えなのかという

ことをお聞きしたいと思います。

高沢 鶴田先生,あ りがとうございます。
非常に大きな問題点なので, 1つひとつ

考えながらお答えしていきたいと思いま

す。

実は, このご質問については,2週間
ほど前に関東会計研究会でもご質問が

あったところです。それを踏まえた上で

お答えをしていきたいと思うのですが,

まず不均一課税なのか,均一課税をイ

メージしていないのかというご指摘に対

してですが, これは私のレジュメのまと

め方がよくなかったと思います。イメー

ジ的には,やはり均一課税をイメージし

ています。そうすると,こ の文面等の書

き方はよくなかったと反省しています。

それでは,均一課税の中でさらにどの

ような形の課税を考えているのかという

と,やはり超過累進課税をイメージして

います。その上で補助金それから減免と

いうものも選択肢として取り上げるべき



であると思います。

CSR会計を導入する意図というのは,

鶴田先生からご指摘していただきました

ように,で きるだけ弱者からは課税しな

い。消費税というのは結構公平なように

見えていて,実は逆進性が問われていま

す。そして,貧 しい者に対しては重い税

であるということも指摘されています。

そのため,そ ういう人たちから課税する

よりも,ある程度収益を上げている,利

益を上げている企業から,一定規模の企

業から取りたいという考えが前面に出て

しまいまして, こういう表現になりまし

た。

ただし,関東会計研究会で指摘された

のはここからなのですが,その趣旨を踏

まえて,大企業に対して,ETR(環境
税制改革)を導入した場合に,大企業は

多くの社会福利厚生費を計上してきて税

金を全く払わない。あわよくば還付金ま

で取ろうと考える企業が続出するのでは

ないかと懸念されます。そうすると,何

の意味もないのではないかというご指摘

もあり,確かにその通りだと思います。

大企業が課税逃れを目的として社会保障

費を莫大に計上してきた場合に,ETR
というものは崩れてしまうと思いますの

で,そ うすると中小との格差を広げない

ようにしながら,いかに課税していくの

かということが今後の課題となると認識

しています。

3月 に北野先生からお電話をいただい

たときには,本大会ですね,学会ではな

く。さっき間違えて言いましたけれども

4 討論 市民公益税制の検討

訂正させていただきます。「本大会を頼

むぞ」と。幹事校なので,幹事校として

本大会を頼むぞというのが最後のお言葉

でした。先ほど富岡先生がお話しされま

したが,そ うすると幹事校を代表してご

報告させていただく上で,消費税に替わ

るものとして何かないかと考えたとき

に,環境税しか思い浮かびませんでした。

これは,私が税務会計等の分野に属して

おり,長年,富岡幸雄先生のご研究を追

いかけてきたというところがあるためな

のかもしれないのですが,ほかの税法学

からのアプローチということがなかなか

思いつきませんでした。それで環境税と

いうのは,安易な考え方だったのかもし

れないのですが,環境税というものを考

えました。そのときにETRと いうのが

非常に目新しかったということもありま

して,EU全体を調べることなく, ドイ
ツだけの先行事例だったのですが,こ れ

が使えるのではないだろうかと考えて提

案いたしました。

最後にまとめますと,不均一課税では

なく,均一課税で超過累進税制をイメー

ジしていて,補助金であるとか助成金,

減免などについても検討すべきものであ

ると考えております。

司会 (梅原)鶴 田先生,よ ろしいでしょ
うか。ありがとうございました。続きま

して,吉田先生,お願いします。

吉田展洋 (生蘭高等専修学校)吉 田展
洋と申します。現在は,神奈川県綾瀬市

にあります生蘭高等専修学校で高校の教

員をしております。高沢先生から本日お
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招きいただきまして本学会に参加させて

いただきました。ありがとうございまし

た。

環境税の導入ということですが,今の

社会におけるエネルギー問題は,化石燃

料に依存しているのが現状です。化石燃

料の使用によってどうしても二酸化炭素

が排出されてしまうため,環境税を導入

することによって企業の成長が鈍ってし

まうことが懸念されます。また,新 しい

商品ゃサービスが生まれたとしても,商

品などの価格が上昇して,結果的に一般

市民が税負担をこうむるのではないかと

思い質問しました。よろしくお願いしま

す。

高沢 吉田先生, ご質問ありがとうござ
いました。以前,高沢会計事務所で働い

ていただいた先生ですので大変懐かし

く,あ りがとうございます。
ハの先生のご質問への回答ですが,代

替燃料として何がよいのかというのは正

直なところわからないです。炭素税を中

心として課税をすると製造業の生産量が

減少することになり,そ うした場合,結

果的に商品価格が値上がって一般市民が

迷惑をこうむるのではないかというご質

問だと思います。確かにそれも一理ある

と思います。ただし,今回の趣旨という

のは,あ くまでも現在の政治の流れの中

で,国際的なグローバルスタンダードに

おいても,民主党が行おうとしている政

策提言においても,環境税導入というの

は1つの潮流になっています。その環境

税導入の中で C02の 削減をいかに行っ

ていくかということがテーマになります

ので,その趣旨から考えました。そのた

め,代替燃料についてというところまで

は正直思い浮かびませんでした。これは

税務会計の範疇から外れてしまうのです

が,代替燃料で,で きるだけ環境にやさ

しいものとなれば,やはり水資源とかに

なってくると思いますが,そ こは完全に

私の専門外の分野ですので何ともお答え

しようがなくて,そ こまで考えないで,

あくまでもC02削 減というのが現在の

政治の潮流なので,その中で環境税を導

入することによって, どのような効果,

メリットがあるのかという視点から報告

させていただきました。

吉田 ありがとうございました。
司会 (梅原)後 藤先生からは環境税に
ついての質問も出ております。後藤先生,

お願いします。

後藤 質問というほどでもないのですけ
れども, まず最初は,私の聞き違いだっ

たら申し訳ないのですけれども,ヨ ー

ロッパで環境税を導入して雇用が増えた

とおっしゃっていたのですけれども,実

は,環境税を導入したから雇用が増えた

わけではなくて,社会保険の雇用主負担

を減らすとか,ほかの政策の影響で,「二

重の配当」と呼ばれていますけれども,

そういうことで雇用が増えたというふう

に一般的に言われていると思うのですけ

れども,そ こはどうでしょうか。環境税

を導入したからといって雇用が増えるわ

けではないと思うのですけれども,いか

がでしょうか。



2番目は,鶴田先生の質問と重なるの

ですけれども,環境税に優遇税率を導入

する根拠は何ですかとお聞きしたかった

のですけれども,先ほど少しお話しいた

だいて,累進でやるとか減免もするとか,

補助金とかというふうに言われてしまう

と,そ もそも,では環境税を課税する根

拠というのは租税論上何ですかというこ

とが非常に気になってしまったというこ

とです。

高沢 後藤先生ありがとうございます。
非常に難しいご質問なので,どうお答え

しようかと思っているのですが,ま ず二

重の配当ではないかというご指摘なので

すが, これは私の説明がよくなかったと

思うのですが,ETRだ けが雇用の促進
につながったとは思っておりません。先

生からご指摘があったように,いろいろ

なものが複合的に重なり合った結果とし

て雇用の増大につながった。その中の 1

つの要因として ETRも あったのではな

いかと思います。ただし,それはあくま

でも主的なものではなく,従的な,補完

的な存在であると認識しております。こ

れを,ま ず 1点 目のお答えとさせていた

だきます。

2点 日ですが, これの根拠はと言われ

たときに,現状では根拠はちよっと考え

つかないです。あくまでも試案というふ

うにお考えいただいて,こ ういうような

アプローチはいかがでしょうかというこ

とです。仮説がなければ研究は先へ進ま

ないと思いますので,こ ういうアプロー

チはいかがでしようかという考え方に立
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脚して,次に租税根拠を考えていくべき

だと思いました。しかし,私 自身が財政

学の専門家ではないので,そのアプロー

チの方法自体が間違っていたらお許しい

ただきたいと思います。

以上でございます。ありがとうござい

ました。

司会 (梅原)高沢先生に出された質問
状は以上のとおりですけれども,会場か

ら高沢先生のご報告に対して質問があれ

ば,どうぞ遠慮なく挙手をしてください。

よろしいでしょうか。

では,最後に石村先生への質問に行き

たいと思います。

3 石村報告について

司会 (浪花健三)そ れでは,石村先生
には3名の会員から質問をいただいてお

ります。まず,最初は鶴田会員からお願

いいたします。

鶴田 関西大学の鶴田です。石村先生の
先ほどのご説明は,時間内にはなかなか

難しいぐらいにたくさんの内容で,非常

に広範な学説をサーベイされた上で,現

代的な寄附税制の根拠をどこに求めるか

ということでまとめられようとされたご

研究だと思います。大変参考になりまし

たけれども,2つほどご質問をさせてい

ただきたいと思うのです。

l点目は寄附税制の根拠を,いろいろ

な学説を踏まえた上で展開されるという

ことで,たぶん,先生が根拠として考え

られているのは現代的正義論の立場か
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ら,それをいわば発展させてということ

ではないかと思うのですが,ひ ょつとし

たら私の理解が間違っているのかもしれ

ませんけれども,その中では,例えばリ

バタリアニズムもあれば,あるいはセン

のような議論もあれば,共同体論もある

ということで,そ ういう現代的正義論の

中でもまた対立するような流れがある中

で,先生独自の根拠として主張されたい

のは一体どういう方向なのか,ぜひお聞

きしたいというのが1点 日です。

もう1点は,課税除外といいますか,

寄附税制を認める場合の判断主体という

のでしょうか,要するに公益性を認めた

として,一律に,いわば課税除外を認め

るわけではない。そうすると,公益性の

上に, さらに公益の増進というモーメン

トが必要だというふうに言われているの

ではないかと思うのですが,だとすると,

そのモーメントを一体どの時点でどうい

う主体が認定するのかという点について

どう考えておられるのか。といいますの

は,「新しい公共」という議論は,一方

では小さな政府論と結びついて,下手を

すると公共部門の縮小を合理化するとい

うのでしょうか,そ ういう恐れがなきに

しもあらずです。ですから,いわば官か

ら民へという悪い例になりかねないよう

なところを,一体どこで歯止めをかけな

がら認定をしていくのかという,そのあ

たりの基準なり内容なりをもう少し教え

ていただければと思います。

石村 鶴田先生, どうもありがとうござ
いました。私自身が古い世代ですので,

どちらかというと先ほど言ったサリーに

ついて勉強した世代なのです。ですから,

いわゆるtax expenditures,租税支出,

租税歳出論の中で公益性の問題につい

て,公益法人税制についてずっと研究し

てきたのです。たまたま今回市民公益税

制について発表して欲しいということ

で,いろいろやってみると私の時代とは

違う。価値相対論とかそういうものが脇

に行ってしまって,い まや正義論が主流

です。

私は公共哲学とか,わけのわからない

ものは不得手なのです。実定法の研究者

ですから,税を法律論に基づいて解明す

るのが大好きです。授業もほとんど法律

論をやっていますから, ここへ来て「公

益」とか何かファジーなものはつかみ難

いところがあります。しかし, はじめて

み る と,ア メリカでは「正義論」

Theories of Justiceが 時流で,そ れに

沿った議論があるということをきちんと

認識しておかないといけない,と悟った

わけです。言い換えると,以前の租税歳

出論の議論だけでは時代遅れだというこ

とを悟ったわけです。これが今回の発表

に結びつきました。

それから,公益性の判断主体をどこに

求めるかという質問がありました。これ

に関連しては,ま ず,「公益」と「公共」

とは, どこが違うのかということも問わ

れます。私ども税法を勉強している者に

とっては,法人税法の考え方に従って,

公共法人 (法人税法別表 1)は収益事業

をやっても課税されない一方で,公益法



人 (法人税法別表 2)は収益事業をやれ
ば課税になるのだと,公益と公共は, 自

分の頭の中では区別できています。しか

し,こ の学会でのファジーな議論を聞い

ていますと,公共と公益との区別は気に

しない, といった雰囲気です。以前, 日

本財政法学会でも,行政事務,公共事業

の民営化についてテーマに取り上げたと

きにも同じような問題があったように記

憶しています。あのときは,一 しよう
がないから,「民」と「公」の言葉を使

おう,北野先生が,「公の業務の私化」
いうタイトルをつけました。税理士は「公

共の利益」に資する職責を担う職業人だ

と言う人もいます。となると,しかし,

税理士会は,公共法人ではなく公益法人

等です。

それから,英語の「パブリック・イン

タレスト」と「パブリック・ベネフィッ

ト」も,皆さんフアジーに使いますが ,

それぞれの違いも間われてきます。しか

し,厳密に言うと,双方の言葉の意味は

異なります。この点は,イ ギリスにおけ

る近年のチャリテイ (公益団体)制度改

革に学ぶことができるのではないかと思

います。この改革では,チ ヤリテイ (公

益団体)は ,公益 (パブリック・インタ

レスト)を 目的としているというだけで

は公益団体として登録認定しないとしま

した。実際に公益の増進活動(ブリック・

ベネフィット)を しなければだめだとい

うふうに改めています。この点は,我が

国でも,公益法人は,特定公益増進 (特

増)法人の認定を受けられて初めて寄附
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金控除・損金算入の対象となる寄附金の

受入れの認定が行われるわけです。なか

なか私どもの頭にはぴんとこなかったの

ですが,イ ギリスなどの改革を見てみる

と,公益を目的とするだけではなくて,

公益の増進活動をやっている,つ まリパ

ブリック・ベネフイットがあって初めて

寄附金控除・損金算入の対象となる寄附

金の受入れができる公益法人になれると

いう論理が分かるのではないかと思いま

す。

ここで,次に,だれが「公益の増進活

動 (ブリック・ベネフイット)」 を評価

するのかということになるわけです。例

えばイギリスの場合はチヤリテイ・コ

ミッション,一種の独立行政機関なので

すけれども,そ こが判断して課税庁は直

接判断しないことになっています。しか

し,現実には,チ ヤリテイ・コミッショ

ンが,課税庁 (HMRC)と タイアップ

して判断しています。

わが国の場合は,今般の新公益法人制

度・税制により,公益の認定あるいは公

益増進活動の判断は,イ ギリスのチャリ

テイ・コミッションにまねて,第三者機

関が基本的に行う形になりました。つま

り,公益認定等については,国の場合は

総理府に置かれた公益認定等委員会ある

いは都道府県の同種の委員会が行ってい

ます。公益認定等については,課税庁が

直接行っていません。ただ,一口に課税

除外と言っても,先ほどから申し上げて

いるように,免税制度になっている場合

と,当然に課税除外になる非課税制度に

I。3
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なっている場合があります。例えば

NPO法人などは特定非営利活動法人法

に基づいて内閣府あるいは都道府県知事

から認証を得て法人格を取得すれば,こ

れで当然に本来の事業 (特定非営利活動)

は非課税になるわけです。ですから,課

税庁が直接 NPO法人の行う特定非営利

活動の増進の評価にかんでいるとは言え

ません。

このように,実定法を基礎にして,公

益法人,NPO法人などを精査しますと,

公益あるいは公益を含む非営利の増進を

誰が評価しているのかについては,それ

ぞれの法人法によって違うというのが現

実ではないかと思います。誰が非営利性

あるいは公益性, さらにはその増進度合

をどの機関が評価すべきは,場合によっ

ては法人の性質によると思います。例え

ば宗教法人も免税制度にしたりすると,

今度は免税事業となる宗教活動あるいは

宗教活動の増進について,課税庁ないし

第三者機関の介入を許すことにもなりま

ねません。場合によっては,「宗教」に

値するかどうかを国家権力が判断する仕

組みにもつながりかねません。戦前の靖

国神社とか,国家神道とかの問題もあり,

公認宗教制への呼び水になる恐れもある

わけです。

憲法で信教の自由を制度的に保障した

わが国において,そ もそも宗教活動の公

益性などは間うてはいけないことです。

ただ,宗教活動をしている法人 (宗教法

人)の公益性があるかどうかについては,

これを判断することは許されると思いま

す。この場合,宗教法人法に基づいてガ

バナンス・デスクロージャー・アカウン

タビリテイを確保した上で法人運営が行

われているかどうかが公益性の判断の基

準となるといえます。

このように,非営利性を含む公益性あ

るいはその増進性をどこが判断すべき

か, さらには免税制か非課税制かは, 法

人の類型により違ってくると言えます。

回答になっているかどうか分かりませ

んけれども,先生に対するお答えでござ

います。

司会 (浪花)よ ろしいでしょうか。そ
れでは,次は武石会員です。

武石鉄昭 (税理士)税理士の武石です。
なにとぞよろしくお願いいたします。

私事ですが,本年12月 に小著を出版さ

せていただきました。その書の中で,租

税正義論についてほんのわずか触れてお

ります。本日,先生がご指摘されました

アメリカの市民公益税制は, 日本のこれ

からの租税正義論に重大なご提言をされ

ております。

租税正義論の展開について,先生のご

意見を賜りたいと思います。

正義の観念は,国家の観点からアリス

トテレス以来,平均的正義と配分的正義

が存在したといわれております。周知の

ごとく平均的正義論は,個人の能力に関

係なく各人を平均的に取り扱うという考

え方と思われます。これに対して配分的

正義は,その人の能力に応じて各人を取

り扱うという考え方であります。した

がって,配分的正義は,税法学の応能負
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担原則に合致するものであります。先生

が今回,ア メリカの配分的正義論が従来

の功利主義的正義論に矛盾を生じてきた

ためにこれらを是正するために, ロール

ズの正義論などが税法学に多角的な研究

がなされているのではないかとご指摘し

ていただいたと思っております。

しかし, アメリカは,先生もご承知の

通り自己責任原則が貫徹している国家で

あります。オバマ政権の提案する医療制

度改革法案が議会で相次いで反対にあ

い,法案の通過に支障をきたした事実は,

アメリカの配分的正義論が税制面からい

ままで培われてきたアメリカの自己責任

原則に風穴をあけることになるのではな

かろうかと思います。

配分的正義を是正する最高法規たるア

メリカ憲法の観点からなのか,それとも

国民の逼迫した生活の実態を考慮しての

ことなのか。

先生にお伺いしたいことは,今,アメ

リカで正義の考え方から,税に対する考

え方が問われている背景,こ れがアメリ

カの税制そのものを根本的に変革する要

因が生じてくるのか。アメリカの自己責

任原則と配分的正義論と憲法との関連

性,第 2は ,アメリカの正義論に対する

考え方が, 日本の税法学に与える影響 ,

これからの展開をご教示願えればありが

たいと思います。なにとぞよろしくお願

いいたします。

石村 先ほどから申し上げているよう
に,公共経済学とか公共政策学とか公共

哲学とか,私にはよく分からないのです。
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先般,本務校で憲法とか法哲学の教員と

話してみました。私たちの時代は,マル

クスとか唯物論も勉強したのですが,今

まったく違っていました。担当教員は「正

義論」を教えていました。私は海外のロー

スクールで勉強していたときに「正義論

(Theories of Justice)」 の授業をとりま

した。30年以上前のことです。ジュリア

ス・ストーンという世界的にも著名な先

生でした。価値相対論が華やかな頃でし

たから,ノ ージックとか,ロ ールズとか,

そういった人たちはその当時時流ではな

かったと思います。その頃に比べますと,

法学部の法哲学はもちろんのこと,税法

学,も う少し正確に言えば租税政策学で

しょうか,の世界にも正義論が浸透して

きています。

端的に言えば, リバタリアンのような

正義論に基づくと,で きるだけ,も うと

にかく累進課税はするなとか,それから

福祉を増大させるなとかという考え方に

なるのではないかと思います。たぶん,

オバマ政権が誕生する前の政権は, ノー

ジック的と言えますか, リバタリアン的

な色合いの濃い租税政策をとっていたと

思います。ただ,オバマ政権がロールズ

的な分配的正義論に根差した租税政策を

実践しているのかどうかは定かではあり

ません。アメリカは,伝統的に「結果の

平等」よりも「機会の平等」を重く見る

傾向があります。したがって,ロ ールズ

的と見るべきなのかどうかも定かではあ

りません。また,最近は,サ ンデルのよ

うな正義論者が日本に来て, コミュニ
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テイ論なんて,昔の家族主義みたいなこ

とを言い出すと,私にはこれもわけが分

からないというのが本音です。一番危惧

するのは, 日本人はそういう議論を勝手

に自分たちで和風に味付けをしてしまう

ことです。給付つき税額控除のような仕

組みがいいとなると,今度は所得の把握

を家族単位にしなければいけないとか,

そういう議論が出てきます。課税単位は

個人というのが定説なのですが。それが ,

サンデルなどが言うコミュニテイ論を媒

介として展開され出したりする恐れがあ

るわけです。

ただ,正義論の流れが強くなってきま

すと,どうしても若い人たちは飛びつき

ますから,こ の流れはずっと続いていく

のだろうと思います。とりわけ公財政や

公共政策とかの研究者はアメリカに弱い

ですから。こう見ると,累進課税のあり

方とか, さっき言った給付つき税額控除

のあり方とか, さらには寄附金税制のあ

り方などは,正義論を無視しては議論が

展開しにくくなるのではないかと思いま

す。私はあまり長くないので,こ の流れ

のぬかるみにべっとり浸かることはない

と思いますけれども, しかし流れはこう

いう方向にシフトしてきていると感じて

おります。

答えになっているかどうか分かりませ

んけれども,以上でございます。

司会 (浪花)そ れでは,最後でござい

ますが,後藤さんから質問が出ておりま

す。

後藤 質問に入る前に,先ほどの特定公

益増進団体とかパブリック・インタレス

トで公益とかいう話が出ていたのです

が,少 しだけ申し上げたいのですけれど

も,私が前にアメリカとオランダと日本

の寄附税制の比較をオランダ人と一緒に

やったときに,制度が違うので共通理解

に至るのがすごく難しくて,オ ランダは

こうである,ア メリカはこうである, 日

本はこうであると言っただけではとても

研究にならないということで,税制の比

較は簡単なのですけれども,公益団体の

比較をする枠組みは何かないかと探して

いたときに,ア メリカ人のシモンという

人が論文を書いていて, リングで表現し

ていたのです。

一番真ん中のリングというのがパブ

リック・ベネフィットで,石村先生のア

メリカの資料の 5ベージにある公益増進

団体というのは一番真ん中のリングに入

るのですけれども,真ん中に行くほど税

制優遇をされている。つまり,寄附をし

たとき優遇がされるという,公益性が大

きいとみなされているのだと思います。

外側へ行くほど税制優遇がされないパブ

リック・インタレストという領域に入っ

ていくのだと思います。

そこでいくと,アメリカの場合は公益

増進団体というのがパブリック・ベネ

フィットで,私立財団というのはパブ

リック・インタレストになって,助成型

になればなるほど寄附への税制優遇が受

けられないというふうになって, リング

で考えるといいということが分かったの

です。
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それを日本に当てはめたところ,ぴ
たっと当てはまったのです。しかも, 日

本の場合は真ん中に行くほど政府の規制

が強く働く。ここがまたアメリカと違う

ところだったのですけれども,日 本の場

合は真ん中ほど税制優遇が受けられ,特
定公益増進法人という名前がついてい

て,政府規制が非常に強い。だから,規
制すれば規制をするほど税制優遇もされ

るという構造になっていることがすごく

よく分かったのです。

ところが,オ ランダは1つのリングじ

かなかったのです。だから,彼女は「リ

ングで理解するのはナンセンスだ」と最

初に言い張るから,「ええ ?」 と言ったら,

オランダはNPOが 1種類しかない,だ
からパブリック・ベネフイットもパブ

リック・インタレストも同じだというこ

とが分かりまして,それでやっと糸がほ

ぐれたという経験がありますので,おそ

らくベネフィットとィンタレストと英語

でいくとすれば,公益増進団体と私立財

団との違いのようなことを意味し,かつ ,

ベネフィットの方が税制優遇を受けられ

るのはロジカルなのかなと思います。

私の質問ですけれども,社会全体の便

益という観点と,それが功利主義になる

わけですけれども,それと分配の正義み

たいなことで少し論点が変わってきてい

るというお話だったのですけれども,実
は80年代も分配の観点から寄附税制につ

いて分析している論文はたくさん出てい

て,私の領域でさえも,つ まり文化団体

に対する寄附の分野でさえも,だれが意

4 討論 市民公益税制の検討

思決定をし,だれが支払い,だれが便益
を受けているのかというwho decide,

WhO pay,WhO benentと いうふうな議

論を展開していまして,それをまた経済

学者ですから,数量的に所得階層のどの

あたりの人たちが幾らぐらい寄附をして

いて,それによって寄附控除が受けられ

て得をしているのはだれかという分析を

しています。そういう分析と,先生が今
回新しい傾向と言われた分配の正義論に

よる寄附税制においての分配論というの

はどこが違うのか,どこが新しいのかを

教えていただきたいとぃぅのが質問で

す。

石村 正義論者で,税法に特化した形で
の研究は極めて限られています。このこ

とから,税法学者がノージックとかロー

ルズの正義論を引き合いに出して推論を

展開しているというのが現実です。公益

寄附金制度そのものは,例えば所得控除

方式でやるのか税額控除方式でやるのか

の政策的な選択があります。税金を払う

途は2つあり, 1つは,国家へ直接支払

う形です。もう1つ は,納税者が選んだ

公益団体へ寄附金を支出し,その支出額

に対して一定の寄附金控除・損金算入を

認める形です。寄附金控除の仕組みは,

元来,納税者へ後者の途を確保する仕組

みです。また,高額所得者にどんどん寄

附させ,そ のための税制上のインセン

テイブを設けるべきとする考え方に従う

と,制度としては所得控除の方が正鵠を

射ていると思います。つまり大口寄附を

奨励する制度を設けることです。ノー
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ジックは,こ の点について特に言及して

いません。ただ,税法学者の中には,所

得控除方式は,ノ ージック的ではないか

との見方はあります。税額控除方式では,

所得控除方式に比べると,大口寄附者に

はデスインセンテイブに作用しますか

ら。アメリカは,こ れまで連邦公益寄附

金税制に所得控除方式を採用してきてい

ます。もちろん,わが国の民主党がとっ

ているように,税額控除方式で数多く小

口寄附を奨励する政策の選択もあり得ま

す。加えて,例えば私のレジュメの後ろ

の方にありますように,アメリカの州レ

ベルでは,「 タツクス・チェックオフ」

制度を広く導入しています。ある特定の

プログラムに対して寄附をして,州によ

り制度は異なりますが,寄附金控除を受

けられる仕組みを取り入れている州もあ

ります。日本で言う受配者指定寄附金の

ような仕組みでやつているわけです。こ

うした仕組みが, どのような正義論に源

流を持つのかについては,ア メリカの税

法学者の間でも見方が錯綜しています。

それから,先ほどから言っております

ように,実定法を専攻している者は,正

直,数字に弱いわけです。大学へ行けば

朝から晩まで学生に裁決や判例はどうい

う解釈をとっているかを教えています。

また,本日,私は,数量的にどの階層が

寄附金を支出しているのかについては,

手元に資料を持ちあわせておりません。

経済学専攻の方から見ますと,数量的に

精査しないで法律学専攻者の言うことは

正確性に欠けると取られるかも知れませ

ん。逆に,私は,経済系の研究者が実定

法も何も分からないで,パーとやられる

から恐ろしいなと思ったりもします。

例えば先ほどの国際的な公益寄附金税

制などについても, グローバルタックス

論のような抽象論ではなく,二国間条約

がどうなっているかとか,条約の規定で

どうなっているかとか,それから多数国

間条約というのはどういう形で現在存在

するかとか,イ固々 の条約そのものを見て

勝負するという世界に身を置いていま

す。学問系統の違いがあって,後藤先生

などは私の発表内容に違和感を持ったか

な,と も感じております。

本日の「市民公益税制」の課題につい

ても,租税理論学会のような学際的な研

究組織が,お互いを補いながら研究を進

めることで成熟した成果を得ることがで

きると考えております。以上です。

司会 (浪花)あ りがとうございます。

会員の皆さんのご協力を得まして,時

間通りに終了いたしました。ご報告の先

生方,お疲れさまでした。どうもありが

とうございました。(拍手)
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はじめに

政府は,2009年 12月 の税制改正大綱において,「納税者権利憲章 (仮称)」 の

制定を決定し,その後税制調査会において議論を行ってきたが,2010年 11月 25

日の税制調査会全体会議に提出された「納税環境整備 PT報告書」 (以下「PT

報告書」という。PT報告書の内容は,2010年 12月 16日 に閣議決定された2011年度税制

改正大綱に盛られた。)に より,その具体化を図るとしている。納税者権利憲章

制定は,長期に及ぶ国民・納税者による運動と学界における議論の到達点を反

映している。同時に,諸外国における納税者権利憲章や納税者権利保障法の制

定が国際的に顕著な傾向となっていることを背景としている。

国民・納税者が納税者権利憲章の制定を求めたのは,第一線の税務行政に憲

法の保障する租税法律主義 (租税条例主義)や適正手続き保障などの原則を真

摯に反映して欲しい,恣意的な課税権限の行使を統制するために租税手続の適

正化・透明化に向けた法制化をして欲しいというのが理由である。言い換える

と,納税者と課税庁とが対等な立場であることを明確にし,納税者サービス (カ

スタマーサーービス・お客様サービス)の原点に立った課税庁の権限行使の仕組み

やそれを担保する法制を,政府と国民・納税者が一体となってつくり上げよう

ということにある。

ところが,政府においては,納税者権利憲章制定の課題を「納税環境整備」

の一環としてとりあげてきたためか,PT報告書は「納税者の権利・義務をバ

ランスよく記載すべき」とするなど,納税者に対する新たな義務の体系化と課

税庁の権限の強化策が表明されるものとなっており, きわめて不適切な内容で

あることに,率直に危惧の念を表明する。
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Ⅱ 意 見 書

言己

1 行政手続法の適用

国税通則法第74条の 2は ,一般法である行政手続法の規定の多くを適用除外

としている。租税行政に関しても,原則として行政手続法を適用し,同条は廃

止すべきである。

【理由】

行政手続に関する一般法である行政手続法を租税行政には原則として適用し

ないとしているが,納税者の権利保護を徹底しようとする以上,原則適用に変

更すべきである。

2 租税確定手続について

(1)税務調査は事前通知を原則に

PT報告書が税務調査の事前通知の明確化・法制化を図るとしたのは重要で

ある。事前通知の明文規定を置き,その通知は文書で一定期間前に行うべきこ

とを課税庁に義務付け,変更可能なものとすべきである。事前通知に例外を認

めるとしても,通達ではなく法律に典型的支障例を限定列挙して要件の明確化

を図るべきである。また,事前通知に当たって,代理人がいない場合はその選

任ができる旨のお知らせを義務付けるべきである。

【理由】

PT報告書が,税務調査の事前通知の明確化・法制化を図るとしたのは重要

である。しかし,通知不要を広く認める例外規定を置いてはその趣旨に反する。

また,国税庁課税部の配下にある「資料調査課」,通称で「料調」「リョウチョ
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ウ」が行 う調査のあ り方が問われている。いわゆる「料調方式」と呼ばれる税

務調査の法的性格は,任意調査と解されている。しかし,た びたび手荒な現況

調査の手法が用いられ,かねてから任意調査の法的限界を超えているのではな

いかとの批判がある。したがって,税務調査の事前通知の明確化・法制化に当

たっては,料調方式のあり方やその調査手続き等の法的限界についても明定さ

れる必要がある。

さらに,例 えば,ア メリカ・ケンタッキー州の納税者権利章典 (Kentucky

Taxpayer Blll of Rittts・ 2005)では,納税者である「あなたは,歳入省と審問な

いし協議を進める場合に,あなたが認めた代理人 (弁護士,会計士,登録税務士等)

に代理してもらう権利を有しています。あなたは,審問ないし協議に先立ち,

この権利の告知を受ける権利を有しています。」とうたっており,典拠となる。

(2)調査理由開示の制度化を

PT報告書は,調査理由の開示については触れておらず,事前通知の内容と

して「調査の目的」を記載することとしているにとどまる。調査理由の開示は,

課税庁の権限濫用を抑制することが期待できるものでなければならないから,

納税者が税務調査の必要性を判断できる程度の合理的理由を示すことを義務付

けるべきである。

【理由】

PT報告書は,調査理由の開示については触れておらず,事前通知の内容と

して「調査の目的」を記載することとしている。しかし, これでは,事前通知

を制度化する意味が十分に反映しているとはいえない。

(3)反面調査は制限すべき

納税者本人の調査を行う前の反面調査は禁止し,本人調査による資料収集が

不十分な場合に限定する規定を置くべきである。したがって,反面調査を行う

場合は,反面先への事前通知はもとより,反面調査先の一覧を求める権利を納

税者本人に保障すべきである。
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【理由】

アメリカの課税庁は税務調査の透明化を積極的に推進している。例えば,内

国歳入庁 (IRS)が納税者の権利擁護の観点から納税者向けに出している「納

税者としてのあなたの権利 (Your Rights as a Tは payer 2005)」 では,次のよう

に定めている。「通例,IRSは ,あ なたやあなたの正式に委任をうけた代理人

と直接に折衝をします。しかし,わたしたちは,あ なたが提供できなかった情

報を必要とする場合やわたしたちが受け取った情報が正しいのかを確かめたい

場合には,時おり,他の人たちと話し合いをもちます。例えば,隣人,銀行 ,

雇用主ないし従業者のような人たちとの接触です。この場合,通例, これらの

人たちに,あ なたの氏名のような,限 られた情報を知らせる必要があります。

法律は,わたしたちが求めている情報やある情報の裏づけを取るに必要な範囲

を超えてあなたの情報を開示することを禁じています。わたしたちは,あ なた

の事案に動きがある限り,他の人たちへの接触を続ける必要があります。わた

したちが他の人たちと接触している場合,あ なたは, これら接触先の一覧を求

める権利を有しています」。

反面調査は,反面調査先の時間的・精神的負担はもちろんのこと,納税者本

人の信用問題や知る権利などにも深く絡む問題であり,安易に実施されてはな

らないものである。その法的限界を厳格に明定することに加えて,国民・納税

者の権利保護の視点から,手続きの適正化・透明化を真摯に検討する必要があ

る。

(4)質問検査権に係る受忍義務の範囲拡大への懸念

PT報告書は,当該職員の質問検査権の範囲を拡大し,「質問」「検査」に加え,

新たに「帳簿書類その他の物件 (その写しを含む。)」 の「提示」及び「提出」を

求めることができることとするとしている。しかし,こ れは,課税庁の権限強

化を企図するものであり,「提示」や「提出」といった不確定な文言を用いて

納税者に新たな義務を課すのは不適切である。

I16
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【理由】

現行法の質問検査権の対象には「帳簿書類その他の物件 (その写しを含む。)」

を含むとされており,当該 (税務)職員は帳簿書類その他の物件を調査できる

ことになつている。納税者に対してさらに,帳簿書類その他の物件の「提示」

及び「提出」を義務付けることは,次のような新たな負担を納税者に発生させ

ることが想定される。すなわち,「提示」の意味が不明確であるため,例えば,

交際費のうち,交際費課税の対象外に当たる飲食費を提示するように求められ

た場合に,その提示が不十分とされた場合,その分について否認されることが

考えられる。言い換えると,税務職員がその権限を行使すればできることを納

税者の提示義務に置き替えて,調査の事務負担を納税者に転嫁することも想定

される。また,「提出」の義務付けにより,例えば支店にある資料を本店に移

動させるに当たり,その人件費,運搬費,機密保持費用等の負担を強いること

なども想定される。

実務上,納税者からその協力を得て任意に提出を受けた帳簿書類等を「預か

る」ことが行われている。しかし,こ うした実務を許容する意味において,「提

示」「提出」を義務付けることは許されてはならない。また,税務職員が納税

者の帳簿書類等を借用することについても,半ば強制につながることのないよ

うに法的に規制すべきである。

北村事件判決 (大阪高裁平成10年 3月 19日 判決・判例タイムス1014号 183頁)後 ,

東京国税局が作成した「現況調査の心得七か条」の第 6条に,「書類等の借用は,

やむをえない場合など,必要最小限にする」の記述があるように,税務調査に

おいて通常は書類の借用を前提としていない。また,国税犯則取締法に基づく
いわゆる査察における任意調査においても,質問・検査のほか「領置」が認め

られているのは,犯則事件の立証のためであり,しかも任意提出の物件に対し

て及ぶものである。一般の任意調査において,「提示」「提出」を義務付ける必

要性は存しない。

いずれにしろ,「提示」及び「提出」といった不確定な文言を用いて納税者

の受忍義務の拡大をはかることは,憲法が要請する課税要件明確主義に反する

ことはもとより,納税者の権利保護の面からみても重大な問題をはらんでいる。
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(5)調査結果通知後の是正は更正等で

PT報告書は税務調査の結果通知を行うとするが,こ の通知は法律に根拠を

置いてなされる必要がある。通知においては,課税庁の説明責任の明確化だけ

では足りず,その法的効果が明瞭でなければならない。すなわち,調査結果 (非

違事項,金額,理由等)の確定,納税者の不服申立て等の権利の説明義務,再調

査の禁止等が伴わなければならない。調査結果により是正が必要であれば,原

則として更正・決定等の処分を行うこととすべきである。したがって,納税者

の不服申立て等の権利を損なうことにつながる「修正申告等の勧奨を行うこと

ができる」ことを法制化すべきではない。

【理由】

PT報告書は税務調査については,その結果通知を行うことにするとしてい

るが, これは当然のことであり,調査結果通知は法律に根拠をおいて制度化さ

れる必要がある。また,調査結果通知においては,課税庁の説明責任の明確化

だけでは不十分である。すなわち,納税者が期限後申告書又は修正申告書を提

出するかに関しては,納税者に選択の余地があるにしても,その旨の説明文書

を交付するだけでは不十分であって,納税者の権利を保護することにはならな

い。調査結果 (非違事項,金額,理由等)の確定,納税者の不服申立て等の権利

の説明義務,再調査の禁止等が伴わなければならない。こうした中身のない調

査結果通知制度を想定している背景には,調査終了時に修正申告等の懲憑 (勧

奨)の常態化を想定し,課税庁側の処分理由附記の負担軽減の思惑があるもの

と考えられる。調査結果通知後に,課税庁が修正申告等を懲憑できることを課

税庁の権限として法定することは,納税者の不服申立て等の権利 (争訟権)ひ

いては裁判を受ける権利 (憲法32条 )を侵害することにもつながるのは自明の

ところである。

修正申告等の懲憑は,状況によつては,公務員の職権濫用罪 (刑法193条 )が

成立するとの見解もある。公務員の職権濫用罪は,公務員としての身分がある

者が,その職権を利用して相手方に義務のないことを強要した場合に成立する

からである。また,修正申告の懲憑が職権濫用罪に当たるとされた場合には,
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その職務の執行については公務執行妨害罪 (刑法95条 1項 )の保護の対象にも

ならない。

今般,処分等をするに当たっては広く詳細な理由附記の義務付けが検討され

ていることを踏まえれば,「修正申告等の勧奨」を課税庁の権限に加えること

は方向性を見誤っており,申告納税制度の趣旨に反する。したがって, こうし

た権限を法制化すべきではない。

(6)申 告是認 を通知 じ再調査は禁止に

調査終了に際して当初申告が是認されるときは,明瞭な表現による「申告是

認通知書」を交付すべきである。課税庁は,自 らの調査結果を最終結論とすべ

きである。法的安定性からも,再調査は禁止されなければならない。

【理由】

PT報告書は,「更正・決定等すべきと認められない場合」において,「納税

者に対して『その時点で更正・決定等をすべきと認められない』旨を記載した

通知書」を交付するとする。しかし,そ もそも税務調査は納税者の申告に対す

る何らかの疑念・疑間に基づいて選定されるのである。このことから,調査終

了に際して当初申告が是認されるべきときは,「申告是認通知書」を交付すべ

きである。しかも,「その時点で」と時限付の文書を交付するとしているのは,

再調査の道を確保する狙いがあるものと考えられる。しかし,課税庁は税務調

査に当たっては,当該職員に最新の知見と調査技術を与え,法に基づき公正で

適正な調査を実現に努力すべきであり,その調査結果を最終結論とすべきであ

る。このことは,法的安定性確保の視点からも要請されるところである。

(7)納税者の負担の最小化

課税庁は税務執行及びそれに伴う納税協力において納税者の負担が最小にな

るように努めるべき旨を明定すべきである。したがって,税務調査は合理的時

間に実施され,かつ,合理的期間内に終了すべき義務を課税庁に課すべきであ

る。また,例えば,税務調査において,課税庁に帰属すべき資料等の作成・複
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写等に係る費用負担について,課税庁負担の原則を明定する必要がある。

I理由】

PT報告書ではふれられていない課題である。税務調査は公権力の行使であ

るから,受忍義務を課す以上,費用的,時間的,さ らには精神的にも納税者の

負担が最小になるが必要である。例えば,カ ナダ歳入庁 (CRA=Cmada Revenue

Agency)が納税者の権利擁護の観点から納税者向けに出している納税者権利章

典 (Tな payer Bill of Ri艶 協2009)では,小規模事業者への 5つの公約 (commitment

to small business)を うたっている。その 1つ として,CRAは「小規模事業者
の納税協力の負担が最小になるように税務執行にあたる旨を公約する」とう

たっており,典拠となる。

すでにふれたように,PT報告書では,帳簿書類その他の物件の「提示」及

び「提出」を義務付けるような方向性を示しており,現実のものになるとすれ

ば,納税者に新たに過大な負担を発生させることが想定される。また,PT報

告書では,課税庁への提出資料 (法定調書)の電子データでの提出を義務付け

るとしている。しかし,こ うした義務化は問題であり,電子データによるか文

書によるかは,納税者の選択にゆだねられる必要がある。なぜならば,小規模

事業者,お年寄りや身体の不自由な人など電子行政サービスや手続に参加する

ことに困難がある人たちに配慮し,デジタルデバイド (IT技術の恩恵を受けられ

る人とそうでない人との間に生まれる情報格差)問題に真摯に対応するのが国や地

方自治体の最大の務めの 1つ と思われるからである。事実,オ ーストリアなど

電子政府推進先進国と言われる多くの諸国でも,電子行政サービスや手続への

参加を本人の自由な選択に委ねている。

納税協力において納税者に過大な負担を負わせないようにするためにも,ま

さに,わが国でも「課税庁は納税協力において納税者の負担が最小になるよう

に努めるべきである」旨を明定するように求められる。

(8)調査対象年数の法定化

現行法には,税務調査の遡及可能年数の定めがない。実務上は,更正・決定
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の期間制限 (除斥期間)に あわせて行われているが,更正の請求の期間の延長

にかかわって, 自動的に調査遡及年数が延長されることのないよう,一般の任

意調査は3年を限度とするなど法律により制限すべきである。

【理由】

実務上は,更正・決定の期間制限 (除斥期間)に あわせて税務調査が行われ

ているが,更正の請求の期間の延長にかかわって,自 動的に調査遡及年数が延

長されることのないよう,一般の任意調査は法律により遡及制限をすべきであ

る。そもそも国税通則法の期間制限の規定は,課税処分がいつまでもできるこ

とになっていては納税者の地位を著しく不安定にするので妥当ではないことか

ら設けられているものである。

(9)税務調査の見える化

わが国においても,納税者の権利保護のためには税務調査の見える化 (可視

化)は避けて通れない課題と思われるが,PT報告書では,何らふれるところ

がない。

【理由】

アメリカの内国歳入庁 (IRS)発行の「納税者としてのあなたの権利」では,

「あなたは,面談に立会人を同席させることができます。わたしたちIRSの調

査官,不服申立て担当官もしくは徴収担当者との話し合いについてはすべて,

音声録音をすることができます。ただし,わたしたちへの録音の申し出は,面

談の10日 前までに文書で行ってください。」とうたっている。また,例えば,

アメリカ・ケンタッキー州の納税者権利章典 (Kentucky Taxpayer Bm Of

Rigllts・ 2005)で も,納税者である「あなたは,歳入省とのあらゆる折衝,協

議ないし審間を音声録音する権利を有しています。また,歳入省がその過程を

録音することを計画している場合,あ なたは,事前にその通知を受け,かつ,

その記録のコピーを受け取る権利を有しています。」とうたっており,典拠と

なる。税務調査の見える化 (可視化)については,わが国でも真摯に検討すべ
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き課題である。

3 納税者権利救済手続について

(1)不利益処分を行う場合の理由附記

PT報告書が,すべての処分について原則として理由附記を実施するとした

のは妥当である。行政手続法第14条 1項は,不利益処分に際して,原則として,

理由の提示を義務付けている。理由提示には,処分理由を知らせて名宛人に不

服申立ての便宜を与える意義があるのであつて,納税者の権利保障の観点から

は,記帳・保存等の程度とリンクさせることがあってはならない。白色申告の

所得金額300万円以下の零細な事業所得者等に対 して記帳義務等を一般的に課

すことは,その事業と生活の実情,事務負担や費用負担の増加をあわせて考慮

し,慎重に検討すべきである。

なお,理由附記の程度については,課税庁の判断の慎重性,合理性を担保し

てその恣意を抑制するとともに,納税者が更正に対して十分に防御権を行使し

うるべく,具体的でかつ納税者が理解できる程度に平易であることとすべきで

ある。

【理由】

PT報告書が,すべての処分について原則として理由附記を実施するとした

のは,一般常識からみて妥当である。白色申告の所得金額300万円以下の零細

な事業所得者等に対して記帳義務等を一般的に課すことの是非については,納

税者の権利保護,権利拡充を議論するに際して検討すべきことではない。

(2)更正の請求期間の延長

更正の請求は,法定申告期限から 1年間に制限されてきたが,PT報告書は

これを 5年に延長するとしているのは,納税者の権利拡充の観点から妥当であ

る。しかし,こ れにあわせて増額更正の期間制限を3年から5年 に延長させる

としているが, この 3年の期間制限はシャウプ勧告以来のものであって, これ
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が維持されてきたのは伸長させる理由が存しなかったからである。今日におい

ても, 5年 に仲長させる理由はないから,調査の遡及年数とも関係する以上 ,

これは 3年を維持すべきである。なお,更正の請求書を故意に提出した場合の

処罰規定を新設するのは,新たに未遂犯を創設するに等しく,租税刑罰法の強

化という国民の生活と権利への規制を納税者の権利拡充の際に軽々しく論ずべ

きではない。

【理由】

この 3年の期間制限はシャウプ勧告以来のものであって, これが維持されて

きたのは伸長させる理由が存しなかったからである。今日においても, 5年 に

伸長させる理由はない。また, この更正の請求とは別に,新たに無申告脱税犯
と不正受還付未遂犯の創設も税制改正大綱に盛 り込むとしている。しかし,こ

れは平成21年度改正において見送られたものであり,新たな租税犯罪類型や処

罰規定の創設については,慎重を期すべきである。行政主導で拙速に行うべき
ではなく,国民・納税者や税界からの十分な意見聴取,さ らには立法府での十

分な審査が必要である。

(3)不服申立て制度の改革

PT報告書は,国税不服審判所の改革に関しては内閣府の行政救済制度検討
チームの今後の議論に配慮し,検討課題として実施を先送りしている。
不服申立て前置主義についてはこれを廃止し,異議申立て,審査請求, また

は訴訟を提起するかは納税者の選択に委ねる制度とすべきである。また,国税

不服審判所の組織改革について,PT報告書は国税不服審判官の外部登用を拡
大するとしているが, これは現行法において任用資格が規定されており (国税

通則法施行令第31条),民間からの任用の道が開かれていたのが生かされていな

かつたのであって,す ぐにも実現可能である。国税不服審判所改革に必要なこ

とは,課税庁から独立性を保障し,審判官に「行政官」 (課税庁職員)を登用す
るのではなく,税理士などの職業専門家に加え,司法試験に合格した新任の「法

曹」を多数登用し,審判官に育成していく発想である。
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【理由】

PT報告書は,国税不服審判所の改革に関しては内閣府の行政救済制度検討

チームの来年以降本格化する議論の方向性に委ねようとしている。その上で,

①不服申立期間の2月 の期間制限を延長の方向,②証拠書類の閲覧・謄写の範

囲については拡大する方向,③不服申立前置は2段階の現行制度を抜本的に見

直す方向を示しているが,検討課題として実施を先送りしている。不服審判所

の独立性に関しては,課税庁から独立した組織にするとともに,審判官に,税

理士などの職業専門家に加え,司法試験に合格 した新任の「法曹」を多数登用

し,審判官に育成していく発想が必要である。

ちなみに,イ ギリスの審判所制度改革では「法曹」を多数登用するかたちで

これを実施した。わが国において司法制度改革が行われ,法科大学院が数多く

誕生し,法曹の就職先がないなどというが,発想の貧困も一因と思われる。

4 徴収手続における納税者の権利保障

PT報告書がまったくふれていないのが,徴収手続における適正手続きの保

障である。徴収行政実務においては徴収職員に広範な裁量が認められている。

現行の国税徴収法制定時の議論の諒解として実務上の運用による「自制」が図

られてきた経緯があるが,今日の経済財政状況を反映して,逸脱する事例が現

れてきており限界がある。滞納処分における事前告知制度の法制化や財産調査

に調査手続同様に事前通知等納税者の権利保障の措置が必要である。督促から

差押にいたる期間の延長 (現行10日 )や徴収手続における聴聞・弁明手続の制

度化,手続き的保障の不均衡の是正,あ るいは徴収手続を納税者に平易に十分

に説明する教示制度導入の検討等,慎重性,合理性,透明性を確保すべきであ

る。

【理由】

アメリカにおいて納税者の権利保護の必要が内国歳入庁 (IRS)の組織改革

にまで発展したのは,租税徴収における納税者の人権侵害が問題になったこと
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が背景にある。わが国においても,地方税における「徴収問題」が報道されて

おり,国税についても問題が表面化しつつある。国税徴収法が租税行政に強権
を付与し,徴収職員に広範な裁量権が認められることに対する批判が存在する。

調査手続同様に,徴収手続に関して納税者権利保護の徹底が図られる必要があ
る。

5 その他の納税者権利保障措置

(1)国税庁組織の独立性・透明性・説明責任の確保

国税庁と社会保険庁を一体化し,租税公課や社会保障に係る現業部門を一体

化すべきとの構想が明らかにされている。しかし,いたずらに中央集権化を推
進することにもつながりかねず,与党の地域主権確立の政権公約 (マニフェスト)

にも抵触しかねない。国税当局の独立性を確保すべきである。また,一体化は,

地方自治体との連携において検討される課題であるのにもかかわらず,国が一

方的に進めているとの批判もある。また,国税庁は,組織の透明性を確保し,
国民・納税者への説明責任を尽くせる組織に再構築されるべきである。

【理由】

課税庁の独立性確保は極めて重要な組織課題である。「福祉 (社会保障)」 と「税

制」の一体化は,政策の失敗があれば政府の福祉部門と税制部門の全壊につな
がるおそれもあるとの指摘がある。危機管理の視点から,む しろ,双方は,融
和すれども分離して置くことが望ましいとする意見がある。また,従来から第
一線に福祉行政は地方自治体が担ってきているのにもかかわらず,地方自治体
を含めた国民的な議論をしようという方向性が示されていない。さらに,課税

庁の組織的独立性に加えて,国民・納税者本位の透明性の高い課税庁につくり
上げるためには,内部及び外部からの監査,国会による審査, さらには国民・

納税者が参加した形で課税庁チェックできる制度構築が求められる。

この点,イ ギリスやカナダ,オ ーストラリアをはじめとした先進諸国の課税

庁は,納税者権利憲章が絵に描いた餅にならないように,行政評価の手法を取
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り入れ,毎年,議会や国民・納税者に対して,お客さまサービスの努力目標値

と達成率などを公表している。

例えば,カ ナダ歳入庁 (CRA)が納税者向けに出している納税者権利章典

(Tttpayer Blll of Rights 2009)で は,納税者である「あなたは, カナダ歳入庁に

対してサービス規準を公表し,かつ,年次報告書を公表するように期待する権

利を有しています。」,「あなたは,カ ナダ歳入庁に対して説明責任を尽くすよ

うに期待する権利を有しています。」とうたっている。この規定に基づいて,

CRAは ,納税者サービス規準を公表し,かつ,その達成率を連邦議会へ報告し,

国民・納税者に対する説明責任を尽くしている。

(2)納税者権利擁護制度の確立

納税者の権利を制度的に擁護するために,オ ンブズマンの導入など,税務行

政を客観的にチェックする仕組みを構想すべきである。

【理由】

国税庁 (定員5万 6158人 )は ,2001年 6月 に「納税者支援調整官」制度を導入

した。現在,67人以内の定員で調整官を,各国税局のほか全国31の税務署に配

置しているが,明確な権限が与えられないまま苦情処理の業務を担ってきてい

る。

わが国の仕組みを改革する場合,ア メリカの納税者権利擁護官 (NTA=Nation」

Tttptter Advocate)制 度が参考になる。連邦納税者権利擁護官 (NTA)は ,内

国歳入庁 (IRS)の組織内に置かれているが,苦情や問題が発生した場合に,

納税者の立場にたつて橋渡し役を演じるように期待されている。NTAは,内

部に設けられた支援組織と納税者救済命令 (TAo=Taxpayer Assistmce Order)

手続を使って,納税者の権利擁護にあたるように求められる。また,問題の対

象となった部門への行政的ないし立法的な勧告をすることにより,納税者の権

利擁護にあたるように求められる。連邦納税者権利擁護官 (NTA)は ,権利擁

護オンブズマン (advocate ombudsmen)で ある。権利擁護オンブズマンは,独

立し,公正に行動しかつ守秘義務を負う。連邦納税者権利擁護官 (NTA)の使
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命は,「IRSの 中にありながら,独立した組織として IRS内 で苦情を処理する
ことで納税者を支援し,かつ,そ うした苦情を未然に防止できるように改善を

勧告すること」にある。NTAは ,各納税者の権利擁護サービスに加え,連邦
議会に定期的に報告を行うことにより,全米すべての納税者に貢献することも

使命としている。このため,NTAは ,年 2回報告書を作成し,連邦議会下院
歳入委員会と上院歳入委員会へ報告書を提出している。約2200人が連邦納税者

権利擁護官 (NTA)事務局で働いており,IRS職員総数の 2%を 占める。連邦

納税者権利擁護官 (NTA)サ ービスは,無償,部外秘,個々の納税者が申し立

てた苦情に応じて提供される仕組みになつている。①苦情の聴き取り,②苦情

処理に必要な処理策の決定,③問題が解決にいたるまで権利擁護官がすべての

手続に対応する,と いう仕組みになつている。NTAは年間約25万3000件 (2003

年)の苦情を処理している。

(3)税務職員に対するノルマの禁止と公平な人事評価制度の確立

税務行政におけるノルマ追求と「適正・公平な課税の実現」の理念,「納税

者手続上の権利保護」の実現の間には大きな隔たりがある。税務行政手続の適

正化を図る一方で,税務職員の権利を護るために,ノ ルマの設定を禁じ,その

達成率を基にした人事評価の仕組みを抜本的に見直し,公平な人事評価制度を

構築する必要があるが,PT報告書には,納税者の権利と税務職員の権利とを
一体で捉える思考が欠けている。

【理由】

税務行政が,納税者の財産権との間で軋蝶を生むことを不可避としている以

上,課税庁職員の仕事には常に大きな精神的負担がつきまとつている。現実の

税務行政におけるノルマ追求と「適正・公平な課税の実現」の理念,「納税者

手続き上の権利擁護」の実現の間には大きな矛盾がある。このことが,納税者
の手続上の権利を尊重したうえで調査業務を遂行することを難しくし,納税者
の信頼を損ねることになつていると考えられる現実がある。税務行政手続の適

正化を図る一方で,税務職員の権利を護るためには,ノ ルマの設定やその達成
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率を基にした人事評価を行わない仕組みに抜本的に見直す必要がある。

ちなみに,ア メリカの税務行政では,納税者の権利を護るねらいから税務職

員に対するノルマ禁上を明確にしている。例えば,ア メリカにおける租税手続

改革のさきがけとなったアリゾナ州の納税者権利章典 (Arizona Tttpayer Bill of

Riま ts 1986)で は,州「歳入省は,職員が徴収または賦課した税額をもとに勤

務評定をしないこととする。」と定めている。また,ケ ンタッキー州の納税者

権利章典 (Kentucky Taxpayer Bill of Rights 2005)で も,納税者である「あなたは,

州歳入省職員が,更正税額若しくは徴収税額,又は更正税額若しくは徴収税額

の割当額若しくは達成率に基づいて,給与が査定されたり,勤務評定されたり,

又は昇進することはないということを保障される権利を有しています。」と定

めており,典拠となる。

公平な人事評価制度の確立には,課税庁が定立した納税者サービス・お客様

サービス規準の遵守度などが重視されるべきである。

(4)「誠実性推定の原則」明定化の必要性

納税者権利憲章の法制化に当たっては,納税者の権利保護を図る趣旨を明確

にすべきである。あわせて「国民が納税に関して行った手続は,誠実に行われ

たものとして,これを尊重すること」とする誠実性推定の原則の規定を置くべ

きである。さらに,国民・納税者は課税庁から主権者。国民として公平・公正

かつ丁重に遇される権利を有する旨が明定される必要がある。

【理由】

「国民が納税に関して行った手続は,誠実に行われたものとして,こ れを尊

重すること」との内容の規定を置き,誠実性推定の原則を明定すべきである。

2002年 7月 12日 に民主党・日本共産党 。社民党の野党三党が共同提案した「税

務行政における国民の権利利益の保護に資するための国税通則法の一部を改正

する法律案」,いわゆる「国税通則法一部改正案」(廃案)に は,「国税当局は,

その職務の執行に当たっては,国民の権利利益の保護に常に配慮するとともに,

国民が納税に関して行った手続は,誠実に行われたものとして,これを尊重す
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ることを旨としなければならない。」 (法 4条の 2第 4項 )と 規定されていたこと

が想起される。

誠 実 制 推 定 の 原 則 につ い て は,例 え ば,オ ー ス トラ リア 国 税 庁
(ATO=Austrditt TaatiOn O� ce)が 出 している納税者憲章 (Taxpayers'Charter

2010)で は,「誠実性の推定 (treating you as being hOnest)」 原則をはっきりとう

たってお り,典拠 となる。

一方,国民・納税者が課税庁から丁重・公正な処遇を受ける権利については ,

例えば,ア リゾナ州の納税者権利章典 (Arizona Taptter Bill of Rights 1986)で は
,

州「歳入省職員は,あ なたを公正かつ丁重に扱います」とうたっている。同様

に,カ ナダ歳入庁 (CRA)の納税者権利章典 (Tなptter Bill of Rights 2009)で も,

納税者である「あなたは,専門的に,丁重かつ公正に処遇される権利を有して

います。」とうたっており,典拠となる。

任意調査の法的限界を超えていると思われる手荒な調査が問題になることが

ある。課税庁による過度な権限行使を制御し納税者の権利を実効的に保障する

には,国民・納税者が課税庁から丁重・公正な処遇を受ける権利を有する旨を

明定することは,極めて重い意味を持つ。

(5)法律に根拠を置いた納税者保護手続の必要性

課税庁のサービスを納税者本位に変え,納税者が自発的な納税協力をし易い

課税環境をつくり出すためにも,納税者権利保護の仕組みや手続については,

事務運営方針や通達等ではなく,法律に根拠規定を置いて担保されるべきであ

る。

【理由】

国税庁は,特定の納税者から税法の適用・解釈や課税取扱いに関する個別の

照会に対して文書で回答する仕組みとして,事前照会に対する文書回答手続 (以

下「事前照会文書回答手続」という。)を導入している。この手続が課税分野一般

に対する導入が検討されるに至った契機は,2000年 に当時の総務省行政監察局

(現総務省行政評価局)が「税務行政監察結果報告書」の中で,「納税者が帳簿等
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の具体的資料を提示 してあらか じめ国税当局の見解を確認できる仕組みを整備

するよう,その検討に着手すること」を勧告したことにある。

この制度は,確かに課税関係について法的安定性や予測可能性を高め,申告

納税制度の下での納税者の自発的納税協力を進めるためにも重い意味を持つ。

ただ,わが国においては, こうした事前照会文書回答手続ないし事前確認手続

を,国税庁自らが,あ くまでも納税者サービスの一環と位置付け (言い換える

と,納税者へ権利を付与するのではない趣旨を強調し),法律によるのではなく,

国税庁の事務運営方針,言い換えると,法源性を欠く「通達」によつて実施し

ている。しかし,納税者の権利をしっかりと擁護するには,法的な根拠を有す

る手続とすべきである。すなわち,「法律による行政」のルールを尊重 し,国

会が関与する形でこうした手続を確立すべきである。

今般の納税者権利保護の仕組みや手続の実現に当たっては,国民・納税者の

権利を確固たるものとして擁護するためにも,事務運営方針や通達等ではなく,

法律に根拠規定を置いて担保されなければならない。

6 政府の納税者番号制度導入案への懸念

納税者番号制度は,納税者に重複しないかたちで番号を付け,「税の捕捉」

が関係する雇用や金融取引,納税申告書や課税資料に番号をつけて課税庁に提

出を求め,コ ンピュータで「名寄せ」し集約管理する仕組みをさす。多くの国々

で採用する「納税者番号」の方式は, “納税者本人と課税庁のみが知りうるよ

うな性格の番号"である。したがつて,仮に納税者番号が必要としても,新た

な共通番号ではなく,現在税務署で付番する「納税者整理番号」を整備し,納

税者の所轄税務署が変わっても番号が変わらないようにすれば,それで足りる。

しかも,この方が情報セキュリティ上も安全である。

ところが,政府や PT報告書が考えている個人用の納税者番号は,第三者に

も見える (可視的な)番号で, “官民にまたがり,かつ,多分野で共用する''汎

用の「共通番号」である。この場合は,その使い方次第では,個人情報や番号

情報漏えいのリスクと隣り合わせの社会をつくることになりかねず,納番付情
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番号を知りうる者の範囲

(a)原則として本人と関係行政機関のみが知りうるような性格の番号

民                     官

個人番号

(納税申告書に番号を記載)

課税庁

(b)本 人と関係行政機関以外の第三者も容易に知りうるような性格の番号

民                民                官

(提 示) に記載)

個 人 取引の相手方 (名 照合 )

(納税申告書に番号を記載)

個人番号 支払者・銀行など 課税庁

報が各所に筒抜けになる危うさをはらむ。また,ネ ット取引全盛の今日,ネ ッ

ト空間にマスターキー (納税者番号=共通番詢 付個人情報の垂れ流しは避けら

れず,成 りすまし犯罪者が問歩する社会の構築につながるおそれが極めて強い。

共通番号を可視化 (見える化)し一般に公開して納税者番号に使うべきでない。

【理由】

納税者番号制度は,納税者に重複しないかたちで番号を付け,「税の捕捉」

が関係する雇用や金融取引,納税申告書や課税資料に番号をつけて課税庁に提

出を求め, コンピュータで「名寄せ」し集約管理する仕組みを指す。大きく,

①個人や事業者などすべての納税者に課税庁が付番する方式と,②個人には共

通番号,事業者 (雇用主)な どには課税庁が付番する方式がある。わが国の場合 ,

後者②が最有力候補である。

個人の納税者番号は,番号を知りうる者の範囲を基準に考えた場合,上記の

ように,大 きく(aXb)2つ のタイプが考えられる。

共通番号を,個人用の納税者番号として使うとなると,所得 (収入)が発生

するあらゆる場面で提示が求められることになる。すなわち,共通番号は官民

にまたがり,かつ他分野で共用する汎用 (多 目的利用)の番号となる。また ,

共通番号 (=納税者番号)は可視化 (見える化)し て一般に公開して使わざるを

得なくなり,納税者番号付き情報が現実空間はもちろんのことネット空間 (電

131



Ⅱ 意 見書

脳空間)を含め,社会の隅々にまで「垂れ流 し」 となることは避けられない。

共通番号を可視 (見える)化 し一般に公開し納税者番号などに汎用することは ,

成 りすまし犯罪の誘発に手を貸すに等 しいことは自明である。

近年,住基ネットにおける住民票コードが格納された住基カードの成りすま

し申請取得や濫用が散見される。しかし,住民票コードがなりすまし犯罪に使

われたとの報告事例はない。これは,住民票コードが,原則として(a)本人と行

政機関のみが知りうるような性格の番号だからである。「納税者番号」につい

ても,多 くの国々で採用する方式は,“納税者本人と課税庁のみが知りうるよ

うな性格の番号"である。つまり,わが国の税務署が付番する現行の「納税者

整理番号」的な性格のものである。ところが,政府が考えている個人用の「納

番」は,見える (可視的)し一般に公開して使う番号,“官民にまたがり,かつ,

多分野で共用する''汎用の「共通番号」である。このような共通番号は,確実

に他人の番号自体を不正使用した成りすまし犯罪の多発につながる。

また,住民票コードは,一般に公開されていないだけでなく,可変式で本人

の申請で何度でも変更を求めることができる。可変式であれば国民・住民は成

りすまし犯罪等への対応が容易になり,共通番号の民間利用にはブレーキがか

かるのであるが,PT報告書は,意図的にこうした問題に触れることを回避し

ている。

アメリカにおいては,共通番号である可視的な社会保障番号 (SSN=Social

Security Number)を 個人用の納税者番号に転用しているが,濫用され,「成り

すまし犯罪」で手がつけられなくなっている。共通番号の利用制限が進まない

背景には,官民が保有する膨大な数のデータベースのアクセスナンバー (本人

識別番号)と して共通番号が使われている事情がある。このことは,いったん

一般に公開して使う共通番号を導入し,それを汎用し,納税者番号にも転用し

た暁には,さ まざまなプライバシー問題で社会に混乱が生じても,その廃止は

もとより規制を掛けることすら至難の業となることを教えている。

わが国において,共通番号を可視化し一般に公開して納税者番号として使う

ことは,個人情報や番号情報漏えいのリスクと隣り合わせの社会をつくること

につながり,番号付情報が各所に筒抜けになる。また,ネ ット取引全盛の今日,
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ネット空間へのマスターキー (納税者番号 =共通番号)付個人情報の垂れ流 しは

避けられない。当然,国民・納税者側のプライバシーを護るコス トは膨大にな

る。にもかかわらず,PT報告書は,「プライバシーの保護等に十分配慮しつつ」
と,抽象的に個人情報の保護には触れるものの,番号濫用の実態及び抜本的対

策,プライバシー保護コストなどにはまったく触れていない。また,共通番号

(マスターキー)を使って納税情報のみならず社会保障情報など国民・納税者の

多用な個人情報を共通番号で集約的に国家が管理することになることついて

は,憲法13条に保障される国民の人格権の侵害につながり,違憲の疑いが強い。

一方,共通番号を個人用の納税者番号として使っても,その回避手段を有す

る一部の高額所得者や自営業者などの一部業種においては所得の正確な把握と

いう目的の実現は事実上不可能である。それでも,なおかつ個人用の納税者番

号が必要であるというのであれば,(a)納税者本人と課税庁のみが知りうる番号

(現行の「納税者整理番号」)を ,納税地が変わっても原則変わらないようにすれ

ば十分なわけである。人権侵害的で無駄な大規模 IT投資 。公共事業につなが

る共通番号を導入しなくとも,住基ネットを使えば納税情報と社会保障情報の

照合 (マ ッチュング)は可能である。あえて,一般に公開して使う汎用の共通

番号を個人用の納税者番号に転用する危険な道を進むことはない。事実,イ ギ

リスやドイツなど多くの諸国で採用する個人用の納税者番号は,納税目的に限

定して利用する「納税者整理番号」である。

む す び

租税手続の適正化・透明化のための納税者権利憲章の制定とその課題は多岐

にわたる。しかし,PT報告書が掲げた課題はいまだ例示の域を出ていない。
PT報告書は,納税者権利憲章の制定に一定の指針を与えはするものの,む し

ろ納税者に新たに義務を課し,納税者のプライバシーを危険に陥れ,かつ,課

税庁に多くの権限強化をもたらそうとする色彩が濃いものである。その内容は

国税通則法制定時に断念された課題であったり,その後にも法制化が企図され

実現されなかったものが盛り込まれている。このような方向での制度改革を実
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施するとすれば,納税者権利憲章の制定という本来の趣旨からかけ離れてしま

つ o

どのような課題を実現に導くのかについては,今一度原点に立ち返り,国民

的議論を経て慎重に精査される必要がある。加えて,PT報告書が納税者権利

憲章制定という重要課題を追求するに当たって,番号制度の導入から説き起こ

していることには,違和感がある。そこでの最大の問題は,国民の人格権 (プ

ライバシー)の保護,個人情報の保護にあるべきなのにもかかわらず,法定調

書の拡充策までも含まれるなど納税者の権利保障を論ずるに相応しくないこと

を指摘しておく。共通番号導入や共通番号の納税者番号への転用について,政

府や一部の識者などからは,行政の効率性や利便性を基準に,一定のプライバ

シー保護措置を講じれば共通番号や国民 ID〔カード〕制などは許容されると

する,いわゆる「情報セキュリテイ論」が主張される。しかし,行政の効率性

や利便性は,憲法に保障された国民・納税者の人権がしっかりと確保されるこ

とを前提に精査されなければならないことを指摘しておく。

日本租税理論学会から検討を付託された特別委員会として,納税者権利憲章

問題検討委員会は,2010年 11月 25日 の税制調査会全体会議に提出されたPT報

告書を検討し,以上のような結果を得たので,意見書として公表する。
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日本租税理論学会規約

〔1989年 12月 9日

〔2∞2年 11月 16日

制定〕

改正〕

第 1条

る。

第 2条

第 1章 総 則

本会は, 日本租税理論学会 (Japan Association of Science of Taxation)と 称す

本会の事務所は,東京都に置く。

第 2章  目的及び事業

第 3条 本会は,租税民主主義の理念に立脚し,租税問題を関連諸科学の協力を得て総
合的・科学的に研究することを目的とする。

第 4条 本会は,前条の目的を達成するために,左の事業を行う。
1 研究者の連絡及び協力促進
2 研究会,講演会及び講習会の開催
3 機関誌その他図書の刊行
4 外国の学会との連絡及び協力
5 その他理事会において適当と認めた事業

第 3章 会員及び総会

第 5条 本会は,租税問題の研究にたずさわる者によって組織される。
第 6条 会員になろうとする者は,会員 2人の推薦を得て理事会の承認を受けなければ
ならない。

第 7条 会員は,総会の定めるところにより,会費を納めなければならない。
第 8条 本会は,会員によつて構成され,少なくとも毎年 1回総会を開催する。

第 4章 理事会等

第 9条 本会の運営及び会務の執行のために,理事会を置く。
理事会は,理事長及び若千人の理事をもって構成する。

第10条  理事長は,理事会において互選する。
理事は,総会において互選する。

第11条 理事長及び理事の任期は,3年とする。但し,再任を妨げない。
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第12条  理事長は,会務を総理し,本会を代表する。
第13条  本会に,事務局長を置く。
事務局長は,理事長が委嘱する。
第14条  本会に,会計及び会務執行の状況を監査するために,若千人の監事を置く。
監事は,総会において互選し,任期は3年 とする。但し,再任を妨げない。
第14条の2 理事会は,本会のために顕著な業績のあった者を,顧問,名誉会員とする
ことができる。

第 5章 会 計

第15条  本会の会計年度は,毎年 1月 1日 に始まり,その年の12月 31日 に終わるものと
する。

第16条  理事長は,毎会計年度の終了後遅滞なく決算報告書を作り,監事の監査を経て
総会に提出して,その承認を得なければならない。

第 6章 改 正

第17条 本規約を改正するには,総会出席者の 3分の 2以上の同意を得なければならな
い。

附 則

第 1条 本規約は,1989年 12月 9日 から施行する。
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